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政策対応型調査・研究「循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究」�

（期間　平成１３～１４年度）　　　

　　　　　　　　　　　　政策対応型・調査研究責任者：酒井伸一�

　　　　　　　　　　　　政策対応型・調査研究幹事：酒井伸一�

　　　　　　　　　　　　報　告　書　編　集　担　当：酒井伸一



　本報告書は，平成１３～１７年度の５ヵ年の予定で実施されている政策対応型調査・研究『循環

型社会形成推進・廃棄物管理に関する調査・研究』の平成１３～１４年度，前期２年間の研究成果

を取りまとめたものです。研究半ばではありますが，中間報告としてこれまでの研究過程とその

成果を公表することで，今後の研究を展開するための貴重なご意見を各方面よりいただけること

を期待しています。

　大量生産，大量消費の社会は負の遺産としての大量廃棄をもたらしたと言われています。問題

解決への解の一つが循環型社会の形成を進めることであり，そのことは２１世紀を生きる人類に

課せられた大きな課題であると考えられます。国立環境研究所では，この重要な課題に対処する

ために，平成１３年４月の独立行政法人化に合わせて，廃棄物研究部門を大幅に拡充・強化し，

循環型社会形成推進・廃棄物研究センターを設置するとともに，『循環型社会形成推進・廃棄物

管理に関する調査・研究』に着手いたしました。本研究の目指すところは，大量生産・大量消

費・大量廃棄型の社会から脱却し，物質循環を基調とした環境低負荷型で一次資源利用抑制型の

循環型社会を構築することにあります。このため，発生から再資源化・処理および処分にいたる

までの様々な局面での廃棄物問題についての対策技術やシステムの開発，評価を重要な研究対象

とするとともに（循環・廃棄物対策技術研究），有害物質の管理やリスクを念頭においた現象解

明から制御に関する研究をカバーしています（循環・廃棄物リスク制御研究）。さらに，循環型

社会への転換を支援するための評価手法や基盤システム整備に関する研究をいま一つの核に据え

ています（循環システム研究）。

　前期２年間を経て，処分技術フィールド研究では安定型最終処分場の硫化水素対策で貴重な知

見を得たほか，液状廃棄物のリン除去・回収技術は実証に向けて一定の成果が得ることができま

した（循環・廃棄物対策技術研究）。また，バイオアッセイによるモニタリング手法，有機臭素

化合物の挙動，�����のイオン化法の研究で多くの成果を得つつあります（循環・廃棄物リス

ク制御研究）。さらに，循環型社会の実現に向け目指すべき方向を示す羅針盤を整備するための

研究を拡充しつつあり，マテリアルフロー分析・産業連関分析を活かした指標研究で環境政策に

つながる成果を挙げ始めています（循環システム研究）。これまでの成果について様々な評価・

批判をいただき，本研究の今後の展開につなげていきたいと考えています。

　終わりに，本研究を進める上で研究所外の多くの方々にご協力とご助言をいただきました。こ

こに深く感謝の意を表するとともに，今後とも，より一層のご支援をお願いする次第です。

平成１５年１１月�

独立行政法人　国立環境研究所　　　　　　�

理事長　合　志　陽　一

序
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１�１　研究の目的

　大量生産，大量消費の社会は負の遺産としての大量廃

棄を結果としてもたらしたとよく言われる。その問題へ

の解の一つが循環型社会の形成を進めることである。廃

棄物問題に対する警鐘の声が起こりはじめたのは，そう

古いことではなく，１９８０年前後からである。産業社会

と消費社会の構造に起因する廃棄物の発生構造に対する

警鐘を，日本で公式に制度に盛り込むこととなったのは

１９９１年の改正廃棄物処理法であり，廃棄物対策に「発

生回避」，「リサイクル」政策を含め，それまでの「安定

化，減量化，エネルギー利用」を基調とした廃棄物政策

に，「発生回避，リサイクル」の視点を追加し，これら

に高い優先性を与えた。その後，１９９３年に策定された

「環境基本法」では，循環，共生，国際協調が基本理念

とされ，このなかの循環を中心とした国の基本法とし

て，「循環型社会形成推進基本法」が２０００年に成立し

た。そこでは，「発生抑制，再使用，再生利用，熱回収，

適正処分を循環廃棄物対策の基本原則として，この順に

優先順位を考えること」とされている。この「循環型社

会形成推進基本法」は，物質循環を基調とした社会の形

成をはかるための日本の憲法ともいえるが，その健全な

展開のためには，技術的，制度的な多くの課題を克服し

ていかなければならない。

　このような状況を踏まえ，２００１年４月から５年間の

中期計画において，循環型社会における適正な物質循環

や廃棄物管理のあり方を研究・提案するために政策対応

型調査研究「循環型社会形成推進・廃棄物管理に関する

調査・研究」を実施することとした。そのめざすところ

は２０世紀型の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会

から，さまざまな研究と政策のツールを駆使して，物質

循環を基本とした環境低負荷型で一次資源利用抑制型の

循環型社会を構築することである。研究と政策のツール

としては，技術，法制度，経済的手段，情報，モニタリ

ング手法などがあり，問題の対象に応じて，これらの

ツールを効果的に組み合わせることが必要である。

　このため，本研究では，循環型社会への転換を支援す

るための評価手法や基盤システム整備に関する研究を一

つの核にとらえている。また，廃棄物の発生から再資源

化・処理および処分にいたるまでの様々な局面での廃棄

物問題について，対策技術やシステムの開発，評価を行

うことも重要な研究対象である。さらに，有害物質の管

理やリスク管理を念頭においた現象解明から制御に関す

る研究もカバーして，研究を進めている。環境保全を図

りつつ，一次資源利用と廃棄物発生を抑制し，再利用す

る物質の流れを創り上げ，適正な廃棄物の管理を行うこ

とが研究の目標である。

１�２　研究の構成

　本研究は，次の４つのサブテーマについて実施してい

る。

（１）循環型社会への転換策の支援のための評価手法開

発と基盤システム整備に関する研究

　循環資源をはじめとする物質のフローを経済統計と整

合的に記述・分析し，循環の度合いを表現する手法，資

源の循環利用促進による環境負荷の低減効果を総合的に

評価する手法，地域特性にあった循環システムの構築を

支援する手法，および循環資源利用製品の安全性を評価

する手法を開発し，これらを循環型社会への転換にかか

る諸施策の立案・実施・達成状況評価の場に提供するこ

とにより，社会を構成するさまざまな主体による効果的

な「循環」の実践の促進に貢献することを目指す。

（２）廃棄物の循環資源化技術，適正処理・処分技術お

よびシステムに関する研究

　資源の循環および廃棄物の適正処理・処分のための技

術・システムおよびその評価手法を開発し，循環型社会

の基盤となる技術・システムの確立に資することを目的

として，熱的処理システムの循環型社会への適合性評価

手法の開発，有機性廃棄物に関する発生構造・需給要件

および物質フローの把握と循環資源化要素技術およびシ

ステム評価手法の開発，最終処分場用地確保と容量増加

に必要な技術・システムの開発，海面最終処分場のリス

クや環境影響のキャラクタライゼーション，処分場の安

定度や不適正サイトの修復必要性を診断する指標やそれ

らを促進・改善する技術の評価手法の開発を行う。
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（３）資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リ

スク制御手法の開発に関する研究

　循環資源や廃棄物に含有される有害化学物質によるリ

スクを総合的に管理する手法として，バイオアッセイ手

法を用いた包括的検出手法，臭素化ダイオキシン類を的

確に把握できる検出手法とその制御手法，不揮発性物質

を系統的に把握する検出手法，有機塩素系化合物を含有

する廃棄物等の分解手法を開発する。

（４）液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技

術システムの開発に関する研究

　し尿や生活雑排水等の液状廃棄物に対して，地域にお

けるエネルギー消費の低減および物質循環の効率化を図

るため，バイオエンジニアリングとしての浄化槽や土

壌・湿地等の生態系に工学を組み込んだエコエンジニア

リング等を活用し，開発途上国も視野に入れつつ，窒

素，リン除去・回収型高度処理浄化槽，消毒等維持管理

システムの開発，浄化システム管理技術の簡易容易化手

法の開発，開発途上国の国情に適した浄化システム技術

の開発，バイオ・エコエンジニアリングと物理化学処理

を組み合わせた技術システムの開発，地域特性に応じた

環境改善システムの最適整備手法の開発を行う。
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２�１　循環型社会への転換策の支援のための評価手法開

発と基盤システム整備に関する研究

２�１�１　産業連関表と連動したマテリアルフロー分析手

法の確立

（１）目的

　循環型社会への転換に向けたさまざまな検討を行うた

めの基盤として，資源，製品，廃棄物などのものの流れ

に関する統計情報の体系化とその分析手法の開発が急務

である。とくに，経済・社会の活動と，廃棄物との関わ

りを分析する上では，廃棄物統計と経済統計とを一貫し

た枠組みの中で分析できるような基盤を整える必要があ

る。そこで本研究では，産業連関分析の手法とマテリア

ルフロー分析の手法とを組み合わせた分析の枠組みを開

発し，廃棄物統計をはじめとする関連情報をこの枠組み

のもとに体系的に整備するとともに，生産・消費構造と

廃棄物発生とのかかわりに関する実証分析や，循環型社

会形成の進捗の度合いを計測するための指標開発などの

応用研究を行うことによって，循環型社会への転換に係

る諸施策の立案・実施・達状況評価を支援することを目

指す。

（２）方法，結果および考察

　本研究では，従来，資源・エネルギー消費や����排出

といった分野で応用されてきた産業連関分析およびマテ

リアルフロー分析の手法を活かしながら，経済活動のい

わゆる静脈部門におけるものの流れを，産業連関表を介

して経済統計と整合のとれた枠組みの中でとらえるため

の手法開発とデータ整備を行う。このため，１３～１４年

度においては，主に以下の３つの課題に取り組んだ。以

下，これらの課題ごとに，その方法，結果および考察を

記す。

・循環資源を取り入れた物量投入産出表の枠組みとデー

タベース構築

・産業連関表と廃棄物統計との結合による廃棄物発生構

造の分析

・マテリアルフローに基づく循環の指標の開発

�

　１）循環資源を取り入れた物量投入産出表の枠組みと

データベース構築

　①物量投入産出表の概念

　物量投入産出表（物量産業連関表）（��������	
��
��

����������	
��（����））は，経済活動部門間の財の取引

を，物量単位で記述したものであり，ドイツ，デンマー

ク等では既に国家の統計部門により作成されているもの

である。通常の経済主体だけでなく，「資源の供給者

（������）としての自然環境」と「排出物の受容者

（����）としての自然環境」を「部門」に含めることに

より，資源・廃棄物問題に関わる一連のマテリアルフ

ローを記述することができる。多次元投入産出表

（���������	
��
����������
��������
��������������

������）の枠組みを本研究に先立ち提案し，数表の試作

を行ってきたが，これまでの試作では，廃棄物・リサイ

クル問題への展開を視野に入れつつも，資源として投入

された物質がどのような産業を経てどのような消費財・

資本財に変化していくのか，その過程でどのような副次

的な物質の発生や環境への負荷の発生があるかを記述す

ること，すなわち動脈部門と環境とのかかわりの記述に

主眼をおいていた。そこで，本研究では，この廃棄物や

その他の副生物（これらのうち有用なものが循環基本法

の定義による循環資源）のマテリアルフローを，

������に取り入れるための拡張を行った。

　②循環資源フロー表の設計

　ある生産活動から発生した副生物は，中間処理を経た

後に（あるいは直接的に），再利用（あるいは再使用）

するために生産活動に戻されるか，焼却などの中間処理

により����や水あるいはその他ガスに変換されて環境中

に放出されるか，あるいは，処分場で処分される。循環

資源フロー表では，このような副生物のフローを記述の

対象とし，その間に物質の変化があればそれも表現し

た。ただし，中間処理については，処理されるもののフ

ローの記述に主眼をおき，処理に要する投入物や，これ

に起因する副生物の発生や環境への負荷については，

データの入手可能性の限界から次の段階の課題とした。

なお，動脈部門における生産活動間の主産物の取引は，

������において既に詳細な記述の対象としているた

め，ここでは除外した。

２　研究の成果
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　フローの記述は必ず生産活動から開始され，中間処理

において全量がガスや水に変化して環境中に放出される

ような特殊な例を除いては，最後は生産活動（再利用・

再使用の場合），最終処分場（最終処分の場合）のいず

れかで終了する。したがって，通常１つの副生物のフ

ローは複数のレコードの集まりで表現される。勘定表の

実体は汎用のデータベースソフトウエア（���������	

������）に格納し，これと連動する�����に備わってい

るピボットテーブル機能を活用して，柔軟性に富んだ形

式の表として表示することができる。

　③循環資源フローに関するデータ

　循環資源の量を把握する上では，少なくとも２つの異

なる方法がある。第一は，経済活動に投入される全ての

物質量をまず把握し，その使途を追跡して，循環資源に

該当しないものを差し引く，トップダウンによる方法で

ある。第二は，循環基本法の「廃棄物等」の定義に従っ

て，これに該当するものを「積み上げる」，ボトムアッ

プによる方法である。本研究では，これら２つの方法を

併用している。すなわち，トップダウン法については，

������の試作過程において，資源の使途を追跡しな

がら，ある部門の投入と産出の物的バランスから，副生

物の量を推計している。ボトムアップ法に用いるべき統

計・調査は多岐にわたるが，本研究では，産業廃棄物の

発生量・処理量に関する統計調査をもとにしたデータ構

築を進めている。このデータは１９９５年および２０００年の

２時点を対象とし，次項の廃棄物発生構造の分析におい

ても用いている。推計方法の概略を以下に示す。

　まず，産業廃棄物統計の基礎データにあたる都道府県

ごとの産業廃棄物統計調査データをもとに，産業連関表

の部門との対応を考慮して業種小分類（約２３０業種）

別，廃棄物種類（約７０種類）別の産業廃棄物発生量を

推計した。次に，産業廃棄物の発生から各種処理方法を

経て処分にいたるまでの経路について，発生業種別，廃

棄物種類別に整理し，これをもとに，発生業種ごとに処

理方法別の処理量の推計を行った。なお，資源化につい

ては，用途等の情報をもとにした投入先業種別の資源化

量の推計可能性について検討を行った。最後に，推計を

行った業種分類と産業連関表の部門分類との対照表を用

いて，業種別の推計結果を産業連関表の部門別の推計と

して再集計した。

�

　２）産業連関表と廃棄物統計との結合による廃棄物発

生構造の分析

　①ねらい

　各産業の生産活動は，本来の目的である生産物に加

え，結合生産物として直接的に廃棄物を排出し，さら

に，その生産活動に必要なエネルギーや原材料の購入を

通して間接的に廃棄物を排出させている。本研究の主な

目的は，こうした廃棄物の発生構造を，需要の側から分

析すること，すなわち，どのような消費財，資本財の生

産活動が産業廃棄物発生量および産業廃棄物最終処分量

に直接・間接的に影響を与えているのかを定量的に明ら

かにすることである。

　②方法および用いたデータ

　本研究では，経済循環の構造を数量的に解明すること

のできる���（��������	�
����
��������
��）産業連関

分析を応用し，廃棄物分析の枠組みにまで拡張してい

る。モデル式の詳細は略すが，内包エネルギー分析・内

包����排出量分析と同様に，最終需要に対して発生する

直接・間接の生産額を求め，これに，各部門の生産額あ

たりの産業廃棄物発生量，処理処分量を乗じることで，

最終需要が誘発する廃棄物発生量，処理処分量を計算し

た。本モデルに適用した主なデータとして，１９９５年産

業連関表基本表，�表，屑・副産物発生投入表，輸入表

および上記　２．１．１項の（２）．１）で構築した部門別産業

廃棄物データが挙げられる。

　③結果と考察

　まず，国内最終需要各項目が産業廃棄物発生量に与え

た影響を見てみると，家計消費支出が３２．０％と最も大

きく，次いで，国内総固定資本形成（民間），国内総固

定資本形成（公的），政府消費支出，輸出の順となって

いる（図１）。

　環境省資料によると，一般廃棄物のうち，事業系のも

のを除いた，家庭による直接的な「廃棄」行為によって

排出される一般廃棄物量は約３５００万トン�年であること

から，家庭による財・サービスの「消費」行為によって

直接・間接的に誘発する産業廃棄物の発生量はその約３

倍（約１億トン�年）にのぼることが分かる。家計消費

支出項目との関係でみると，主な内訳は，水道・下水道

を利用することによる汚泥（約４３％），卸売・小売サー

ビスの提供に必要な紙の生産による汚泥（主に製紙汚

泥，約２０％）などとなっている。一方，公的資本財

（道路建設などいわゆる公共事業），民間資本財（工場，
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事務所など）の建設行為による産業廃棄物発生量が全体

の約４５％と大きな割合を占めている。

　一方，環境省資料では，事業系を含む一般廃棄物約

５，０００万トンの総排出量に対する最終処分量は約１，３６０

万トンとされているが，この量と，家庭の消費行為に

よって誘発する最終処分量は同程度であった。発生量で

は前者と後者の間に約２倍の違いがあるにもかかわらず，

最終処分量ではほぼ同程度になっているのは，誘発され

る廃棄物に占める汚泥の割合が高く，中間処理による減

量化量が大きいことなどが寄与していると考えられる。

　図２は，横軸に各商品の家計消費支出額（百万円）

を，縦軸に各商品の単位消費支出百万円当たりの産業廃

棄物最終処分量（��）をとったものであり，当該商品に

関する横幅に縦幅を掛けた面積が当該商品を消費した結

果誘発した最終処分量を表している。縦長の長方形にな

る場合は，家計消費の絶対的なボリュームよりもその消

費財を生産するための生産技術構造に大きく依存してお

り，横長の場合はその逆である。対応の方向性も，生産

者の技術的対応の側に求めるのか，消費者の消費スタイ

ルの側に求めるのか，大きく違ってくる。この観点から

見ると，水道，パルプ・紙，電力などの消費財について

は技術改良による一層の廃棄物削減努力が求められる一

方，商業は後者の典型であり，需要額の絶対量が大きい

がゆえに寄与が大きい結果となっている。容器・包装の

簡素化は，それ自身の廃棄量の軽減に加え，生産段階で

の廃棄物発生の抑制という点でも効果が大きいことが示

唆される。

　家庭の消費行為とともに，産業廃棄物発生量，最終処

分量の主要な牽引力としてあげるべき最終需要項目は，

国内総固定資本形成（公的），国内総固定資本形成（民

間）である。これは，民間と政府の建築・土木工事に関

係するものであり，これら２項目で最終処分量全体の約

図�１　最終需要別の産業廃棄物発生量・最終処分量への寄与

図�２　家計消費支出によって誘発する産業廃棄物最終処分量の鳥瞰図
　　　（注：原単位が大きく消費支出額の小さい４部門を非表示としている）
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６４％を占めている。その構造をみると，土木工事関係

と比べて建築工事関係（住宅建築・非住宅建築）は最終

処分原単位が全体的に低い。すなわち，同額の追加的な

投資に対し，土木部門の方が建築部門よりも廃棄物最終

処分量が大きくなる。

　④産業連関分析の理論面における検討

　なお，上記の分析に先立ち，産業連関表における廃棄

物の記述についての理論面での検討を行った。これは，

効果的な廃棄物管理政策を検討する上では，廃棄物を含

めた結合生産財市場について議論すること，すなわち市

場的な（正の価格を持つ）結合生産物（グッズ）だけで

なく，非市場的な（負の価格を持つ）結合生産物（バッ

ズ）についても国民経済計算体系（���）に入れること

が重要であると考えたためである。こうした認識に基づ

いて，����������	
�������
と名づけた乗数を導き，これ

を用いれば，財・サービスの国内総生産量が，内生的な

廃棄物発生構造と廃棄物投入構造，外生的な最終処分量

で決定されることを示した。その実証面での研究への応

用は今後の課題である。

　３）マテリアルフローに基づく循環の指標の開発

　①背景

　物質循環を促進するにあたっては，まず，その実態を

把握することが不可欠である。その際に問題となるの

は，物質循環にどのような形態があり，それぞれの形態

における物質循環の量をどのようにとらえるかというこ

とである。現時点では，把握対象となる物質循環に一貫

した定義がなく，異なる形態の物質循環が区別されてい

ないことから，形態と量のとらえ方の関係を整理する必

要がある。また，これまでに行われた実態把握の多く

は，廃棄物の発生を出発点としたものであるが，物質循

環の目的の一つが天然資源の消費抑制であるならば，人

間社会への資源の投入を出発点とした資源フロー全体の

中で，物質循環がとらえられるべきであろう。一方，物

質循環を促進するためには，その目安となる指標を設定

し，施策の効果を客観的に把握できるようにする必要が

ある。現存する様々なリサイクル率もそうした指標のひ

とつであるが，対象とする物質循環の形態，断面の違い

によって，その計算根拠は実に様々である。したがっ

て，前述した物質循環の量の把握と合わせて，適切な指

標を検討する必要がある。そこで本研究は，資源の上流

から下流への流れ（マテリアルフロー）をもれなくとら

えることを意識しながら，とらえるべき物質循環の形態

を分類した上で，それぞれの形態の特徴を検討し，それ

をもとに物質循環の指標について提案を行った。

　②物質循環の形態の分類

　物質循環の形態は，物質循環の対象となる物質の種類

（「同工程副産物」「他工程副産物」「使用済み製品」の３

種類）とその利用方法（「再使用」「物質再生利用」「熱

再生利用」の３種類）から，表１の組み合わせが考えら

れる。このうち，副産物それ自身で製品としての利用価

値をもつものは副産物ではない（製品である）ため，副

産物の再使用に相当する物質循環はない。また，熱再生

利用できる副産物は熱利用の工程からは発生しないた

め，同工程副産物の熱再生利用に相当する物質循環もな

い。したがって，全部で６つの物質循環の形態があると

言える。資源の上流から下流への流れ（マテリアルフ

ロー）をもれなくとらえることを意識すると，通常，廃

棄物の観点からはとらえられない黒液の燃料としての利

用なども，物質循環のひとつととらえられる。

　③物質循環の形態ごとの特徴

　�～�のそれぞれの物質循環の形態について，対象と

なる物質循環の量がどのように計測されるのか，どのよ

うにして天然資源の消費を抑制し，環境への負荷を低減

するのか，という２つの視点（物質循環の量の計測方法

の視点，物質循環の意味の視点）から，その特徴を検討

した。その詳細はここでは略するが，物質循環の量を計

測するという視点からも，天然資源の消費抑制と環境負

荷の低減にどのように貢献するのかという視点からも，

６つの物質循環の形態は３つに集約される。それらは，

使用済み製品の再使用，副産物の再生利用，使用済み製

品の再生利用である。この３つの物質循環の形態は，そ

れぞれに意味が異なることから，物質循環の量を把握す

るにおいても，物質循環の指標を設定するにおいても

表�１　物質循環の形態の分類
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別々に取り扱うのが適切である。

　④物質循環の６つの指標の提案

　前述した物質循環の３つの形態ごとに，その量を計測

する上での特徴を踏まえた指標について検討し，これに

物質循環の目的に関する指標を加えて物質循環の６つの

指標を提案する。１）使用済み製品の再使用に関する指

標：「物質利用時間」，２）副産物の再生利用に関する指

標：「物質利用効率」，３）使用済み製品の再生利用に関

する指標：「使用済み製品再資源化率」および「使用済

み製品再生利用率」，４）物質循環の目的に関する指標：

「直接物質投入量」および「国内排出物量」。以上の６つ

の指標をまとめたものが図３である。図からも分かるよ

うに，本研究が提案する６つの指標は物質のライフサイ

クルの要所要所をとらえたものとなっている。

　⑤循環基本計画の数値目標との関係

　循環型社会形成推進基本法における循環基本計画の策

定にあたっては，これらの指標をベースに数値目標設定

の検討を行った。社会における物質循環の実態は，これ

らの指標を用いて表現することが適切であるものの，統

計情報の有無，分かりやすさ，他の法規との関係等か

ら，最終的には，入口，循環，出口の３つの断面におい

て，次の指標を採用することとなった。それらは，

���／直接物質投入量，再使用・再生利用量／（直接

物質投入量＋再使用・再生利用量），最終処分量である。

今後，本稿で提案するような指標を算出できるような情

報を研究レベルで蓄積し，統計情報として整備していく

ことが求められる。

　さらに，これらの指標は，国レベルでの資源を対象と

した指標となっているが，今後，地域レベルや産業レベ

ルでの物質循環を計測できるような指標の開発を行う計

画である。

（３）まとめ

　本研究では，マテリアルフロー分析，産業連関分析を

軸として，国全体のマクロなものの流れに関する情報を

経済活動部門ごとにとらえる勘定の枠組みを構築すると

ともに，産業廃棄物の業種別・種類別処理処分量に関す

るデータ整備を行った。これによって，エネルギー消費

や����排出に関する先行研究と同様に，廃棄物の発生・

処理・処分量について，生産・消費構造との関連におけ

る包括的な分析を行うための情報基盤が整備された。ま

た，廃棄物の処理・処分過程における詳細なマテリアル

フローについても，マテリアルバランスを重視した枠組

みの中でとらえることが可能となりつつある。これら静

脈部門のデータを，国全体のマクロな資源フローに関す

るデータとマスバランスを整合させつつ結合することが

目下の課題である。一方，これらマテリアルフローに着

目した「循環の指標」については，あるべき指標の枠組

みを提案するとともに，平成１５年３月に閣議決定され

た「循環型社会形成推進基本計画」に盛り込まれたマテ

リアルフローに着目した数値目標の策定を支援した。今

後は，地域レベルへの適用などへ拡張することを検討す

る。

２�１�２　ライフサイクル的視点を考慮した資源循環促進

策の評価

　（１）目的

　本研究は，さまざまな資源循環促進策，すなわち政

図�３　物質循環の６つの指標
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府，企業，市民など各々の立場からどのような行動に取

り組めば，環境への負荷の低減にどれだけ貢献できるの

かを明らかにすることを目指す。リサイクルは本当に環

境によいのかといった疑問がある中，資源の採取から製

品の生産，流通，使用，その廃棄にいたるまでの一連の

過程を総合的にとらえて環境への影響を評価するライフ

サイクルアセスメント（���）の手法を用いることによ

り，真に効果的な循環の技術や仕組みを明らかにするこ

とを目的とする。また，資源循環に関わる各主体の意識

や行動の把握や分析によって，政策の立案・実施の支援

のための基礎的情報を得る。

（２）方法

　本研究では，いわゆる３�をはじめとする資源循環促

進策について，�）���をはじめとする評価手法面の研

究とプラスチックのリサイクル技術など具体的な対象に

ついての���の事例研究，�）個別リサイクル法など実

社会における資源循環促進策についての環境面以外を含

めた多面的な評価，の２分野について研究を展開してき

た。

　まず，リサイクル技術をはじめとする資源循環促進策

の効果の評価に���手法を適用するため，廃棄物・リ

サイクル分野における���の事例研究についてレ

ビューを行い，インベントリ分析およびインパクト評価

の手法における廃棄物・リサイクルに特有の課題につい

て整理した。一方，���手法を実際に適用して評価す

る事例研究の対象として，プラスチック廃棄物，とくに

容器包装リサイクル法の「その他プラスチック」を選定

し，現地調査を含むリサイクル技術の調査，データ収集

を行った。また，地方自治体の廃棄物処理行政の支援を

用途として想定した���ソフトウェアの開発，機能改

良を進めた。

　一方，本研究と関連して廃棄物科学研究費（競争的資

金）の補助を得て実施した研究において，耐久消費財の

保有・廃棄行動解析，乗用車の長期使用が環境と経済に

及ぼす影響の分析，家電リサイクル法の施行前後におけ

るリサイクル動向の把握，自動車部品の再使用の実態調

査，住宅の長寿命化に関する意識調査などを実施した。

さらに，資源循環の国際的側面に関する研究として，ア

ジアの近隣諸国との間での国際的なリサイクルの状況把

握，他の先進国におけるリサイクル関連法制度の分析を

行った。

（３）成果および考察

　１）廃棄物処理・リサイクルのための���手法の検

討と事例研究

　まず，���における廃棄物処理・処分およびリサイ

クルに伴う環境影響の評価手法に関して，国際論文誌に

掲載された論文のレビューを行い，評価対象とする財，

環境負荷および環境影響について整理した。大気汚染物

質などに関する環境影響の地域依存性を検討した事例

や，環境アセスメントの手法などを参考に検討した結

果，廃棄物管理・リサイクルシステムの埋立処分場の立

地を山間部，平地，沿岸部と区分して，立地区分ごとに

影響係数を推定するのが妥当と考えられた。一方，国内

学会関連の雑誌・講演論文集に掲載された同分野の研究

事例について，「廃棄物学会リサイクルシステム・技術

研究部会リサイクル技術・システムの評価に関する

��」の活動と協調しながら，レビューを行った。その

目的は，リサイクル技術・システムの���研究事例を

横断的に比較し，結果に及ぼす影響が大きい設定条件を

抽出すること，設定条件の明示基準を提案することに

あった。容器包装プラスチックの中でも，リサイクルに

関する評価事例の多い���ボトル（１２事例）に関して，

事例ごとの評価結果の比較を行ったところ，マテリアル

リサイクルに関して結果のばらつきが大きいことが分

かった。これはカスケードリサイクルにおける配分（ア

ロケーション）手法や各種設定条件の差異が影響してい

る可能性がある。また，以下のような課題が抽出され

た。「リサイクル技術」の評価，「リサイクルシステム」

の評価，など目的によってシステム境界が変化すること

に注意しなければならない。「技術」を評価する場合，

工場施設ごとにプロセスに差異があることに注意しなけ

ればならない。「システム」を評価対象とする場合，導

入を想定している地域を明確にして輸送距離やプラス

チック組成の代表値を示さなければならない。

　以上のような点を考慮し，プラスチックリサイクル技

術への���適用のための予備的検討を行った。プラス

チックごみのリサイクルは，社会的関心が高く，また熱

回収（いわゆるサーマルリサイクル）も含めた多様な代

替案について，リサイクルによってかえって環境負荷が

増えることがないかどうかという点にも関心がもたれて

いる。���については既に多くの研究が行われている

ことを考慮し，これ以外のものを対象とした。すなわ

ち，リサイクル技術としては，容器包装リサイクル法に
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おいて認められている，マテリアルリサイクル，コーク

ス炉化学原料化，高炉還元剤化，ガス化，油化を対象と

した。

　このうち，コークス炉化学原料化，ガス化（２方式），

油化の各方式について，プラントの実地調査を行うとと

もに，各方式について事業者・事業団体からのヒアリン

グ等により，技術情報を得てこれを整理した。また，高

炉還元剤化については，関連業界の技術者からのヒアリ

ングによる情報収集を行った。さらに，関連する技術と

して，セメント原燃料化（２施設）についても，現地調

査ならびに担当技術者からのヒアリングを行うととも

に，技術情報の収集を行った。また，これらの技術を効

率的に運用する上での法制度上の課題についても情報収

集した。これらの技術の調査においては，容器包装プラ

スチックに主眼をおきつつも，建設混合廃棄物，シュ

レッダーダストなど，プラスチックを含むその他の廃棄

物の受入可能性についても調査した。これらを要約した

結果を表２に示す。

　また，これらの技術について，プラントを保有・運営

する事業者や関連団体などによってこれまでに行われた

���（インベントリ分析）結果を収集するとともに，追

加的なデータの収集可能性を調査し，技術間の相互比較

の可能性について検討した。現状では，比較を行う際に

揃えるべきシステム境界や，プラスチックごみのリサイ

クルによって，どのような原材料・製品・サービスがど

れだけ代替されるかの設定の方法に不一致な点が多く，

結果を比較しながら解釈する際には十分な注意が必要で

ある。特に，これらの技術から得られるガスや油などの

再生原料は，直接に比較しうる同等の性状の原料がない

場合も多く，用途をさらに追跡して，既存の製品と比較

できるところまで評価範囲の拡張を行う必要がある�

（図４）に示す合成ガスによる発電など）。また，これら

の技術に���を適用する際には，「配分（アロケーショ

ン）」の考慮が重要である。とくに，セメント産業や鉄

鋼産業などの既存プロセスと結合したり既存プロセスに

内部化されているリサイクルシステムでは，プラスチッ

クごみのリサイクルというサービスの生産と，本来の製

品の生産との間での「配分」問題を生じること，さら

に，本来の生産においても，複数の製品・副製品を生産

しており，ここでも「配分」が避けられず，この配分の

考え方次第で，結果が大きく異なる可能性がある。この

点が今後研究を進める上での重要な課題である。図４は

調査対象とした主なリサイクル技術と製鉄などの既存プ

ロセスとの関係を示したものである。この図で「油化」

は既存プロセスから独立しているのに対し，「ガス化

（ガス化改質）」は酸素の投入や発生したガスの利用にお

いて，既存プロセスと結合されている。さらに，「コー

クス炉化学原料化」，「高炉還元剤化」は既存プロセスに

内部化されている。リサイクルによるエネルギー収支の

変化は転炉や圧延以降のプロセスを含めた製鉄システム

全体のエネルギー収支まで影響するため，ここまでの変

化を考慮する必要がある。このように，「配分」の操作

を行う前にリサイクルで物質収支が変化するプロセスを

可能な限り把握することが重要である。

　一方，地方自治体の行政の支援を用途として想定し，

一般廃棄物処理に関する���ソフトウエアの改良を

行った。ごみ処理の広域化や各種リサイクル法の施行に

伴い，自治体におけるごみ処理計画の内容や住民の意識

が，単なるごみ処理という観点からリサイクルや環境配

慮の重視，計画段階からの積極的な住民関与などへと変

表�２　リサイクル技術別の受入れ可能な廃プラスチックの調査結果

備　考

シ ュ レ ッ
ダーダスト

家電，自動車
等の大物部材農業廃プラ建設廃プラ製造業等における工程くず，

調達資材の容器包装等容器包装プラ発生源に基づく分類

＊一部，難
燃剤を含む

主として塩
ビ

建設混合廃
棄物塩ビ管塩ビ系非塩ビ系分別基準適

合物組成に基づく分類

含有塩素による高炉設備の酸腐食が懸念。？◎？×？××◎◎高炉還元剤化

現有の前処理プロセスは容器包装に最適化。？？×△××△◎コークス炉化学原料化

プラ以外にも紙くず，汚泥，木くずなどを投入。○△○◎○○◎◎ガス化（ガス化改質）

塩ビ系や熱硬化性樹脂も含めた一括処理が可能。有機性廃棄
物，不燃物（サイズの制約あり）も受入可能。○△○○○○○◎ガス化（加圧二段ガス化）

��，��，��のいわゆる「油化適正３樹脂」のみを限定的に
受け入れることが理想。熱硬化性樹脂は受入不可。塩ビは投
入重量比で５０％が限界。

×

△
難燃剤の投
入可否は未
確認　　　

○○○○◎◎油化

廃プラスチックに混入している塩ビについては，マテリアル
リサイクルの際の障害となる場合もある。？◎◎？◎◎◎◎マテリアルリサイクル

セメントの品質および製造プロセスに悪影響を与えるので，
ハロゲンを含む樹脂の受入は不可。熱可塑性樹脂が対象。？

◎農ポリ◎
農ビ　△◎△△◎△セメント原燃料化

難燃剤×

プラスチック類の種類（��，��，��，���，���等）によ
らず，全て受入可能。熱硬化性樹脂の混入は望ましくない。要確認◎◎���化

△：前処理等の技術開発や事業性等の条件が整えば受入可能である
×：受入不可能
？：判断が困難（現状では△～×）

◎：現在受け入れている
○：現在受け入れていないが，現有設備において受入可能である
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化しつつある。このため，適切な計画策定ができるよう

に，ごみ処理に係わる環境負荷やコストを分析し，計画

の策定を支援するソフトウェアが求められている。開発

したソフトウェアには，収集・運搬，中間処理，最終処

分の各段階に関するコスト・環境負荷の予測式が内蔵さ

れており，利用者は「地域データ」（人口，世帯数，面

積），「ごみ組成・分別区分」，「中間処理施設・最終処分

場の種類と諸元」（処理方式，発電の有無，排ガス・水

処理の方式，等）といった計画値を入力することで，対

応するコスト・環境負荷を定量的に評価することが可能

である。評価項目は，コスト（建設・運転），エネル

ギー消費量および����排出量の３項目とした。利用者

は，焼却，灰溶融，ガス化溶融，粗大ごみ処理，資源選

別，���化，堆肥化，バイオガス化等の処理技術を任

意に組み合わせた複数の処理シナリオをソフトウェアに

登録することによって，各シナリオのコスト・エネル

ギー消費・����排出量を比較検討することが可能であ

る。また，個別評価指標の重み付け手法として���法

を組み込んであるので，各種処理シナリオの総合評価も

可能である。特に一般廃棄物の収集・運搬過程に焦点を

当て，各種の分別収集の実施に伴うコスト・環境負荷に

関する基礎データ収集・モデル化を実施し，支援ソフト

ウェアを改善した。

　２）個別リサイクル法などの影響の分析と評価

　①自動車・家電等の耐久消費財のリサイクル動向に関

する分析

　廃棄物科学研究費（競争的資金）「耐久財起源の循環

資源の適正管理に関する研究」の支援により，自動車，

家電製品，パソコンなどの耐久消費財に着目した研究を

進めた。

　まず，自動車・家電等の廃棄行動・長期使用行動等に

及ぼす要因を解析した結果，車の廃棄・買替行動には車

の変更意思とともに車検時期が大きな要因であることが

分かった。一方，家電等では故障が廃棄行動の主な要因

であり，加えて「置き場所があれば，まだ使えれば捨て

ない」という行動様式を確認できた。上記の結果を踏ま

図�４　廃プラスチックの主要リサイクル技術のシステム境界と既存プロセスとの関係

※廃プラスチックを投入すると，COG（コークス炉ガス）やBFG（高炉ガス）の生成量が変化し，コーク
ス炉，高炉，転炉へ供給する以外の自家発電等に利用するエネルギーが変化する。さらに自家発電の電力
は製鉄システム全体で利用され，余剰分あるいは不足分の電力は外部との間で売買される。ゆえに，リサ
イクルが影響を及ぼすシステム境界は製鉄システム全体と外部の発電システムまで拡張する必要がある。
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え，廃棄モデルと産業連関モデルを組み合わせて乗用車

の長期使用がもたらす環境と経済への影響を分析し，５

年間の期間を経て０～２年の長期使用が達成された場合

における国内総生産，雇用者所得，エネルギー必要量，

廃棄物処分量の変化量を定量的に求めることができた。

また，修理・リユース行動へ導いて廃棄行動を減らすこ

とが考えられるが，家電等について，これらの行動意識

は必ずしも高くないだけでなく，意識の高い人でもこれ

らの行動を断念せざるを得ない状況が確認できた。加え

て，家電等のリユースが必ずしも使用年数を長くさせて

おらず，望まれる効果が得られない場合があることが示

唆された。

　自動車のマテリアルフロー調査では，部品・素材ごと

の物質含有量やそのリサイクル・処理過程の関連情報を

調査し，車の素材別に出荷，廃棄発生，解体・リサイク

ル，処理・処分の各フロー量を概算した。また，自動車

解体業者へのヒアリング調査ならびに既存アンケート調

査結果・文献情報を整理して，解体業に係る物質フロー

量を推算し，自動車部品再使用の実態を把握した。ま

た，家電のマテリアルフロー調査では，家電リサイクル

法施行前後における再商品化量，不法投棄量，海外輸出

等のフロー情報を整理し，家電リサイクル法施行直前に

おける冷蔵庫の駆け込み廃棄が主に使用年数が長い製品

の廃棄による影響であること，リサイクル費用徴収に

よって廃冷蔵庫の発生抑制がすすむ可能性が短期的には

認められなかったことを示した。

　②資源循環の国際的側面に関する研究

　近年，アジアの近隣諸国などに再生資源が輸出され，

海外でリサイクルが行われるケースが多くなっており，

これらの環境面での影響や，国内の法制度との関連につ

いて，検討が必要と考えられる。こうした問題について

は，耐久消費財関連の研究やプラスチックリサイクルの

研究において，予備的検討を行っていたが，平成１４年

度には廃棄物科学研究費（競争的資金）を獲得し，「ア

ジア地域における資源循環・廃棄の構造解析」に着手し

た。その一環として，２００２年１１月に，国立環境研究所

において「持続可能な資源循環に関する国際シンポジウ

ム」を開催し，中国，インド，インドネシア，フィリピ

ン等７ヵ国９名の専門家を招へいして，各国の廃棄物管

理の状況に関する情報収集，今後の研究協力の可能性の

検討を行った。

　日本からの今後の再生資源輸出動向把握やアジア諸国

との資源循環・廃棄物管理制度の連携を考えると，アジ

ア各国の廃棄物管理状況に関する知見が重要であるが，

上記シンポジウムなどを通じて，以下のような情報が得

られた。すなわち，廃棄物の発生抑制やリサイクルに向

けた各国のアプローチは多様であること，廃棄物統計が

十分に整備されている国は少ないこと，電気・電子廃棄

物（�������）や使用済み自動車（����������	��
	��

�������）については現時点では問題の顕在化が特定の

国に限られていること，などである。また，多くの国で

は都市ごみから資源回収を行う際のインフォーマルセク

タへの依存度は高く，回収量の把握が困難であるととも

に，経済発展後の資源回収体制の整備も課題となると考

えられた。

　国際的なリサイクルの量的側面としては，日本からの

再生資源輸出が１９９０年代後半から著しく伸びているこ

とが挙げられる。鉄・非鉄の金属くず，古紙，プラス

チックくずの輸出総量は２００２年において９００万トンに

達し，重量でみた輸出総量の１割近くを占めるにいたっ

ている。この輸出先の大半が中国であることから，中国

における現地調査を実施し，主に容器包装材由来のプラ

スチックリサイクルの現状把握を試みた。その結果，中

国国内の盛んな需要を背景として，日本や欧州からの容

器包装プラスチックが多量に輸入され，零細業者によっ

て繊維材料化（一部は再生繊維製品が日本へ再輸出）さ

れている現状を確認した。また，質的側面としては，上

記シンポジウムで�������に関する指摘が注目された。

中国の零細業者においては，被覆電線などの野焼き，ブ

ラウン管の粉砕と放置，チップの酸処理と廃液の垂れ流

し，などである。

　日本のリサイクル法制は国内での循環を前提として検

討されてきた経緯もあり，このような国際的なリサイク

ルの動きに対する対応が現在求められている。その際の

課題を検討し，動脈側プロセスと静脈側プロセスとの情

報交流確保，再生資源輸出フローの把握の向上，輸出先

での需要変化予測に加えて，リサイクル海外依存の道義

面なども挙げた。

　一方，資源循環についての他の先進国との比較とし

て，建設廃棄物の発生に関する日欧比較，自動車のリサ

イクル法制度に関するドイツの状況について，情報収集

を行った結果をまとめた。建設廃棄物については，欧州

との比較を通じて，日本でも長期使用による発生抑制と

ともに，新築，改築，解体に分類した精度の高い把握が
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必要であることが示された。自動車リサイクルについて

は，��指令に基づくドイツ国内法の制定経緯と内容を

精査することによって，引取方法にかかる生産者責任と

費用負担のあり方，各種登録・回収システムの連携によ

る���のフロー把握を日本の課題に挙げた。

（４）まとめ

　廃棄物処理・リサイクル技術の環境負荷低減効果の評

価への���の適用について，既往の研究のレビューに

基づいて手法上・データ収集上の課題を整理するととも

に，廃プラスチック，とくに容器包装プラスチックのリ

サイクル技術への���の適用のため，代表的な技術に

ついて，文献資料による調査に加え，ヒアリング・現地

調査を行った。リサイクルによる効果を技術間で比較す

るためには，評価対象とするシステム境界の拡張・統一

に十分な注意を要するため，現時点では���結果とし

てとりまとめるにいたっていないが，収集した情報をも

とに解析を進め，容器包装リサイクル法などの法制度の

運用，見直しなどに活用可能な情報を提供することが課

題である。一方，資源循環の促進のための各種施策に関

する研究については，家電製品，自動車，建築物など，

主要な耐久財を対象とした研究を実施しており，これま

で実施した現状把握をもとに，より適正な管理のための

政策提言につなげていくことが課題である。

　すなわち，���の手法開発，実証データ収集によっ

て，資源循環の促進による所期の効果の客観的・定量的

評価を進めるとともに，個別リサイクル法の施行による

影響の把握や，国際的なリサイクルの進展に伴う諸問題

についての情報収集を引き続き行うことにより，資源循

環促進施策の多面的な評価につなげていく計画である。

また，マテリアルフロー分析や産業連関分析（２．１．１項）

との連携により，個別の資源循環促進策の環境面，経済

面でのマクロな影響の分析にもつなげていくことも検討

する。

２�１�３　循環システムの地域適合性診断手法の構築

（１）目的

　地域の産業基盤，物質・エネルギー需給，循環資源・

廃棄物に係る施設立地等に関する情報を，地理情報シス

テム等の情報技術を活用して統合的に分析する手法を開

発する。これを用いて，地域に適合した資源循環システ

ムの高度化を図るための統合型地域循環診断システムを

関係主体と協力して開発する。

（２）方法

　事例対象地域として埼玉県を，産業廃棄物の品目とし

て主にコンクリート塊（がれき類）を，循環資源の需要

先として建築・土木工事への建材（再生骨材）利用を取

り上げ，以下の情報の収集と整理を行った。

　１）建築への骨材利用について，生コンクリートなら

びに骨材等の主な物流経路，埼玉県内外における産地の

位置と個別建築現場におけるこれら資材の調達先を，資

材業者や建設発注業者へのヒアリングとアンケート等に

より調査した。さらに，「建設着工統計」（国土交通省資

料）等を用いて，埼玉県内各市町村におけるセメント，

生コンクリート，骨材，再生骨材の需要量分布を推計し

た。

　２）埼玉県環境防災部と共同で，産業廃棄物運搬・処

分業者による処理実績報告（平成１２年度）の原票（約

２０万件）を電子化し，排出事業所ならびに処理業者の

住所データを位置座標に変換してレコードに付け加え，

産業廃棄物物流データベースを構築した。これを用い

て，埼玉県内におけるコンクリート塊と再生骨材の需給

分布について地理情報システム（���）上で解析した。

　３）���で得られる市町村間の距離と，各市町村の産

業廃棄物中間処理能力データを用いて，木くずの発生地

点から中間処理／再生施設／最終処分場までの移動範囲

を予測する物流モデルを構築し，廃棄物物流データベー

スから得られた実際の移動範囲との比較を行った。

　４）文献等を調査し，対象物と単位操作に着目して，

廃棄物・循環資源に対する選別技術データベースを構築

した。さらに，コンクリート塊（がれき類）について，

中間処理と再生業者へのヒアリング等により，供給側と

需要側の品質上の適合性を検討した。

　また，地域レベル循環系を解析するための，ライフサ

イクルアセスメント，マテリアルフロー解析，ならびに

産業連関分析の手法的枠組みについて検討した。

（３）結果および考察

　１）埼玉県における骨材等の流通形態の把握

　まず，廃棄物（がれき類）に近いモノの流れとして，

埼玉県内における骨材等の流通形態を概観した。

　骨材・砕石は自然産品であり，輸送費が価格に占める

割合が大きい。一般に流通には金銭の取引（契約）関係
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を表す商流と商品の納入にいたる輸送経路を表す物流が

あるが，骨材・砕石の場合，商流は生コンメーカーおよ

び建設業者から協同組合や建材店を通じて採取業者へと

いたるが，実際の物流は大口需要の場合は採取地からの

直送，小口需要の場合は建材店のストックヤードからの

納入が主であった。埼玉県県内の建設現場への搬入は県

周辺の主要骨材・砕石産地からが主である。県内の採石

場および採石工場は，産地である秩父郡および大里郡等

北西部のうち，国道沿いなど搬送の便のよいエリアに分

布していた（図５）。

　生コンクリートは，長期の貯蔵が不可能で運搬車両が

限定されるなどの特性から，建設現場の近傍（運送時間

が６０～９０分）かつ幹線道路沿いという位置に製造場所

が強く制約される。着工床面積の多いさいたま市周辺エ

リアの埼玉中央生コン協同組合には半数以上の工場が含

まれていた。

　建築工事における骨材（砂利，砕石，再生砕石，石

材，ならびに骨材換算した生コンクリート）県内使用量

推定値の市町村別分布を図６に示す。いずれの資材需要

もさいたま市を中心とした県南と熊谷市で高く見積もら

れた。

　以上より，建築資材の調達において骨材・砕石のよう

に商流と物流は経路が異なる場合があり，また，資材の

移動の範囲は，骨材・砕石のように産出される場所や資

材の重量，また生コンクリートのように運搬性，貯蔵性

等の特性に制約されていた。これらの制約を緩和するも

のとして，主に県北の産地と県南の需要地の間の道路経

由での輸送時間と中継拠点等の立地の関係，また在庫や

流通加工（例えば生コンクリート製造）等の中継拠点の

機能の把握が重要であると考えられた。

　２）埼玉県におけるコンクリート塊の物流と需給の解

析

　産業廃棄物物流データベースには，平成１２年度に埼

玉県内の廃棄物収集処分業者に県外から持ち込まれた

３５０万トンと県内から発生した３３４万トン，ならびに収

集運搬業者によって県外に持ち出された１２９万トン，総

計８１３万トンの産業廃棄物について，発生源から最終処

分または再利用先までの移動が登録された。このうち，

がれき類の県内外での移動は（図７），県内発生量が

１７２万トンであり，県外からは東京都からの搬入が１１５

万トンと多く，その他に神奈川県，千葉県，栃木県，群

馬県等の関東圏内からの搬入があった。また，再利用先

では，埼玉県内が１５９万トンと最も多く，他に東京都や

群馬県等の周辺県への移動があった。

　がれき類総量から，アスファルト・コンクリート塊の

排出量を除いて，埼玉県内でのコンクリート塊の需給状

況を検討した。まず，コンクリート塊総量では骨材の建

築工事における県内使用量３５１万トンに対して，埼玉県

図�５　埼玉県内外の採石場と採石工場の分布

図�７　埼玉県内外におけるがれき類の移動
　　　　　　（平成１２年度）

図�６　埼玉県内における骨材使用量推定値
　　　　　　（平成１３年度，建築工事）　
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内の産業廃棄物処理施設で中間処理等されているものと

して，県内発生に由来するものが２０８万トン，県外発生

に由来するものが１７８万トンであった。これらコンク

リート塊の県内中間処理業者による破砕処理量（図８）

は，図６の骨材使用量とほぼ同じ分布を示した。しか

し，コンクリート塊の発生量と処理量を市町村別に比較

すると全体の約６割の市町村で発生量に対する処理量が

不足しており（図９），主に発生地点と処理施設の間で

移動が生じていることが推察された。市町村ごとのコン

クリート塊の中間処理目的での搬出入を図１０に示す。

県南部は地域外の県外から搬入して破砕処理等される割

合が多いのに対して，それ以外の地域では地域外の県内

へ搬出している市町村の中心に，地域内の県内から受け

入れている市町村が分布していた。また，後者の市町村

は関越自動車道やそれに接続する国道沿いに分布してお

り，図５の砕石場・砕石工場の分布と似ていた。

　すなわち，埼玉県は関東圏内における産業廃棄物の中

間処理を担う立地にあり，主に県南は東京都からのがれ

き類／コンクリート塊を受け入れている。破砕等の中間

処理能力は建築工事等の需要地に多く分布するが，それ

以外の地域からの発生は，まず近隣の処理能力（施設）

を有する市町村に移動して一次処理され，さらに自動車

専用道路や国道等を通じて需要地まで運ばれると考えら

れた。

　３）産業廃棄物の物流モデルの開発

　図１１は，廃棄物物流データベースの情報を利用して，

埼玉県所沢市の焼却中間処理施設に市外から搬入される

木くずについて，搬出市町村の地域的分布状況と搬出量

を示したものである。

　産業廃棄物の処理・処分は，基本的に経済的な合理性

に基づいて行われていることから，物流モデルの構築に

当たっては，産業廃棄物の処理に伴う物流を，ある廃棄

物の排出源に対して，距離的あるいは時間的に近い場所

に，その廃棄物を処理する施設および能力が存在する場

合に起こる移動現象としてとらえ，単純化したアルゴリ

ズムを作成した（図１２）。図１１のフローは産業廃棄物の

図１０　埼玉県内のコンクリート塊の移動

図�８　埼玉県内のコンクリート塊処理量（平成１２年度） 図９　埼玉県内のコンクリート塊発生量と処理量の比
較（平成１２年度）
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適正処理・処分プロセスのうち，一部の廃棄物について

排出から中間処理までの段階のフローを切り取って見た

ものであるが，中間処理後の残渣が最終処分にいたるフ

ローも当然表現可能である。このようなフローを上記の

様なモデルで表現するためには，廃棄物種類ごと・市町

村ごとの発生量ならびに処理種類ごとの処理能力のデー

タ，さらに主にトラック輸送を表現するための幹線道路

経由距離のデータが必要である。廃棄物の発生量に関し

ては，種類ごとに原単位を用いて市町村別の推計を行

い，処理能力に関しては，関東圏に存在する廃棄物中間

処理施設の所在地や能力等の諸元をデータベースとして

整理し，市町村別に集計した。幹線道路経由の市区町村

間距離に関しては，���上で道路ネットワークデータに

よる距離解析から求めた。

　現在，これらのデータを用いて物流モデルによりフ

ローを推定し，廃棄物物流データベースのフローと比較

検証を行いながら，モデルとしての有用性を検討してい

る段階であるが，その一例として図１３に幹線道路距離

の考え方についての解析結果を示した。図１１に示され

た各市町村は，所沢市から幹線道路を利用して３時間で

到達できる範囲であり，実際の移動範囲とほぼ一致して

いる。すなわち，ある場所で発生した廃棄物が中間処理

目的等で移動する範囲は，主に施設等の拠点の分布とそ

こに達するまでの移動時間に支配されると考えられた。

　４）コンクリート塊および再生材の要求品質

　図１４に　コンクリート塊の一般的なリサイクルフ

ローを示す。施設に持ち込まれるコンクリート塊は，破

砕機に投入できる５０��程度の大きさまで粗割りし，土

砂その他の異物を除去する。一次破砕としてジョーク

ラッシャー等で１５��程度以下まで粗破砕し，磁選機に

よる鉄筋の除去，目視等による木片，布きれ，プラス

チック片等の除去後，２０～４０��のふるいで分け，再

生クラッシャーランとする。また，二次破砕としてイン

パクトクラッシャー等により，粒形や粒径分布を揃えた

図�１４　コンクリート塊のリサイクルフロー

図１１　廃棄物物流データベース情報による実際のフ
ロー
産業廃棄物・木くずの市区町村間フロー

所沢市（★印）に焼却による一次処理目的で木くずを

委託する市区町村

図�１３　所沢市から幹線道路を用いて３時間で移動できる
範囲

図�１２　物流モデルを用いた適正処理処分フロー推計のア
ルゴリズム
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ものは，再生粒度調整砕石として用いられる。

　中間処理業者等に対するヒアリングにより，コンク

リート塊の受け入れ条件には，発生源の種別として戻り

コンクリート塊（未使用の生コン），コンクリート塊，

アスファルト・コンクリート塊があり，混合物ならびに

異物混入は不可となることが多く，大きさとして�

５０����以下と３０����以下という指定，有筋と無筋とい

う種別があった。これらの事項が受け入れ料金に反映さ

れていた（戻りコン，３０����以下，無筋が安い）。また，

破砕後の再生用途はほとんど路盤材や基礎材であり，コ

ンクリート骨材としての利用は限られていた。この理由

は，砕石等とくらべて，比重が小さく，水分吸収率が高

く，すり減り減量が大きく，表面のモルタルをはがす等

の特別の操作が必要となるためである。

　平成６年に建設省（当時）が策定した「コンクリート

副産物の再利用に関する用途別暫定品質基準（案）」で

は，路盤材品質として修正���，塑性指数（��），一軸

圧縮強さ，マーシャル安定度の規定があるが，道路用の

再生クラッシャーランならびに再生粒度調整砕石として

は，主に粒度範囲（４０～２０��以下）の規格で使用さ

れていた。なお，コンクリート用骨材としての品質に

は，吸水率，安定性，粒度，有害物の含有率の規定があ

り，再生骨材１～３種という等級に分けられている。

　以上より，コンクリート塊の循環利用では，路盤材以

外の用途，すなわちコンクリート骨材利用において，中

間／再生処理業者の受け入れ側の条件と比較して，利用

側が材料として要求する品質項目が多く，アンバランス

であることが分かった。循環範囲の推定のためには，よ

り発生源によるコンクリート塊の分類で用途に適合した

資源を検索した上で，拠点配置と需要に合わせた品質変

換技術の適用を考える必要がある。

　５）地域循環系の環境・経済・社会的適合性の評価手

法の検討

　循環資源に関する地域内・地域間フローを体系的に表

現するため，物量単位の地域内・地域間廃棄物の産業連

関フレームワーク（表３）を新たに設計するとともに，

循環資源関連部門の細分化を施した物量単位の投入産出

表との関係から地域内リサイクル乗数を導いた。また，

これらの産業連関（投入産出）表を用いた実証分析を行

うため，廃棄物関係の諸統計・調査資料をもとに廃棄物

の処理・処分・再利用に関する地域内・地域間物量フ

ローの集計を行った。

　また，���を用いた循環システム導入による地域の

物質収支，環境負荷全体への影響を評価では，システム

境界に含まれるプロセスの存在地域を区別し，評価対象

地域の内外での負荷排出への寄与度を明確化することが

重要であり，また，地域の物理的・社会的特性を考慮し

たインパクトアセスメントを構築する必要があると考え

られた。

　さらに，市町村や都道府県といった規模では物循環が

完結しないのが現状である。そこでまず，評価対象地域

と周辺地域との物質の出入りを把握したのち，地域内で

の完結度，地域外への依存度などを評価する指標が必要

であると考えられた。

　今後は，これらの評価フレームを埼玉県で実証分析

し，地域内でのリサイクルの達成度を環境と経済双方の

側面から定量的に評価してゆく予定である。

（４）まとめ

　事例調査対象地域（埼玉県）における産業・経済構造

表�３　廃棄物の地域間産業連関勘定（物量ベース）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：トン）

注：廃棄物のマテリアルバランスを考慮するため，最終埋立等の最終処分列ベクトル�と調整項行ベクトル�が設けられ
ている。下付記号W は廃棄物を表している。
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や，建材と建設解体廃棄物の流通，発生，再生品需要に

関する地理情報を収集し，県内外におけるマテリアルフ

ローを���上に作成した。また，中間処理能力の分布，

循環資源の選別・精製技術，再生資源への要求品質等を

調べ，資源の移動と需給の適合にかかわる要因を整理，

評価した。さらに，これらの情報を用いて，地域レベル

のリサイクル率，環境影響や経済波及効果等，資源循環

システムの地域適合性を診断する手法の開発を進めた。

　今後は，事例研究対象地域における資源循環に関連す

る地理情報等について，一般廃棄物を含めた調査を進

め，この情報基盤を用いた循環資源の輸送モデル，品質

的な需給マッチングモデルを開発し，品質変換技術の技

術評価手法等の物流拠点の計画法の検討を開始する予定

である。さらに情報基盤を用いた循環度指標，���，な

らびに投入産出表分析の適用も開始する。

２�１�４　リサイクル製品の安全性評価および有効利用

（１）目的

　持続可能な社会を構築するためには，様々なタイプの

廃棄物の利用法を拡大するなどの再資源化を図ることが

極めて重要である。一方，その利用や処分過程において

は安全性を確保すると同時に環境への負荷を最小限にす

ることも重要である。本研究においては，リサイクル製

品の安全性評価および有効利用に関する研究として，リ

サイクル製品の利用の現状把握，安全性の評価，利用法

の拡大，各種試験法の標準化に関する研究を主に進めて

いる。本研究の２年度目に当たる平成１４年度は昨年度

に引き続き，１）スラグの再生利用を促進させるために

必要な科学的知見等を集積し，再生利用の際の長期に亘

る安全性を確認するための試験評価手法および再生品全

体についての管理手法を構築すること，２）木材系廃棄

物の利用法を拡大するための研究の一環として，その炭

化物の有害ガス吸着能を室内で利用する方法（炭化物

ボードなどの利用法）および木材系廃棄物などの安全性

評価手法を作成することなどを目的とした。

（２）方法

　１）スラグの再利用の促進に関する研究

　スラグの有効利用の際に生じるリスクには，土壌・地

下水系への溶出による環境影響と飛散粉じん等の直接摂

食による健康影響が想定される。そこで，前者について

は各種条件を変えた溶出試験群により溶出挙動を特性化

し，新たな試験系を設計・提案した。また，後者につい

ては，土壌汚染対策法において含有量測定法として採用

された強酸性溶媒による抽出法を援用し，評価した。本

検討においては，スラグと同等の機能をもつ天然原料系

の材料も同時に試験に供し，比較検討を行った。また，

国内外の再生品に関する国内外の環境安全管理制度の設

計思想，特徴を整理し，環境開放形で再生品を利用する

場合の環境安全管理の視点を抽出するとともに，今後の

日本における制度設計の考え方を提案した。

　２）木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究

　木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究において

は，その炭化物の有害ガス吸着能を室内で利用する方法

（炭化物ボード）作成などについて検討した。即ち，木

材系炭化物をセルロース繊維等と接着して炭化物ボード

等を作成し，その利用法としてホルムアルデヒドの長期

（６ヵ月間：モデル実験室の床面積約１０���）吸着試験

やトルエン，アンモニアの吸着能について検討した。ま

た，作成した木炭の有害ガス（ベンゼン，スチレンな

ど）の吸着能に及ぼす炭化温度条件をベンチスケールの

ガス吸着試験で調べた。さらに，空気中の揮発性物質

（���）の簡易測定法（可搬型�����による分析など）

や防蟻剤の�����による分析法，発光���試験，

��������	
免疫毒性試験，発がんプロモーター試験法

などに関する基礎的検討を進めた。

（３）結果と考察

　１）スラグの再利用の促進に関する研究

　①各種溶出試験による溶出挙動の特性化

　廃棄物溶融スラグ１２試料を用いて特性化を行った。

注目すべき鉛についてみると含有量の範囲は＜１０～

１３０００�����であり，環境影響最大溶出量はほぼ１０％以

下と低い割合であった。図１５に産業廃棄物溶融スラグ

の溶出特性の例を示す。��の変動に伴い鉛の溶出は��

５～９で極小となり強酸性と強アルカリ性で溶出するパ

ターンを示す。また単一のバッチ試験による溶出量は溶

出液��によっている。実環境を模擬したカラム試験の

鉛溶出量は同じ接触水量で比較すると，振とう試験

（���４６）による溶出量より１桁以上低かった。試料を

静置し接触溶媒を交換する拡散試験の結果から，初期の

表面溶出後内部拡散が律速となる溶出が認められ，拡散

係数は純水より��４の水の方が１桁大きかった。長期

溶出量評価を複数回の溶出で行うシリアルバッチ試験に
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より接触水量と接触時間に対応する溶出量を調べた。鉛

や銅等では短い接触時間の繰り返しの方が溶出量が多く

なることが観察され，溶出後に��変化による新たな化

学反応やスラグ表面への再吸着等の可能性も考えられ

た。鉛等一部の元素では純水より��４の水の方が溶出

量は多かったが，その他は溶出量の差がみられなかっ

た。シリアルバッチ試験は拡散試験の溶出量より多く，

実環境へ適用する長期溶出量推定として安全側での評価

試験系となりうるといえる。

　重金属類濃度の溶出濃度は変動幅が大きく表面洗浄に

おいても溶出する。表面に濃縮して存在する金属類を分

析型走査型電子顕微鏡により分析し，産業廃棄物溶融ス

ラグは銅，鉄，アルミニウムが，一般廃棄物溶融スラグ

では鉄とアルミニウムが金属態として存在すること，ま

たクロムや亜鉛はスラグ全体よりも表面層に濃縮して存

在する場合があり，溶出にも寄与することが分かった。

　②水系への溶出の観点からの新たな試験系の設計

　スラグ再生品の水系汚染経路の環境影響について評価

するための試験系を提案した。�．重金属類の溶出が，

表面洗浄等による短期的因子と内部拡散による長期的因

子に支配されること，�．粒径による表面積の違いが溶

出濃度に影響すること，�．再現性・労力・コスト・時

間の面からの実用性を勘案すること，などを考慮し提案

した試験系の概要を図１６に示す。有効利用時の形状

（有姿）のままシリアルバッチ試験（液固比１０：１，か

くはん翼によるかくはんで第一段階６時間，その後２４

時間溶出操作の繰り返し）に供し，第一段階を短期評

価，第二段階以降を長期評価として溶出フラックスを評

価する。短期評価における安全性の判断基準は，水質環

境基準をベースに評価し，長期評価においては，各段階

のフラックスを土壌環境基準と比較する。

　③土壌含有基準に対応する塩酸抽出法によるスラグの

評価

　土壌汚染対策法では地下水汚染リスクに加えて直接摂

取に係るリスクが新たに考慮された。その試験方法は，

胃酸を模擬した１�塩酸抽出法である。スラグを一般環

境で再利用するにあたり一般土壌と同様に直接摂取の可

能性が指摘されている。そこで，塩酸抽出法の適用を想

定して評価すると，基準値が設定された重金属類８項目

で鉛以外は基準値を超過するものはなかったが，図１７

に示すように鉛の塩酸抽出量は全含有量の１０～１００％

であり基準値を超える場合があった。一般環境での利用

にあたり鉛含有量の低減化を図る必要性も生じることか

ら，溶融処理における鉛のマスバランスを検討した。含

有量に影響を与えるのは，溶融飛灰の再溶融化と溶融雰

図１７　スラグ中の鉛の全含有量と酸抽出量
　　　　１，２：産業廃棄物溶融スラグ

　　　　３～１２：一般廃棄物溶融スラグ

図�１６　新たに設計した試験系の概要

図�１５　溶融スラグの溶出特性
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囲気などの溶融条件であり，溶融飛灰の再溶融化はスラ

グ化率を高める利点があるものの鉛の含有量を増加させ

ていた。積極的な揮散による溶融飛灰への濃縮や適切な

返送率によってスラグ中の鉛濃度を低減することが可能

であるが，溶融飛灰の山元還元を含めたシステムづくり

が今後求められる。

　④スラグの利用用途と同じ天然資源，廃棄物資源およ

びスラグの二次製品の環境影響量

　骨材，埋め戻し材等土木利用されるスラグの環境影響

量の比較対照として各種セメント，砕石，鉄鋼スラグ，

レンガ等を，二次製品としてアスファルト合材，イン

ターロッキングブロック等２８試料を各種溶出試験によ

り比較した。骨材利用時の配合原料であるセメント類は

クロム，鉛およびホウ素が，また鉄鋼スラグではホウ素

が，コンポスト類からヒ素の溶出がみられ土壌溶出基準

を超える場合もあった。スラグを骨材利用しているアス

ファルト合材とインターロッキングブロックではスラグ

利用の有無による差はみられなかった。鉛を高濃度含む

スラグを骨材に用いたモルタルの粉砕物から鉛が溶出す

るものの，粒径が大きくなると共に溶出量は減少した。

一次資源等からも定常的ではないが微量元素が溶出し，

スラグはこれらと比較して一般の環境条件（��等）で

は影響量に有意な差はみられなかった。

　⑤スラグ有効利用に関する環境安全性評価と管理制度

の枠組み設計

　国内外の再生品に係る環境安全管理制度を比較し，

様々な安全管理の視点を抽出した上で管理制度の枠組み

を設計した。ここでは，土壌環境管理における状況を踏

まえ，環境中への溶出と直接摂食を想定することにし

た。まず，具体的な安全性評価試験に関して，溶出につ

いては図１６で提案したとおりである。直接摂食につい

ては，スラグの粒径分布と強度が土壌とは異なり，曝露

特性に違いがある。そこで，土壌の摂食量，土壌とスラ

グの粒径，手への土壌付着，スパイクタイヤ粉じん，風

害・砂丘砂漠研究などの文献データを整理したが，含有

量試験の試料粒径を決定するに確たるデータは得られ

ず，試験確立のためには，新たな検討が望まれることが

分かった。次に，スラグの環境安全管理の枠組みを�

図１８に示す。従来の「再生原料」の判定制度だけでな

く，「再生製品」の判定制度を設けた。再生製品の試験

は基本的に有姿で行うこととし，より実際の利用・曝露

条件を踏まえたものとした。再生原料の試験は，利用用

途が明確にできない場合などに用いることを想定してお

り，仮に土壌粒子レベルまで粉砕されても環境安全上の

支障がないように設計した。

　２）木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究

　①木材系廃棄物の利用法の拡大に関する研究では，そ

の炭化物の有害ガス吸着能や炭化物を室内で利用する方

法（炭化物ボード），および有害物質の人体曝露を考慮

した安全性評価手法などについて検討した。

　木材系炭化物をセルロース繊維等と接着して炭化物

ボードを作成し，その利用法として，モデル実験室（床

面積約１０���）を用いたホルムアルデヒドの長期（６ヵ月

間）吸着試験を実施した。得られた結果を図１９（a，b） 

図�１９　炭化物ボードを設置したモデル実験室内ホルムアルデヒド濃度の経時変化

図�１８　スラグの環境安全管理の枠組み
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に示してある。この図から，炭化物ボードを設置

（１．２�������）した場合には，設置しなかった場合に較

べて６ヵ月の長期にわたってホルムアルデヒドがほとん

ど検出されないことが分かる。また，ベンチスケールの

吸着試験では，前年度と同様にホルムアルデヒドに対す

る吸着効果のほか，トルエン，アンモニアについても吸

着効果があることを認めた。

　②木材系廃棄物の炭化物としての利用に関する研究の

一環として，作成した木炭の有害ガス（ベンゼン，スチ

レンなど）の吸着能に及ぼす炭化温度条件をベンチス

ケールのガス吸着試験で調べた。得られた結果の一部を

図２０（a，b，c）に示してある。これらの結果から，炭

化温度が４００℃の場合にはほとんど吸着能を示さないこ

と，炭化温度が高くなると吸着能が高くなること，物質

によって吸着量が異なることなどが認められた。

　③有害物質の人体曝露を考慮した安全性評価手法に関

する研究の一環として，空気中の揮発性物質（���）

の簡易測定法（パッシブサンプリング→�����分析，

可搬型�����による分析）や素材中の防蟻剤の�����

分析法，および発光���試験，��������	
免疫毒性試

験，発がんプロモーター試験法などのバイオアッセイ法

に関する基礎的検討を行った。図２１（a，b）には可搬

型�����を用いて一般家庭室内空気を測定した結果を

示してある。この図から，トルエン，α�ピネン，スチ

レン，ウンデカンなどの代表的室内空気汚染物質が検出

されていることが分かる。一般に室内での濃度調査や個

人曝露調査では，パッシブサンプラーなどが用いられガ

ス類を吸着採取したのち，実験室へ持ち帰って抽出し

�����などの分析に供されている。これに対し可搬型

�����の場合は，現場での物質検索や濃度測定が可能

であることや，空気採取時間が１分間程度と短いため経

時変化の測定が可能であるなどの利点がある。今後，廃

棄物に含まれるガス状物質などの検討にも用いていく予

定である。

（４）まとめ

　様々なタイプの廃棄物の利用巾の拡大を図る上で，安

全性を確保すると同時に環境への負荷を最小限にするこ

とは極めて重要である。本研究においては，有害物質が

含まれる可能性の高いリサイクル製品に関して，その利

図�２１　可搬式�����による一般家庭内空気�）および外
気�）の測定結果

図２０　杉材の炭化温度条件が及ぼす単位炭化物のガス吸着能への影響
　　　　　　　　　　　　　　�）４００℃�１時間，�）６００℃�１時間，�）１０００℃�１時間
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用の現状把握，安全性の評価，利用法の拡大，各種試験

法の標準化に関する研究を進めている。特に建設廃材の

うち木材系廃棄物においては，その炭化物の新たな利用

形態の開発も進めている。また，都市ごみの溶融スラグ

に関しては再生利用の際に問題となりうる事項として，

長期に亘る安全性を確認するための試験評価手法および

再生品全体についての管理手法などに関する研究を特に

進めている。今後も安全性を確保するための関連研究を

さらに進め，各種廃棄物の利用法の拡大を図ると共にそ

れらに必要な試験法の作成やその規格化などを進める予

定である。

２�２　廃棄物の資源化・適正処理技術およびシステムに

関する研究

２�２�１　循環廃棄過程における環境負荷の低減技術開発

に関する研究

（１）目的

　循環型社会に適合した適正な廃棄物処理技術は，処理

にともなう環境負荷物質の排出を極力抑制できるもので

あると同時に，資源化のプロセスおよび資源化物が循環

する過程で環境負荷を与えないことが要求される。その

ためには，効率や経済性などの面で総合的かつ効果的に

抑制できる排出低減技術を適用することが重要である。

一方，環境負荷が具体的には個々の化学物質により引き

起こされるものであることを考えると，化学物質のもつ

固有の性状を正確に把握することが，排出の抑制におい

て，あるいは循環の過程での環境進入の挙動を理解し，

適切な対策をとる上で基本的な重要性をもつことが分か

る。そこで，本研究においては，次の２つの項目につい

て成果を得ることを目的とした。

　１）ごみの焼却処理やガス化溶融処理などの熱的な処

理技術を主対象として，処理にともない排出される環境

負荷物質を最小にすることが可能な技術的対策を開発・

改良し，また対策技術を補完し得る負荷物質生成機構に

関する知見を得ること。これを，熱処理環境負荷の削減

技術に関する研究と呼ぶ。

　２）環境負荷となる有害化学物質や資源回収の対象と

なる物質が，処理・資源回収プロセスにおいてどのよう

な挙動をとるかを解析すること，およびそのための物質

固有の性状値を測定し物理化学的見地から評価するこ

と。これを，環境負荷物質の物理化学パラメーターに関

する研究と呼ぶ。

（２）方法

　１）熱処理環境負荷の削減技術に関する研究

　熱処理プロセスからの環境負荷物質としてダイオキシ

ン類を主たる対象物質ととらえ，活性炭などの吸着材料

を用いた吸着処理（分離）技術を基礎的に検討した。す

なわち，活性炭および活性コークスが個々の化合物に対

して示す吸着容量を正確に求めることにより，排ガス中

ダイオキシン類の低減にもっとも適切な吸着材料の適用

方法を明らかにする。また，材料固有の因子のうち吸着

容量に対し何がもっとも重要であるのかを明らかにする

ことで，最適な材料選択の基準を明確にする。

　この趣旨のもと，図２２に示す装置を用いて材料充填

層に連続的に一定かつ実排ガスに近い低濃度の１，２，３，４�

テトラクロロベンゼン含有ガスを流し，出口ガスの濃度

変化を経時的に追跡することにより，動的に平衡吸着量

を求めた。材料としては，活性炭４種類，活性コークス

１種類を用いた。また，細孔半径の範囲を区分して累積

細孔容積を求めたほか，基礎的な工業分析値を整備して

平衡吸着量との関係を考察した。平均粒径はレーザー回

折法，比表面積および３０��以下の累積細孔容積は窒素

吸着���法，３０��以上の累積細孔容積は水銀圧入法に

より測定した。

　ダイオキシン類が，熱処理プロセスからの排ガス冷却

過程で再合成される機構と生成上の特性を明らかにする

ために，ガス化溶融炉施設で発生した種々の灰試料を用

いた加熱実験を，以下の要領で行った。図２３の装置を

用いて，試料約５００�を反応管内に充填し，塩化水素を

含む模擬排ガスを流通させながら加熱し，排出ガス中の

ダイオキシン類および実験後の灰試料に含有されるダイ

オキシン類を測定した。別途，灰試料に含まれる微量の

図�２２　間欠自動サンプリング型動的吸着容量試験装置
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炭素量の測定を行い，ダイオキシン類生成との関係性を

考察した。

　２）環境負荷物質の物理化学パラメーターに関する研

究

　物理化学パラメーターの中では，とくに水への溶解

度，１�オクタノール／水分配係数およびヘンリー定数

などの重要性が高い。一方，重要な環境負荷物質と位置

づけられる有機臭素化合物に関するパラメーターの実測

値は極めて少ない。そこで，第一段階として，臭素系難

燃剤のポリブロモフェノール類（�����）とテトラブロ

モビスフェノール�（������）を対象に物理化学パ�

ラメーターを測定した。水への溶解度の測定では，�

図２４に示す�����（��������	
��
���	

�����������

���������������）法を，分配係数の測定では����法

を用いた。また，示差走査熱量計（���）で測定した融

点および融解エンタルピーと溶解度データから，活量係

数を求めてヘンリー定数を導出した。得られた物理化学

パラメーターをもとに，臭素数の効果，温度依存性，各

物性値との関係を考察した。さらに，多環芳香族

（����）やポリブロモベンゼン（�����）の物理化学パ

ラメーターと比較することより，�����についての環

境挙動特性を体系的に明らかにした。

（３）結果および考察

　１）熱処理環境負荷の削減技術に関する研究

　適用した活性炭ほかの試料の詳細な物性値を表４に示

す。比表面積は活性炭が５９０～１２００�����，活性コーク

スが２８５�����であった。累積細孔容積は，半径１��以

下のミクロ孔，１～３０��のメソ孔および３０��以上の

マクロ孔に区分し，吸着能と比較・評価した。３水準の

濃度における破過曲線の例を図２５に示す。供給濃度が

高いほど，破過に達するまでの時間が長いことが確認さ

れる。これより，材料単位量当りの平衡吸着量を破過曲

図�２３　固定床試料加熱－ガスサンプリング実験装置

図�２５　材料�を用いたときの１，２，３，４�テトラクロロベ
ンゼンの吸着破過曲線

表�４　各吸着材料の基本物性

図２４　�����法による水への溶解度の測定
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線の積分によって求めると，図２６のように吸着等温泉

が求められる。活性炭は，比較的比表面積の小さい�に

おいても活性コークスに比較して大きな平衡吸着量をも

つことが示され，これには比表面積以外の因子の寄与が

示唆された。このように吸着能と材料物性との間に密接

な関係のあることが分かり，排ガス処理への適用材料を

選択する際に有用な知見が得られた。また，吸着等温線

は，�＝������（�：平衡吸着量（����），�：吸着質平衡

濃度（���））なる��������	
型等温式で整理でき，材料

�と�では�値に１２倍の違いがあることが分かった。さ

らに，図２７に示した細孔径ごとの細孔容積と平衡吸着

量との関係解析から，半径１��以下のミクロ孔が全試

料を総合して吸着能を決めるもっとも重要な因子である

ことが示された。

　次に，ダイオキシン類の再合成実験において，灰試料

の炭素（未燃炭素）含有率すなわち固体単位量当りの炭

素量と，ダイオキシン類の生成量との関係を示したのが

図２８である。炭素含有率が非常に低い範囲においても，

ダイオキシン類の生成量との間にほぼ比例する関係が成

立した。すなわち，未燃炭素含有率をパラメーターとし

て，加熱下におかれた灰試料に起因するダイオキシン類

の生成能を推定することが可能な関係を見いだす示唆を

得た。また，銅の含有率とダイオキシン類生成量との間

には弱い相関が認められた。ただし，量的な要因だけで

なく炭素の形態による影響も考えられるため，このこと

を解明できる実験検討を継続している。再合成における

触媒としての銅の影響を，その化学形態から考察した。

予備試験から主たる存在形態であることが分かった酸化

銅について検討するため，模擬灰に酸化銅を添加して同

様の加熱実験を行った結果，塩化水素および金属塩化物

（������）の共存下でダイオキシン類前駆物質であるクロ

ロベンゼン類の生成が大幅に増加することを認めた。

　２）環境負荷物質の物理化学パラメーターに関する研

究

　測定対象物質は，������の他に�����として，４�

ブロモフェノール（４��１���），２，４�ジブロモフェノー

ル（２，４��２���），２，４，６�ト リ ブ ロ モ フ ェ ノ ー ル

（２，４，６��３���），ペンタブロモフェノール（�５���）で

ある。�４��１���以外は，すべて難燃剤である。

　１０～３５℃ の水への溶解度の測定結果を図２９と図３０

図�２８　灰中未燃炭素含有率と�������生成量の関係図�２６　種々の吸着材料の１，２，３，４�テトラクロロベンゼ
ンに対する吸着等温線（温度１７０℃）

図�２７　細孔半径（�）�１��，（�）�１～３０��，（�）�３０��の細孔容積と平衡吸着量の関係
� 　　　　（平衡吸着量は１，２，３，４�テトラクロロベンゼンの供給濃度を１０���としたときの値）

���� ����	
���� 
����� ���� ����	
����
 �
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に示す。図２９では溶解度に対する臭素の置換基効果を，

図３０では溶解度の温度依存性を検討した。図２９より，

臭素数が１つ増えるのにともない，溶解度が約１桁減少

することが分かった。また，クロロフェノール類と比較

すると，溶解度に対する置換基の影響が大きいことも明

らかとなった。温度依存性については，図３０の������

����プロットにより，プロットの傾きから溶解エンタル

ピーΔ���������が求められる。測定したすべての物質に

対して，Δ���������は正の値をとったことから，水への

溶解が吸熱反応であることが分かり，溶解度は温度とと

もに増加した。Δ���������は臭素数に比例して増加する

傾向がみられ，臭素数の増加は温度依存性が強くなるこ

とを示している。とくに，�５���のΔ���������が他の

�����に比べて２倍程度高い値となった。���で測定

した融解エンタルピーΔ�������の値から，その主たる原

因は，水分子間との間の大きな反発力であることが推察

される。一方，これとは逆に，他の臭素化物は水分子間

との反発力が比較的小さいことを示唆している。

　���で測定した融点��およびΔ�������と��の測定

データから活量係数を求め，蒸気圧（推算値）を用いて

ヘンリー定数��を導出した。その結果を図３１に示す。

このように，��は臭素数に依存せずにほぼ一定の値で

あった。また，同じ溶解度レベルの����や�����の値

と比較すると，�����の��は２，３桁低い値となった。

この挙動の違いは，活量係数の値から予測すると，

�����の低い蒸気圧に起因していると考えられる。

　次に，����法で測定した１�オクタノール／水分配

係数���の結果を，��との関係で図３２に示す。両者の

図�３２　２５℃における���の結果と��［�����］との関係
□：�����（本研究），◆：�����（文献値［実測］）

●：�����（文献値［実測と推算］），▲：����（文献

値［実測］），����×�｜：������（本研究）

図�３１　２５℃における��［��������］の結果と��［�����］
との関係
□：�����（本研究），●：�����（文献値［実測］），

▲：����（文献値［実測］）
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�
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��
］

��［�����］

図�２９　２５℃ の��に［�����］対する臭素数の影響とクロ
ロフェノール類（�����）との比較
○：�����：�４��１���，２，４��２���，２，４，６��３���，

�５���

●：�����：２，４��２���，２，４，６��３���，２，４３，４，６��４

���，�５���
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図�３０　��［����］の温度依存性
�（��������		プロット）

�����●：�４��１���，□：２，４��２���，�

�����△：２，４，６��３���，○：�５���，�
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関係では，��が低いほど，つまり，臭素数が多いほど

���の値が高くなる傾向となった。文献値と比較すると

４��１����の値が低いように思われたが，その他は文献

値に近い結果が得られた。

　今回得られたパラメーターを用いて環境挙動特性につ

いて考察すると，��と���の結果より，分子中臭素数が

増えると水に対する移動性が減少し，生物濃縮性も高く

なると推測された。しかし，��の結果からは，水と大

気間の分配性について，����や�����に比べてかなり

水への分配性が大きく，しかも臭素数に依存しないと考

えられた。これらの物理化学パラメーターのほとんど

は，本研究によって初めて測定された物性値であり，ま

た，�����の体系的な特性が初めて解明されたという

点も大きな成果である。

　今後は，他の臭素系難燃剤の物理化学パラメーターお

よび熱物性データの蓄積を図り，処理過程における挙動

解析や環境進入後の運命予測などを行う予定である。

（４）まとめ

　循環型社会に適合した適正な廃棄物処理技術は，処

理・資源化および循環過程からの環境負荷物質の排出

を，技術とコスト，あるいは技術とリスクなどを総合し

た観点から最大限抑制できるものであることが要求され

る。このことの具体的な成果として，熱処理環境負荷の

削減技術に関する研究では，排ガス高度処理材料の基本

的な処理性能の違いとそれを支配する因子を明確にする

ことができた。また，ダイオキシン類再合成因子である

灰中炭素含有量とダイオキシン類生成量との関係性を見

いだした。このように得られた結果は，中期計画の目標

とする循環型社会に適合した廃棄物処理技術，循環資源

製造技術および適合性評価手法の開発において，有害性

除去・資源化のための高度分離等の開発研究，および熱

的処理プロセス排出化学物質のデータベース化の一環と

しての有用な知見を与えた。

　環境負荷物質の物理化学パラメーターに関する研究で

は，臭素系難燃剤化合物を中心に重要性の高い基本的な

データベースを蓄積することができた。このことは，潜

在的に環境負荷となり得る有害化学物質および資源回収

の対象となる物質が，処理プロセス，資源回収プロセス

において，または環境に放出された後においてどのよう

な挙動をとるかを解析・評価する上で有用な知見または

ツールを与えるものである。これにより，上記と同様，

有害性除去・資源化のための高度分離等の開発研究，お

よび処理プロセスから排出される化学物質に関連した基

盤整備に寄与するものと思われる。

　今後は，さらに進んだ要因解析，および次段階の物質

への展開をはかるとともに，目標とする循環型社会に適

合した廃棄物処理技術，循環資源製造技術および適合性

評価手法に関し，具体的かつ明確な成果を得られるよう

にしたい。

２�２�２　資源循環技術・システムの開発

（１）目的

　有機性廃棄物の資源化は，他の廃棄物の資源化に比べ

て非常に遅れている。その理由としては性状的問題（含

水率が高く腐りやすい）の他に地域資源循環にマッチン

グした資源化要素技術やシステムが貧弱であることが挙

げられる。そこで有機性廃棄物の資源化要素技術とし

て，乳酸発酵，水素発酵およびメタン発酵等の炭素や水

素回収技術，ならびにアンモニア回収技術の開発を行

う。特に事業系生ごみを含む有機性廃棄物を原材料と

て，循環可能な生分解性（植物性）プラスチックとして

将来の市場価値が非常に高い��乳酸の回収プロセスお

よび高効率なエネルギー回収システムを確立する。一

方，��比で１０：１程度の有機窒素化合物を含有する有

機性廃棄物は，高効率のエネルギー回収を行うと高濃度

のアンモニアを発生し，メタン発酵プロセスそのものに

阻害を及ぼしたり，従来の処理技術（生物脱窒素法）で

はコストや消費エネルギーが大きくなり，システム導入

のメリットを著しく低下させる。本研究ではこのアンモ

ニアの回収技術に焦点を当て，���（リン酸マグネシ

ウムアンモニウム）����（リン酸水素マグネシウム）

粒子による無機化学的回収技術（特開２００１�１０４９６６）の

実用化を進める。

（２）方法

　１）生ごみからの乳酸回収技術の開発

　生ごみに含有される多糖類を直接発酵基質に供するた

め，α�アミラーゼ活性を有する乳酸菌�����������	
�

����������	��
����１８０１１を選定し，生ごみを基質と

して，培養中��が乳酸生成速度および乳酸生成量に及

ぼす影響を調べ，生ごみからの乳酸発酵における最適条

件を決定するとともに，生ごみ重量（および含有糖量）

に対する回収可能な乳酸量を調べた。また，各工程にお
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ける炭素・乳酸・水の物質収支を調べるため，実証実験

装置における生ごみからの乳酸発酵・回収について実証

運転を行った。����食堂から当日排出された生ごみ約

２０��を異物除去・破砕・濃度調整した後にオートク

レーブ滅菌し，発酵槽に投入する。植菌後，水酸化ナト

リウム添加により��５．０で制御を行いながら，３５℃・

６４時間の発酵を行った。発酵終了後ろ過助剤として�

１�４０重量のケイ藻土を添加し，フィルタープレスによ

る固液分離を行ったうえで，電気透析・ロータリーエバ

ポレーターにより乳酸塩の精製・濃縮を行った。

　２）有機性廃棄物からの水素およびメタン回収技術の

開発

　食堂等の生ごみを無希釈で投入する酸醗酵槽（５２℃

の高温醗酵）とメタン醗酵槽（５２℃ の高温醗酵）を作

成し実験を行った。種汚泥は，何れも製パン工場廃棄物

を処理対象とする乾式メタン発酵汚泥２３７�を全容量

２．０�に成るように精製水に懸濁させたものとした。

　３）高濃度アンモニア含有廃水からのアンモニア回収

技術の開発

　実験に先立って，���および���をそれぞれ１０５℃

のオーブン中で２４時間加熱した。模擬廃水として塩化

アンモニウム溶液を使用し，あらかじめ����を加えて

��９．５に調整した後に熱処理�������を添加して実

験を開始し，反応液中の�����濃度の経時変化を調べ

た。�����の除去に伴って反応液��が低下するため，

����を添加して��９．０で制御した。なお，熱処理に

よる各化合物のアンモニア放出特性は，�）１０５℃ 熱処

理後，�）アンモニア吸収後，�）１０５℃による再加熱後

の各状態の�������について，������により重量

およびエネルギー変化を調べた。

（３）結果および考察

　１）生ごみからの乳酸回収技術の開発

　①乳酸発酵条件の最適化

　基質として生ごみを用いて，乳酸発酵に伴って低下す

る培養液��を制御した時の効果を図３３（A）に示す。

培養液��の低下を制御することにより，回収乳酸量が

増大することが明らかになった。また，生ごみ基質を用

いて制御至適��を検討した結果を図３３（B）に示す。

培養液��を４．５・５．０・５．５で制御した結果，��５．０制

御の場合に最も高い乳酸収率が得られた。��４．５制御

の 場 合 に は，�����（��）����

�

�����（��）

����＋��の平衡が左に進み非解離状態の乳酸が増加

するため，��������	
��	���
が生成物阻害を受けて乳酸

生成量が低下すると考えられる。決定した最適条件下で

生ごみからの乳酸発酵を行った結果，生ごみ中に含有さ

れる糖量の約７割が乳酸に変換されることが明らかに

なった。

　②実証実験装置における乳酸発酵・回収

　実証実験装置により乳酸発酵・回収を行い，得られた

水収支および乳酸・炭素収支を調べた。ラボスケール結

果から生ごみ中の含有糖の７割を乳酸として回収可能と

仮定して，各工程の物質収支を試算した結果を図３４に

示す。この結果から，生ごみ２０��から��乳酸０．９７��

が回収可能であること，また固形物減量率は約２５％で

あることが示され，有機性廃棄物を有効に循環利用する

ためには，乳酸発酵残さの利用用途の探索が重要になる

ことが示唆された。

図�３４　生ごみ２０��からの乳酸回収量および物質収支

図３３　生ごみからの乳酸発酵条件
　　　　　　（�）��制御の効果（�）制御��の至適化

�
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　２）有機性廃棄物からの水素およびメタン回収技術の

開発

　水素発酵は，湿重量２７６�の生ごみを投入し２２日間の

馴致後，約３０�����で連続的に生ごみ投入する実験を７７

日間行った。��は無制御とした。�����分解率は７６％

であり，酸（水素）発酵による減容化効果が認められ

た。醗酵槽気相部の水素濃度は約３０％程度で推移した

が，ガス生成量は低く不安定であり，ガス回収プロセス

としては十分な能力は得られなかった。

　一方，メタン醗酵は，湿重量６０４�の乳酸発酵残渣に

よる９６日間の馴致後，約３０�����で連続的に生ごみ投

入する実験を１６４日間行った。��は無制御とした。

�����分解率は６６％であり，質量基準での基質分解率

は７２％であった。バイオガス発生量とバイオガス中の

メタンガス濃度は，いずれも投入生ごみ負荷量が低いこ

とが影響して低くメタンガスの平均濃度は４５％であっ

た。

　３）高濃度アンモニア含有廃水からのアンモニア回収

技術の開発

　熱処理���および���によるアンモニア除去特性の

比較を図３５に示す。���に関しては，アンモニア廃水

接触後約５分間で添加重量の５．７～６．８％のアンモニア

を吸収し，���では約４５分間で添加重量の７．６～

８．４％のアンモニアを吸収することが明らかになった。

この結果から���によるアンモニア吸収反応は極めて

短時間で完了し，異なるアンモニア濃度廃水で除去反応

をテストした結果から，初期反応速度は溶液中�����濃

度に比例して増大することが示唆された。一方，���

によるアンモニア吸収反応は���と比較して緩やかに

進行するものの，最終的なアンモニア吸収量は���を

上回っていた。実験に供した���を酸溶解して組成を

分析した結果，粒子中にアンモニアが５．２％残存してい

ることが分かり，���によるアンモニア吸収効率を上

げるためには加熱条件を至適化する必要性が示された。

　また，���を加熱した際のアンモニア放出特性を�

図３６に示す。１０５℃で熱処理した���（図３６（A））で

は昇温するにつれて緩やかな重量減少が起こったが，明

瞭な熱反応は確認されなかった。この���をアンモニ

ア吸収後風乾させた���（図３６（B））の場合には，昇

温過程で４１％の重量減少が起こるとともに明瞭な吸熱

反応のピークが現れ，取り込まれたアンモニアが気化・

放出される様子が示された。なお，アンモニア吸収

���を再度１０５℃ で熱処理（図３６（C））して同様に

������測定を行ったところ，アンモニア吸収前と同

様の曲線を示したことから，１０５℃の熱処理により���

の再生が可能であることが示された。

�

図�３６　���を昇温加熱した場合の重量及び熱変化
（�）１０５℃熱処理���（アンモニア吸収前）���

　　（�）アンモニア吸収後風乾した������������������

（�）（�）を１０５℃再加熱した���　　　　　　

図�３５　熱処理�������による模擬廃水からの�����除
去特性
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（４）まとめ

　有機性廃棄物の再利用を進めるためには，地域として

の資源循環構造と資源化技術とのマッチングが重要であ

るが，マッチングが可能な要素技術が極めて少ない。そ

こで本研究では有機性廃棄物から有用な炭素の回収技術

として循環可能な生分解性プラスチックの原料となる

��乳酸や高効率なエネルギー回収技術の開発を進めて

いる。これらの回収技術においてはプロセスの物質収支

が示され，また今後の課題が明確にされた。乳酸回収技

術に関しては残渣の利用，滅菌問題，固液分離技術，水

素発酵ではガス発生量の増加と安定化，メタン醗酵では

ガスの発生量と濃度の増加である。一方，�������に

よる無機化学的アンモニア回収技術の開発は，生ごみ等

の有機性廃棄物のメタン発酵等のエネルギー回収プロセ

スの副プロセスとして極めて重要である。熱処理���

と���のアンモニア吸収特性の違いが明確となり，実

用化に向けた新たな展開が進んでいる。

２�２�３　最終処分場容量増加技術の開発と適地選定手法

の確立

（１）目的

　最終処分場残余容量の逼迫と新規陸上処分場建設の困

難性から，処分場容量の増加技術や海面最終処分場の役

割の重要性が指摘されてきている。海面最終処分場の安

全性を確保するため，多岐にわたる科学的・工学的視野

からの適地選定に関する研究が必要である。そこで本研

究では海面最終処分場の環境負荷量，リスクおよびコス

トに関するライフサイクル評価，ならびに海面処分場内

における物質および水分の移動とその収支の把握により

処分場のリスクを評価し，環境影響評価を行う手法を確

立する。特に，外海水位と同等の水位で保有水を集水す

る排水暗渠工による移流ポテンシャル低減化工法により

リスクを低減すると共に覆土表面より大気を浸透させて

埋立廃棄物層内を好気的雰囲気に改変する工法を提案

し，その効果を明らかにする。

（２）解析方法

　１）海面最終処分場の環境負荷量，リスクおよびコス

トに関するライフサイクル評価

　陸上最終処分場については，我が国の平均的な実際の

最終処分場（２．８��，１９７千���）を事例として，また海

面処分場については，大阪湾臨海環境整備センターの海

面最終処分場をしゃ水護岸の標準断面を基に１１２０×

７５０�，面積８４��，９，３１３千���のモデル的に管理型最終

処分場を設計し，工事積算書を作成し，資材量および施

工関連のエネルギー消費量および損料をリストアップ

し，重要な工種ごとに環境負荷インベントリーを算定，

積算した。建設コストの積算は，受注額ではなく，工事�

積算書を積上げて計算した。なお，「����������	�

����������	
����

����４０００������������	
」（金属材料

研究所）等の産業連関表を利用した���データベースを

利用した。また，処分場の運用・維持管理期間は１５年

として計算した。

　２）海面最終処分場における水分の挙動

　処分場に埋立られた廃棄物中を流れる流体は水とガス

であり，この二つの流体相が化学物質を移動させる媒体

となる。二つの相が廃棄物の間隙を浸透するため多孔質

二相流モデルを使用する必要があるが，本報告では保有

水水位低下と降雨集水機能を簡易的に把握するため，不

飽和浸透解析によって水移動を可視化した。

（３）結果および考察

　１）海面最終処分場の環境負荷量，リスクおよびコス

トに関するライフサイクル評価

　最終処分場のライフサイクル過程における環境負荷量

を算定した。なお，計算はそれぞれ１例ずつのケースで

あるから試算値の代表性については検証してはいない

が，海面と陸上処分場の特長を比較するために数値表現

をした。評価項目は消費エネルギー，二酸化炭素であ

る。エネルギー消費量は海面，陸上それぞれが１���当

たり６６８��，４２０��，二酸化炭素は，５０��，３８��とな

り，エネルギー消費量が１．６倍程度，二酸化炭素発生量

が１．３倍程度海面処分場の方が大きくなっている。その

原因は積出基地と搬入（輸送）に関する環境負荷の寄与

が大きいためと思われる（積出基地については１５年で

計算しているが，実際には継続して利用されており，総

事業期間で評価する必要がある）。建設部分ではむしろ

海面の方が少ない傾向にある。一方，一般的には輸送

（搬入）距離が環境評価項目に比例すると見なすことが

できるので，海面処分場のような広域化はそれだけ環境

負荷量を増加させると考えられる。広域化においては鉄

道や船舶など，輸送システムの効率化が大きな課題にな

る。また，水処理部分に対して極めて特徴的なことが判

明した。
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　図３７に示したように，海面で１％，陸上でも３％程

度と水処理の運転・維持管理の環境負荷量が非常に小さ

い。これは，海面処分場ではスケール効果が働くこと，

陸上処分場では水処理量が一般に非常に少なく，運転や

維持管理費用が少なくなることが原因と思われる。とこ

ろが，水処理施設の建設にかかわる環境負荷量の内訳を

みると，海面の場合は約４％の割合であるのに対して，

陸上の場合は６０％程度にも達している。これは，ス

ケール効果の他に陸上では降雨対策が必要になるためと

思われる。すなわち，水処理施設の処理能力が調整池を

考慮した日最大浸出水量で設計されることや洪水調整池

の建設によるものと思われる。これに対して海面処分場

の場合は特別な調整池は必要ではなく，構造上内水池が

これに代わるものになる。一方，基礎や護岸建設に関す

る環境負荷量は，海面の場合が８０％以上に達するのに

対して，陸上の場合は４０％程度となっている。海面処

分場の場合，処分場構造物の大部分が護岸施設であるの

に対して，陸上は水処理施設と基礎工関連からなってい

るからと思われる。

　最後に海面および陸上最終処分場の建設コストについ

て述べる。試算されたコストは受注額ではなく，工事積

算書から積み上げた建設コストではあるが，海面におけ

る遮水護岸標準断面や陸上における必要工種量数により

値は変化するので参考値として値を示した。埋立容積�

１���当たりそれぞれ約６，０００円，１２，６００円となり，海

面処分場は陸上の半分程度の建設コストになっている。

建設コストについてはスケール効果があることは，既に

陸上処分場で報告されているので，その効果を考慮する

必要があるが，海面処分場が陸上処分場に比べて非常に

規模（本例では面積で３０倍，容積で５０倍）が大きいの

は事実であり，平均的な規模での比較が妥当といえる。

但し，本試算では建設コストに限定されており，運用お

よび埋立終了後の維持管理経費を含めたライフサイクル

コストで評価する必要がある。

　２）海面最終処分場における水分の挙動と環境影響評

価

　海面最終処分場の保有水水位を低下させる工法とし

て，鉛直井戸による揚水もしくはウェルポイント工法が

挙げられる。しかしながら，不均一極まりなく，かつ膨

大な水量を有する海面処分場の保有水をこれらの一般的

な工法で集水することはできない。８４��の面積を有す

る海面処分場の保有水水位を３�低下させるのに必要

な水量は，埋立廃棄物の間隙率を０．４と仮定して１０万ト

ン程度となり，このような水量を揚水することは非経済

的である。そのため，保有水を重力水として集水する工

法を採用するほうがよい。

　保有水の集水法として集水暗渠を外海水位と同レベル

に敷設し，集水暗渠のレベルまで水位を低下させること

を目的とした工法が挙げられる。これは暗渠以深の保有

水に関しては集水せずにそのまま保持しようという考え

に基づいている。外海と保有水の水位が同レベルになる

ことで，処分場から系外へ向けての移流ポテンシャルが

なくなり，拡散ポテンシャルのみが残ることになる。拡

散は移流に比較して数オーダー程度減少するため，海面

最終処分場の汚染ポテンシャルを軽減させ，リスク削減

に大きく貢献することになる。このときに問題となるの

が，集水暗渠の集排水性能とその配管設計である。

　集水効果を確認するため断面二次元解析を実施した。

解析断面を図３８に示す。幅８０�，埋立廃棄物深さ１７�

の海面処分場を想定し，初期保有水水位は外海より３�

高い位置に設定した。集水暗渠は解析断面に対して２本

設置し，外側の不透水境界からそれぞれ５�内側に位

置するとした。

図�３８　解析断面図

図�３７　海面および陸上最終処分場における環境負荷量の
内訳
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　廃棄物層は均一層と仮定し，透水係数として１０��

����の透水係数を与えた。下部は自然堆積粘土地盤が

形成されているとして透水係数１０������を与え，不透

水層として取り扱っている。保有水を３�低下させた

後の水飽和度分布を図３９に示す。排水暗渠設置後の数

日で保有水が集水暗渠の位置まで低下していることが確

認できる。暗渠を基点としたアーチ場で水位が減少する

ものと考えられたが，水位低下速度が速く，数日経過後

に水位が水平となり，定常状態へと移行した。この後，

月降雨量１００��程度を想定した降雨強度を与えても，

この水飽和度分布に大きな変化はみられなかった。その

理由として，廃棄物層を均一と仮定し，高い透水係数

（１０������）を与えているためと考えられる。廃棄物層

が不均一であったとしても，実際の降雨はより穏やかで

あり，浸潤フラックスも少ないと考えられ，水飽和度の

変化はより少ないと推定される。

　排水暗渠よりも３�高い初期保有水水位を一気に低

下させたケース，ならびに低下後の降雨を集水したケー

スにおける速度ベクトルと等速度コンタを図４０に示す。

　浸透ベクトルを可視化することで，保有水や雨水浸透

水が集水暗渠に向かって移動していることが読みとれ

る。また，保有水低下時のケースでは，大きな速度ベク

トル（大きな矢印）がみられ，早期に水飽和度が低下し

たことを確認できる。しかしながら，両ケースともに暗

渠下部からの浸透も認められる。下部からの浸透は，暗

渠上部のみを安定化させるという思想に外れるととも

に，上部からの水量のみで計算された水処理量よりも膨

大な水量が集排水されてしまうことになる。そのため，

排水暗渠の下面に遮水シートなどで遮水工を施すなど，

下部からの浸透を抑制する工法の必要性が確認された。

また，排水暗渠を敷設することにより，解析側面に向

かっての流線ベクトルは確認されなかった。水位を低下

させただけでは，系外へ向かっての流線を残す可能性が

否定できないが，本工法によって系外へと向かう流線を

ほぼ皆無の状態にすることが可能と思われる。

（４）まとめ

　最終処分場の残余容量が逼迫するなか，容量増加のた

めの方策として海面最終処分場の推進するための課題を

中心に中期計画を組んだ。容量増加に関する課題では，

前者の課題は報告としては割愛したが，最終処分場の再

生による容量増加技術に関する技術レビューを行ってお

り，またいくつかの自治体と再生事業計画の策定を進め

ている。

　第１の課題は，適正配置策定の基盤情報を提供するも

のである。ここでは，陸上と海面最終処分場についてラ

イフサイクルにおける環境負荷量の特性を比較した。但

し，提示した数値は両者の比較のために利用したことを

付記する。環境負荷量については付帯施設や輸送距離な

どの原因により海面処分場が１．３～１．６倍程度大きく

なった。

　第２の課題では，海面最終処分場のリスクを評価する

上で，外海水位と同一水位を担保することを基本維持管

理要件として，集水暗渠による保有水の排水工法を提案

し，これを条件に移流・拡散による周辺環境（外海）へ

の環境影響のフレームを設定した。また，本工法による

海面処分場の安定化促進を，排水と同時に起こる覆土表

面からの自然通気による好気性分解の効果を評価した。

　今後の課題として，処分場再生を含めた既存処分場の

有効利用，前処理等による埋立廃棄物量の大幅な削減等

の検討，ならびにライフサイクル評価の算定方法の精緻

化を行う。また，海面処分場廃棄物層内の不飽和水移動

をガスの移動にも着目し，酸素を取り扱ったモデルを構

築する必要がある。また，これらの水分移動モデルで解

析された結果を基に，外海との物質移流拡散量を求め，図�４０　速度ベクトルと等速度コンタ

図�３９　保有水低下後の水飽和度分



―　３１　―

環境影響評価量を評価する手法を構築し，適地選定手法

に組み込む。

２�２�４　最終処分場安定化促進・リスク削減技術の開発

と評価手法の確立

（１）目的

　安定型処分場における硫化水素発生防止対策を検討・

提案する。そのために安定型廃棄物処分場に搬入される

廃棄物の硫化水素発生のポテンシャルを簡易に評価でき

る手法を開発すると共に，廃石膏ボードからの硫化水素

が発生することを実証する。また，資源化処理残渣

（シュレッダーダスト）および都市ごみ焼却灰の混合埋

立物に関する安定化促進型の最終処分場建設に関する新

しい技術を開発する。一方，最終処分場の安定化を評価

するため，既存の安定化指標（浸出水の水質，層内温

度，ガス発生量，沈下量）に加えて新たなバイオ指標を

検討する。さらには，微量汚染物質として，近年注目を

浴びている難分解性有機汚染物質（����）の代表であ

るダイオキシン類（����）に焦点をあてて，長期的な

挙動予測に資する基礎的な知見を得ることも目的とす

る。特に，焼却灰中の����の挙動について，埋立層内

における溶出メカニズムおよび腐植物質生成の長期的影

響について検討する。

（２）方法

　１）安定型最終処分場における硫化水素の発生防止

　５つの破砕選別施設から採取した建築系廃棄物の選別

を用いた。選別された試料は，２��以下に破砕され，

建設廃棄物を適当に混ぜて有機物を含んだ試料からあま

り含まない試料を作成した。また安定型廃棄物の典型的

な試料として廃石膏ボードも使用した。これらの試料を

固液比１：５で抽出条件を変えて抽出し，その抽出液に

硫酸塩還元菌が繁殖しやすいように栄養液等を添加した

培養液を作成して，密閉状態下で１００��バイアルで培

養実験を行い，層内液およびガスを分析し，硫化水素の

発生状況を分析した。また，廃石膏ボードからの硫化水

素の発生を実証的に検証するために，廃石膏ボードのみ

を充填したカラムと有機物を含んだプラスチックを混

合・充填した大型ライシメータによる実験を行ってい

る。

　２）安定化促進技術の開発

　既存処分場の一郭に処分場と同様な埋立条件をもつテ

ストセルを建設し，資源化処理残渣（シュレッダーダス

ト）と焼却灰の混合廃棄物を充填することにより，通気

および浸出水循環法を利用した生物安定化促進技術と従

来の埋立法との違いを実証的に比較検証する。具体的に

は，三種類のテストセル（①通気・浸出水循環，②浸出

水循環，③無操作コントロール）を建設し，実際の処分

場と同様な条件で通気および浸出水の循環の効果をエン

ジニアリング的に明らかにし，①および②の設計・運転

上条件を明らかにする。

　３）地表面メタンフラックスの計測手法の開発

　埋立地から放出されるメタンは地上より評価可能な有

力な安定化診断指標であるが，フラックスが場所的にき

わめて不均一な分布を示し，埋立地全体からの放出量の

評価が困難であった。廃棄物層は周辺地層に比べて高温

であり，メタン放出領域では地表面温度が周囲よりも高

くなることが予想される。そこで，赤外線サーマルビデ

オカメラを用いて処分場表面において周囲より温度が高

い領域を検索し，メタン放出領域を簡易，迅速かつ正確

に特定することを考えた。複数の最終処分場において，

日射による影響を受けない夜明け前から早朝にかけて，

処分場表面に設けたグリッドごとに赤外線サーマルカメ

ラによる観測を行い，周囲と比べて温度の高い領域を

ホットスポットとして選抜し，後述の方法でメタンフ

ラックスを測定した。地表面ガスフラックスの測定は静

置型閉鎖式チャンバー法で行い，メタンと二酸化炭素を

分析した。

　４）最終処分場の安定化評価のためのバイオ指標

　生物学的指標としての適用性を考慮し，非破壊での試

料採取および分析が可能な浸出水および覆土中の微生物

群を対象とした。最終処分場の浸出水中の特徴的な微生

物生態系を解析可能な手法として制限酵素末端断片長解

析（����������	
��
������	��������	
�
�����������

���������	
�）法の適用を試みた。浸出水原水中全

���を鋳型として��������	�特異的１６�����（リボ

ソーム���）を���������	
�反応により試料内の群集

���の定量性をできる限り保持したまま増幅させ，浸

出水中の細菌群集構造の忠実な再現を試みた。���増

幅産物を濃縮・精製し，レーザー蛍光検出キャピラリー

電 気 泳 動 に よ り 蛍 光 末 端 断 片（���������	
���

����������	
���
���）パターンを得るとともに断片長

解析を行った。また，���増幅産物より１６�����ク

ローンを得るとともにその塩基配列から系統分類学的解
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析を行った。一方覆土層における特異的な微生物活性と

してメタン酸化反応を対象として，その反応主体であ�

る メ タ ン 酸 化 細 菌 群（���������	
����
��������

��������）のモニタリングを行った。処分場覆土試料か

らの核酸抽出および，全����，������および��������

����を特異的に検出可能な���プライマーを用いた

���（最確値；���������	�
���
����）����法により

各群集のポピュレーション解析を行った。

　５）微量物質の長期的挙動とその対策

　����のモデル物質として������������と������を用

いて人工汚染土壌を調製し，各種の条件（溶出時間，液

固比，��，イオン強度，温度，共存物質）を変化させ

たバッチ溶出試験を実施した。つぎに，焼却灰を充填し

たライシメータから５～７年経過後の試料を採取し，有

機質（コンポスト）の混合の有無による腐植化の進行を

腐植物質の特性化（紫外／可視光吸光度測定，����に

よる分子量分布測定，����分析など）を行うことに

よって把握し，溶出試験により����の溶出挙動との関

係を考察した。

（３）結果および考察

　１）安定型最終処分場における硫化水素の発生防止

　①簡易硫化水素発生評価手法の検討

　まず，抽出培養法が，廃棄物の硫化水素発生ポテン

シャルを評価できるかどうかの性能試験を行った。�

図４１に５０℃３時間抽出液の硫酸塩還元菌植種培養の結

果を示す。有機物が添加された場合には，明らかに高濃

度の硫化水素が発生するが，添加されない場合は，廃棄

物から熱水抽出された有機物量に比例して気相中硫化水

素の発生濃度が増加している。これは，熱水抽出培養法

によって硫化水素の発生ポテンシャルを評価することが

可能なことを示すものである。なお，本実験では抽出有

機物濃度が���で２００～３００����になると気相硫化水

素濃度が１００���を超える。

　②迅速判定法

　１００��バイアルに対して５０��量で培養を行う培養方

法を採用したので，バイアルには約５０��のヘッドス

ペースが残る。培養条件はこのヘッドスペースを２つの

条件（エアと�２ガス）に設定し，硫酸塩還元反応が発

現し，硫化水素を発生する培養時間を求めた。表５に２

つの条件での硫化水素が発生するまでの培養日数を示し

た。ヘッドスペースをエアにしておくと硫化水素を発生

する間での期間は非常に長くなると共に，不安定となっ

た。一方，ヘッドスペースを窒素ガス置換すると，最短

３日で硫化水素が発生することもあり，安定していた。

また，ヘッドスペースがエアの場合，培養液中の有機物

濃度が���で２００～３００����必要であったが，６０����

程度でも硫化水素を発生させた。以上の結果から，培養

ビンのヘッドスペースを窒素ガス置換することにより７

日以内に硫化水素の発生を検出できることが判明した。

　③安定型廃棄物から抽出される有機物の特性

　図４２に廃棄物の熱しゃく減量と５０℃ 抽出液の���

濃度の関係を示す。図から熱しゃく減量にほぼ比例して

���が増加することが分かる。波線は安定型処分場搬

入条件の５％を示す。廃棄物の種類により抽出傾向がこ

となるので，硫化水素発生ポテンシャルから考慮すると

熱しゃく減量で判定することには無理があるものと推察

される。一方，廃石膏ボード自体から有機物が高濃度に

抽出されるという重要な事実が判明した。純粋な廃石膏

表５　培養バイアルヘッドスペース気相のガス組成と硫
化水素発生日数

図�４１　安定廃棄物抽出液の硫化水素の発生特性

培養
試験
数

硫化水素発
生までの培
養期間（日）

有機物濃度
�������

有機物・栄養
塩の添加条件

安定廃棄物の
種類

ヘッド
スペースの
培養条件

５３０～＞４０２０～４１０無添加系
建設系混合廃
棄物

���
����

����������
����������	

５５～４０７２０～１０００有機物添加系
５１０～＞４０６０～３１０栄養塩添加系
３４０～＞４０８０～１２０無添加系

廃石膏ボード
（石膏画分） ３３０～４０７５０～８００有機物添加系

３４０～＞４０９０～１３０栄養塩添加系
１＞４０２１０無添加系

廃石膏ボード
（ダスト画分） １３０８９０有機物添加系

１＞４０２３０栄養塩添加系
１４０７００無添加系

廃石膏ボード
（紙画分） １＞４０１３００有機物添加系

１＞４０６８０栄養塩添加系

１８５～７６０無添加系廃石膏ボード
（２���＜，石膏画分）

�２
��２

����������
����������	 １８３～４９０無添加系混合廃棄物
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ボードの熱しゃく減量は紙を除いた場合，１．５～２．５％

程度であり，熱しゃく減量からは安定型処分場への搬入

が可能である。ところが，５０℃ ３時間熱水抽出で

７０����程度の���が抽出された。この抽出実験に用い

た廃石膏ボードは，いくつかの施設の２��アンダーの

粉末状石膏ボードを混合したものであり，微細の紙繊維

などの有機物に汚染された可能性があったので，解体廃

棄物中間処理施設から粉砕されていない廃石膏ボードを

採取し，抽出実験に利用した。その結果を表６に示す。

　特徴的な傾向は廃石膏ボードとその他の安定型廃棄物

で，糖の抽出濃度に大きな差が出ていることである。石

膏ボード以外の廃棄物安定型廃棄物の場合，���は高

いが，糖濃度が極端に低い。ところが，廃石膏ボードの

場合，糖濃度が半分以上になっている。これは，石膏

ボードの成分にグルコース糊（デンプン）が結合剤とし

て約０．５％含まれているためである。すなわち，廃石膏

ボードから硫化水素が発生しやすいのは，このグルコー

ス糊のためであると結論付けられる。表５に示すように

建設系混合廃棄物より廃石膏ボードから硫化水素の発生

がより多く認められる。実際の埋立処分場では，石膏

ボード中のデンプンが一度に溶出するわけではなく，ま

た埋立層内に侵入した酸素により好気的な分解が起こ

り，廃石膏ボード中のデンプンを消費するので，いつも

硫酸塩還元が生じ，硫化水素を発生するとは限らない。

そこで，大型ライシメータを用いて廃石膏ボード自体か

らの硫化水素の発生の実証実験を試みている。

　④大型ライシメータによる廃石膏ボードからの硫化水

素発生実証実験

　大型ライシメータ（模擬埋立槽：内径５０��）に廃石

膏ボードと有機物で汚染されている廃プラスチック，或

いは汚染されていない粒状難燃性プラスチックをそれぞ

れ質量比約３：１（��．１　���������）および３：２

（��．２　���������）で混合・充填し，充填密度をそれぞ

れ，および紛状廃石膏ボードを質量比４：１の割合で混

合した。充填密度はそれぞれ０．６５および０．７７�����と

なった。ごみ充填時に栄養塩を添加した純水を加え加湿

した。湿潤密度は両ライシメータとも約１�����である。

充填した後，下部浸出水集水部から純水を約４０�注入し

た。その結果ごみ槽にそれぞれ，４８��，４０��まで湛

水状態となった。以上の条件で充填した後，２００３年２

月４日から開始した。埋立開始後，約３週間後には��．

２　���������では下部から採取した浸出液が黒色を呈

し，湛水面直上において，��．１：９，０００���，��．２：

５００���程度の硫化水素が観察された。その後，層内の

温度が数度上昇してきており，微生物活動が進行してい

ることが観察され，浸出水の酸化還元電位も��．１が�

�２００，��．２が�３００��程度に低下しており，槽内が

嫌気的になっていることが予想された。以上，途中段階

ではあるが，廃石膏ボードのみを埋立てた場合でも硫化

水素の発生が認められた。

　２）安定化促進技術の開発

　本プロジェクトでは，都市ごみ焼却灰とシュレッダー

ダストの混合埋立物の安定化に関する嫌気性および好気

性埋立バイオリアクターの設計条件や操作条件を評価す

るために，埼玉県環境整備センター内に実際の処分場内

にそれぞれ約３５０���のテストセルを３つ建設した。２

つのテストセルはバイオリアクターとして運転し，もう

一つはコントロール（実際の埋立条件）とした。テスト

セルには温度センサーと水分センサーが着装され，オン

ラインでモニター，データロガーで保存された�

（図４３）。通気はインバーター遠心型ブロワーを用いた。

表６　廃棄物の抽出特性

図４２　安定廃棄物の熱しゃく減量と熱水抽出特性
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セル底部で集水された浸出水は，水中ポンプでそれぞれ

地上の集水タンクまで揚水された。図４４に示したよう

に運転初期のセルの挙動から，通気は微生物分解を促進

し，温度を急激に上昇させることが判明した。浸出水の

循環のみではテストセル内の廃棄物層の温度は上昇しな

かったが，��が１１．５から１０．４まで低下した。

　一方，セル内の水分は以下のような挙動を示した�

（図４５）。左側下段（センサー番号�）において，セン

サー�の反応は本実験を通して認められず，ほぼ一定の

値を取ることが確認された。センサー�は，一時的には

水の流れが確認された時期（初期）があったが，その

後，体積含水率の変化を認められなかった。過去のデー

タから推察すると，テストセル中央部からの送気によっ

て左側給水管からの水みちが閉じられ，鉛直ではなく水

平流れがどこかに発生したものと思われる。また，セル

の右側右側（センサー番号�，�，�，�）において，セ

ンサー�は給水管直下の上部に位置するセンサーであ

り，給水開始により即時的に体積含水率の上昇が認めら

れた。次いでセンサー�が反応している。これは，給水

管直下ではなく，５０��水平方向に離れた位置に設置さ

れたセンサーであり，右側給水管からの水の流れが鉛直

下向きで無いことを証明している。直下下段に位置する

センサー�は，センサー�の反応後すぐに体積含水率が

上昇しており，流れが鉛直下向きで無いといってもそれ

ほどの水平流が発生していないことが確認される。仮に

鉛直下向き流れを主流と考えるならば，浸潤前線の浸透

速度はセンサー�とセンサー�の反応時間の違いと距離

より計算され，おおよそ０．０６����である。また，セン

サー�は給水間直下より１�離れた距離に位置している

が，本実験を通して体積含水率の変化を確認されなかった。

　３）地表面メタンフラックスの計測手法の開発

　図４６に�処分場での６月の調査において，サーマル

カメラを用いて検出された熱源（ホットスポット）およ

び無作為に抽出した観測地点の位置とメタンフラックス

の実測値を示す。いずれの調査においても，フラックス

の大きさのばらつきが大きく，放出地点も不均一に分布

していた。合計７回の現場調査において延べ１００地点以

上のホットスポットが検出され，そのうちメタンフラッ

クスが検出されなかったのは１割以下であった。逆に無

作為に地点を選出した場合には，５１地点のうち３８地点

でメタンフラックスが検出されなかった。以上より，

サーマルカメラを用いたホットスポットの検索は，処分

場地表面におけるメタン放出地点を特定する有効な手法

であることが示唆された。地表面温度とフラックスの関

係式をそれぞれ図４７に示した。いずれの調査において

も地表面温度とメタンフラックスの間に正の相関関係が

見られた。この関係式を用いて地表面温度分布の面積積

図�４３　好気および嫌気セルのセンサー位置と通気・通水
の概要

� ��温度センサー�　■水分センサー

図４４　好気および嫌気セルの通水・通気による温度
図４５　好気テストセルにおける水分移動試験とセン

サーの位置
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分値をフラックスに換算して地表面全体からのメタン放

出量を算出した結果を表７に示した。地表面からのメタ

ン放出量は処分場ごとに大きく異なった。前者の原因

は，基本的には埋め立てられている廃棄物の質と量，な

らびに埋め立て後の経過年数の影響が大きいが，この他

に，ガス抜き施設による埋立地ガスの捕集効率や廃棄物

層および覆土の材質や厚さ，締め固めの状態による透気

性の違いが影響しているものと考えられる。

　これまで，埋立地からのメタン放出量の推計において

現場実測値の不足が問題視されていたが，その一因とし

て，安価かつ簡便で正確なメタンフラックス測定法の不

在が挙げられる。本研究では，簡便な熱画像計測による

メタン放出地点の検出と閉鎖型チャンバー法によるフ

ラックス計測の組合せにより，不均一に分布する地表面

メタンフラックスの迅速な計測が可能になり，メタンフ

ラックスと地表面温度の相関を用いて温度分布図と限ら

れたフラックスの測点より，埋立地全体の地表面メタン

放出量が推計できることを示した。

　４）最終処分場の安定化評価のためのバイオ指標

　①処分場浸出水の微生物群集構造

　履歴の異なる処分場浸出水の������解析を行った結

果，それぞれ２～３の主要なピークが確認され，各浸出

水中の微生物生態系で優占していると考えられるグルー

プが少なくとも２～３種類存在していることが推測され

た。各断片長の帰属は処分場ごとに異なっており，処分

場の構造，受入れ廃棄物および設置年数などに応じて異

なる微生物群集が形成されていることが示唆された。各

���断片長の���データベース検索の結果，一部の

���の帰属は���検索からは判定不可能で，データ

ベース検索による簡便な生物相解析を可能にするために

は，今後のデータベース充実の必要性が示唆された。一

方で，各制限酵素処理による���の組合せから複数の

帰属が推定されるケースもみられたが，いずれも属種が

同じか系統分類学的に近い株であり，データベース検索

による帰属推定により，分類学的にも一定の情報が得ら

れることが示された。また，各���の系統分類学的情

報については，１６�����クローンの塩基配列および各

クローンの���断片長解析の結果と比較することで明

（�） （�） （�）

図�４７　メタンフラックスと地温の相関
　　　　　　　　　　　　　　　　　（�）�処分場１１月調査，（�）�処分場１０月調査，（�）�処分場２月調査

表７　処分場地表面からのメタン放出

図�４６　�処分場第一回調査におけるメタンフラックスの
分布
（�������������），●熱源，×ランダム観測点

����������������
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らかにされ浸出水中微生物相が推測された（図４８）。浸

出水�ではε�������������	�に属する群集が優占してい

る他，硫酸還元活性を有する��������	
���	��属に属す

る群集が全体の一割弱を占めるなどの特徴が見られ�

たのに対し，浸出水�では����������	属などβ�

������������	�に属する群集が優占していることが示さ

れ，処分場ごとに存在している微生物生態系の差異を表

現可能であることが示唆された。今後は，本手法を用い

て浸出水中における微生物群集構造に関する系統分類学

的情報を蓄積し，データベースの拡充を図ることでより

簡便な解析手法としての手法改善を推進するとともに，

処分場安定化に関連する特徴的な生態学的特性（例えば

硫酸塩還元に関わる群集の優先度等）の抽出を進め，安

定度の指標化へと発展させていく予定である。

　②メタン酸化細菌群集

　異なるメタンフラックスを示す処分場覆土を対象とし

た，メタン酸化活性および���群集構造の評価を行っ

た。メタン放出量がきわめて高い状況下においては，覆

土中の高濃度のメタンを効率的に利用する�������の

����が優占していることが推測された。安定化が進行

しメタンフラックスが比較的低下してきた段階において

も，覆土においては過去の履歴を反映して高いメタン酸

化活性と�������の����が優占する状況が続くが，低

いメタンフラックスが続きメタン酸化活性が低下する状

況が続いた段階で，低濃度のメタンを効率的に利用する

������の����へと生態系が変遷していくことが示され

た。����のポピュレーション解析より，メタン放出量

の変化など処分場の安定化に応じて異なる群集構造を形

成されており，これらの生態学的指標の処分場安定化評

価への適用性が示唆された。

　５）微量物質の長期的挙動とその対策

　①����の溶出メカニズム

　人工汚染土壌からの������������と������両物質の

溶出濃度は，溶出時間との関係では初期に急激に増加

し，時間の経過とともに増加の程度は小さくなった。初

期の易溶性フラクションの溶出から，溶解度あるいは吸

着平衡支配への移行，あるいは内部拡散支配への移行が

考えられる。液固比との関係では，液固比に対して溶出

量は直線的に増加したことから，内部拡散支配の可能性

は低くなった。既往の研究では，含有量によって溶出濃

度が異なっていることが報告されており，十分な時間経

過の後には，溶出濃度は吸着平衡に依存する可能性が高

い。��の影響はほとんど認められず，イオン強度の影

響は若干認められ，溶出濃度のイオン強度（０．００５～

０．２５�）に対する変化は������式で説明できることが

分かった。溶出濃度の温度依存性が明らかとなり，溶出

エンタルピの推定から吸熱反応であることが分かった。

共存物質として難分解性���成分である溶存性フミン

物質（���）を添加すると急激に溶出濃度が上昇し，

����を収着した���は��������複合体としてコロ

イド状で存在し，溶出するものと推定された。そのとき

の溶出システムを図４９のようにモデル化した。

　②焼却灰の腐植化進行とダイオキシン類の溶出挙動

　焼却灰からの����の溶出挙動は，共存する腐植物質

（溶存フミン物質：���）の影響を受けることから，焼

却灰中での腐植物質の生成とその特性化を試みた。採取

した試料からフミン酸を抽出し，光吸収特性を測定し

た。

　標準フミン酸や土壌抽出性のフミン酸ほどの腐植化の

進行は認められなかった。腐植化は表層ほど進んでお

り，深層では進んでいなかった。溶出試験の結果�

図�４８　������法および１６�����クローン解析により
推定された浸出水中細菌群集構成比

� �：浸出水�，�：浸出水� 図�４９　���共存下における����の溶出モデル
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（図５０）からは，腐植化が進んでいる表層ほど����の

溶出率が低かった。����を捕そくした腐植物質の固定

化・安定化の効果も考えられるが，同族体パターンをみ

ると下層ほど高塩素化体の割合が高く，高塩素化体と親

和性の高い���が��������複合体として高塩素化

体を選択的に溶出・下方移動させた結果，溶出しやすい

��������が下層に集積し溶出率を高め，溶出した

����に占める高塩素化体の割合も高くなったとの推測

も可能である。

（４）まとめ

　既存最終処分場における大きな課題は，搬入廃棄物に

よってもたらされるリスクを周辺環境に及ぼさないよう

工学的に保証をすること，および埋立層内のリスク要因

物質を安定化させ，周辺環境に影響を及ぼすことなく，

できるだけ速やかに廃止することである。そのために本

研究課題では，まず近年問題となっている安定型処分場

における硫化水素問題を解決するための研究を行ってき

た。これまでに，安定廃棄物が持っている硫化水素発生

ポテンシャルを評価する方法を提案し，安定型処分場に

受入れ可能な廃棄物を予め判定する可能性が示された。

また，本評価法の開発過程で，廃石膏ボードの硫化水素

発生ポテンシャルが，他の安定廃棄物に比べて高いこと

を示し，その原因が石膏ボードの結合剤として使用され

ているグルコース糊に由来する可能性を明らかにした。

現在，この事実を実証するために大型ライシメータによ

り，硫化水素発生実験を進めている。途中段階ではある

が，廃石膏ボードのみで硫化水素の発生が認められてい

る。

　産業廃棄物の資源化処理残渣（シュレッダーダスト）

および都市ごみ焼却灰の混合埋立を対象として，安定化

促進のための研究を進めている。両者とも比較的有機物

含量が低いが，焼却灰のために塩分濃度が高く，安定化

が遅れる傾向にある。そこで，地方自治体および民間と

の共同研究により，世界的にも注目に値する実証規模で

のテストセル実験を開始した。今後，着実に実験を進展

させ，成果を発信していきたい。一方，最終処分場の安

定化を評価するため，埋立地表面から非破壊で内部の状

態を診断する手法として，表面ガスフラックスの計測手

法を，また，既存の安定化指標を補完さらには総合化す

る新たな手法として微生物生態系を用いるバイオ指標を

開発してきた。前者では，赤外線サーマルビデオカメラ

等を用いた地表面温度の面的な観測により，フラックス

と地温との相関関係を用いて，これまで困難であった処

分場全体の地表面ガス放出量を，簡易かつ迅速に評価す

る新たな手法を示した。また，後者では，処分場ごとの

細菌群集構造の違いが示され，今後生態学的特性に関す

る情報を蓄積していくことで新たなバイオ指標の手がか

りが見えつつある。また，覆土中のメタン酸化細菌群を

対象とした解析による安定化指標は他の安定化指標との

比較ならびに実証等を経て実用化への提案を行っていく

段階にあるといえる。我が国では最終処分場に搬入され

る廃棄物の主体が焼却灰へと大きく変わってきている。

焼却灰中には，近年注目を浴びている難分解性有機汚染

物質（����）の代表であるダイオキシン類（����）が

少なからず含まれ，既存の処分場においては埋立基準を

超えるところも見受けられる。本研究では，焼却灰中の

����が溶解性フミン酸の存在で保有水の移動にあわせ

て下方へ移動している可能性を示し，腐植化が����等

難分解性有機物の長期挙動の鍵を握っていることを推測

した。

　以上，４研究課題の成果をまとめたが，今後の課題と

して，第１の課題では，安定型処分場における硫化水素

発生問題の解決を図るため，安定廃棄物の硫化水素発生

ポテンシャルを基準化するための評価手法の精緻化を図
図�５０　焼却灰の腐植化の進行とダイオキシン類の溶出

特性の鉛直方向変化
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ること，および廃石膏ボード自体が持っている有機物

（グルコース糊）による硫化水素発生能を実証レベルで

評価することである。第２の課題では，３つのテストセ

ルの条件である好気性セル，嫌気性セルの安定化促進効

果を評価すること，および好気性セルにおける最適通

水・通気条件を明らかにすることである。第３の課題で

はいろいろなタイプの処分場に微生物群集構造解析を適

用し，比較研究を進めることである。そして，第４の課

題では，最終処分場における����の挙動，特に腐植酸

との相互関係を明らかにする研究をさらに進め，����

の移動の主要なドライビングフォースを明らかにする。

２�３　資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リ

スク制御手法の開発に関する研究

２�３�１　バイオアッセイによる循環資源・廃棄物の包括

モニタリング

（１）目的

　本研究では，循環資源や廃棄物，土壌，排水，排ガス

などに含有される重金属類や���などの有害物質を，

バイオアッセイ法により包括的に，かつ簡易に検出する

測定監視手法を開発すること，また，ダイオキシン類縁

化合物把握にむけたバイオアッセイ手法の適用と未知物

質の探索を行うことにより，循環廃棄過程における塩素

化ダイオキシン類以外の制御対象物質群候補をスクリー

ニングすることを中期計画の目標としている。平成１３

年度から本年度にかけての目標設定としては，難分解性

の残留性有機化学物質（����）の代表的物質であるダ

イオキシン類や���に対して，酵素免疫測定系アッセ

イ（�����）および��レセプター結合アッセイ（������

（��������	
�������
���������������������������），�

����（７���������	��
��
�����������	�））の導入と前

処理系の開発を含めたモニタリング手法検討および循環

資源・廃棄物試料への適用を行うことが挙げられ，実試

料として，フライアッシュおよび廃���油を対象とし

たモニタリング研究を実施した。

　また，有害化学物質全般の包括的かつ迅速な測定監視

手法（早期警戒システム）の開発に向けて，廃棄物埋立

処分場浸出水管理を対象として，種々のバイオアッセイ

（急性毒性試験，遺伝子毒性・変異原性試験，内分泌か

く乱関連バイオーマーカー試験）を組み合わせ，試験結

果の総合化を検討するアプローチを行った。

（２）実験方法

　本年度対象試料としては特に，焼却飛灰（フライアッ

シュ）中のダイオキシン類縁化合物のモニタリングを意

図し，フライアッシュ試料を�����，����により分

析する際の妨害成分除去法を確立し，それを組み込んだ

前処理方法でフライアッシュの脱塩素化処理前後の挙動

について毒性当量値（バイオ－���）を求め，ダイオ

キシン類の化学分析値との比較評価を試みた。

　また，廃���の化学分解処理過程のバイオアッセイ

モニタリングを目的として，パラジウム�カーボン触媒

（����）を用いた水素化化学分解などによる廃���の化

学処理実験を行い，分解処理前後の化学性状，�����

および�����による情報を獲得し，分解挙動に対する

総合的な知見獲得を試みた。重要な問題は���含有ト

ランス油（鉱物油系絶縁油）中の多環芳香族炭化水素

（����）などの共存活性成分除去のための前処理方法で

あり，この課題に重点的に取り組んだ。

　廃棄物埋立処分場管理のためのバイオアッセイバッテ

リー構築のため，２０種あまりの生物試験手法について

浸出水試料測定のための手法の標準化や妨害対策などを

検討した。処分場の履歴の判明している浸出水共通試料

に対する生物試験，機器分析等により物理化学的要因の

寄与と，処分場管理のためのスコアリング手法を検討し

た。

（３）研究調査結果および考察

　１）廃棄物焼却フライアッシュのダイオキシン類縁化

合物把握に向けたバイオアッセイの適用

　フライアッシュ試料をバイオアッセイで分析する際の

妨害成分（����）除去法について，����標準品および

フライアッシュ実試料を用い，バイオアッセイ用前処理

法について検討した結果，バイオアッセイにおける

����の過剰活性影響を除去し，ダイオキシン類縁化合

物を選択的に分析する必要がある場合には，４４％硫酸

シリカゲル加熱還流法が，濃硫酸処理法や硫酸シリカゲ

ルカラム処理法と比較して，����の除去法として最も

有効と認められる結果が得られ，以降のモニタリングの

前処理法として採用した。

　窒素雰囲気下におけるフライアッシュ脱塩素化処理過

程でのバイオアッセイ手法の導入をはかるため，脱塩素

化処理実機装置の処理前原灰と処理灰の採取と，ラボ装

置による脱塩素化試料の作成を実施した。これらの試料
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に対して，�����や����を適用し，毒性等量値（バ

イオ－���）を求め，ダイオキシン類の化学分析値と

比較した結果，化学分析値とバイオアッセイ値間に類似

の傾向が認められた（図５１）。図中で�����������は処

理前飛灰，�������は実プラントでの脱塩素化処理飛灰，

����������	�
�はラボ条件で中間的分解条件を施したと

きの飛灰を意味する。バイオアッセイ値は化学分析値に

比べて高めの値で，１．１～５．５倍の範囲にあり，脱塩素

化処理での条件スクリーニングあるいはモニタリング手

段としての有効性が認められた。フライアッシュ試料の

�����による定量下限をマトリックスの異なる３種の

フライアッシュ試料を用いて検討した結果，�

２０～４０�の試料を前処理した場合の定量下限は高めの

見積もりにおいても１��������であると考えられた。

　���������が化学分析による���と比べて高めの

値を示す原因の一つとしては，化学分析で���が考慮

されていない臭素系ダイオキシン／フラン［�������，

�������（�＝��������）］，臭 素 系 難 燃 剤（����，

������，�����等），ポリ塩化ナフタレン（����）

およびニトロ化または塩素化����のダイオキシン様活

性（���������）が挙げられるが，化学分析の実測

データを充実させた上でそれらの物質の活性寄与を判断

することが必要と考えられた。

　２）廃���の分解処理過程のモニタリング手法とし

てのバイオアッセイ

　廃���の分解処理過程におけるバイオアッセイモニ

タリング手法の確立を目指し，２つの���化学処理（触

媒水素化脱塩素化法（����法）および有機アルカリ金

属分解法（������法））を組み合わせた廃���コンデ

ンサー油の処理実験を行い，分解処理前後の化学性状と

併せ，バイオアッセイ情報の獲得を試みた（表８）。本

実験では，����法および，������法を併用することに

図�５１　フライアッシュ試料の化学���と�����および����により求めたバイオ����の比較

表�８　���化学処理試料における化学分析及び�����バイオアッセイ結果
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より，���濃度は１００％に近いレベルから０．１３���に

まで最高７桁の低減が図られている。一方で，������

で は，数 千��　�����と い う 活 性 値 か ら０．１，�

０．０１��　�����レベルにまで４，５桁の毒性の低減がなさ

れている。これら高濃度���を含むコンデンサー油の

化学処理試料については，����分配のみを行う前処

理（表中�法と記載），あるいは硫酸シリカゲルカラム

処理を追加した前処理（表中�法と記載）により，化学

���に対応したバイオ－���が���レベル（���総量

で）の処理試料まで得られている。

　一方で，柱上トランスに含まれる���レベルの微量

���含有鉱物油系絶縁油試料については，硫酸シリカ

ゲルカラムクリーンアップによってもバイオ－���が

化学���に漸近せず過剰応答を示すことが分かった。

鉱物油に数％程度含まれる鉱物油中の����が原因物質

と推察され，フライアッシュ同様の４４％硫酸シリカゲ

ル加熱還流法を用いることにより，����が排除でき，

���濃度にして数���程度相当の���モニタリングが

�����にて十分可能であった。また，���主要異性体

である���　�１１８のモノクローナル抗体を用いた

�����によっても同様の前処理を鉱物油に施すことによ

り，総���濃度数���に対応できるモニタリングが可

能であることが分かった。

　３）処分場管理における化学物質リスクの早期警戒シ

ステムの構築

　履歴，構成の推測可能な５処分場より浸出水８試料，

処理水６試料について化学分析，生物試験（表９）を

行った。

　一般水質項目・無機元素・陰イオンおよびアンモニウ

ムイオン・イオンバランス・吸着型全有機ハロゲン

（���）ならびにフェノール，フタル酸エステル，その

他有機酸の分析結果より，浸出水で���と���が

１００����以上を示し，高濃度の有機性汚濁物質を含んで

いることが推測され，無機成分についてはほぼ全体像を

把握できた。また，水処理工程では無機元素の大半は除

去されないが，浸出水原水中の吸着型全有機ハロゲンは

処理により約半量にまで低減されていた。

　両生類初期胚，魚類，藻類，甲殻類の生物個体，なら

びに細菌を使用した急性毒性試験で数種の浸出水に検出

された毒性は処理により低減しており，感度の差はある

ものの結果に類似の傾向が見られた。細胞毒性に関し，

浸出水で特に試験系への阻害が懸念される高浸透圧の問

題を検討したところ，数種の試料では培地の塩化ナトリ

ウム添加濃度の調整が必要であったが，２８０�������

まで対応可能とされた。遺伝子毒性，変異原性試験に関

し，生物個体を供試生物とした小核試験，コメットアッ

セイでは非濃縮試料において有意の毒性が検出され，適

用可能であった。ただし急性毒性を示す試料では測定不

能なため希釈が必要である。一方細菌試験系については

����試験で非濃縮，���試験で１０倍の減圧濃縮試料の

毒性が検出可能であったものの，感度の上でさらなる改

良の必要があり，より簡便と見られる���試験にて発

光検出ならびにバイオセンサー化による高感度化の検討

を行った。また，急性毒性，遺伝子毒性，内分泌かく乱

表�９　バイオアッセイの概要
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性の間に毒性の関連は見られなかった。以上の試験結果

より，最終処分場のリスク監視のツールとして，試験系

そのものの有用性評価，最適化を進め，テストバッテ

リーを構成する試験の選定のための基礎情報を得た。

　バイオアッセイはいずれも包括的であり，相互作用の

最終の影響を検出するものであるが，その結果の意義付

け，使用法の設定はそれぞれの検出メカニズムにおける

科学的根拠に基づいて，行われることが重要である。

が，同時に，必要十分なレベルまで手法や結果の評価法

が簡易化されることが不可欠である。バイオマーカー試

験，抗体アッセイなどの個別の生体応答に基づくもの，

生態毒性，個体の内分泌攪乱性試験などの個体そのもの

への包括的毒性を検出するもの，ならびに試験管内，生

体の遺伝子毒性試験などの発ガンのプロセス検出から発

展した閾値の設定されていないものなど，カテゴリ分け

を行い，それぞれ３段階，５段階の数パターンのスコア

リングを行った。

　一例を図５２に示す。こういった図によりそれぞれの

試料に高くスコアリングされる毒性のカテゴリや処理工

程による毒性低減効果の傾向などが判別可能である。

（４）まとめ

　ダイオキシン類縁化合物のモニタリングで課題となっ

ていた����除去のための試料前処理方法として硫酸シ

リカゲル加熱還流処理が有効であるとの知見が，フライ

アッシュ，���含有鉱物系絶縁油を対象としたバイオ

アッセイ結果と化学分析との比較により得られた。フラ

イアッシュでは，�����を用いて��������レベルの

高感度検出把握が可能となり，廃���処理においては，

数���レベルまでの低減は�����，酵素免疫測定系

アッセイにより検出対応が行えることを確認した。

　廃棄物処分場浸出水試料を対象とした広範な生物試験

手法（バイオアッセイバッテリー）の標準化について検

討した結果，急性毒性，遺伝子毒性，内分泌撹乱性，生

態毒性などの幅広い毒性が検出可能であり，濃縮，抽出

等の前処理を行わなくとも試験別で有意な差のある毒性

が検出されることが分かった。これらの成果に基づき，

処分場管理のためのスコアリング手法を提案した。

　今後，ダイオキシン類縁化合物検出アッセイについて

は廃棄物や汚染土壌，底質などの媒体別に段階的な分画

を行って幅広いデータ蓄積を図り，未知活性物質検索を

継続するともに，前処理を含めた簡易モニタリング手法

としての洗練を行う。バイオアッセイバッテリーについ

ては，バッテリー選択やスコアリングについてさらに検

討を加え，包括的な毒性評価に最適な運用システムを提

案するとともに，処理対策に結びつく知見獲得を目指

す。

２�３�２　有機臭素化合物の発生と制御に関する研究

（１）目的

　難燃剤は，プラスチックや合成繊維，合成ゴムなどの

可燃性物質に添加または反応させることにより，難燃効

果を与えるもので，ヒトの日々の生活に不可欠のもので

あるが，一方，こうした物質によるヒトの健康や環境に

対する影響が心配されはじめている。つまり，１９９０年

代後半になって，ヒトの母乳中にあるポリ臭素化ジフェ

ニルエーテル（�����，図５３参照）の濃度が急増して

いることが分かってきた。ポリ塩素化ダイオキシン類

（���������）やポリ塩素化ビフェニル（���）などの

多くの有機塩素化合物は２０世紀最後の四半世紀で減少

傾向にあるのに対し，�����の濃度は１９７２年から１９９７

図�５２　処分場試料のバイオアッセイによる３段階スコア
リング結果

図�５３　ポリブロモベンゼン（����）とポリ臭素化ジ
フェニルエーテル（�����）



―　４２　―

年の間で指数関数的増加を示しており，５年間で２倍増

加のペースであることが報告されている。そこで，有機

臭素化合物を緊急の検討対象とし，その主たる発生源，

環境移動経路をフィールド研究から確認し，制御手法を

検討することを目的としている。

（２）実験方法および解析方法

　中長期にわたる計画的な対策策定のための基礎的情報

を得ることを目的に，テレビに含まれる臭素系難燃剤の

年間の廃棄フロー量を推計した。テレビのなかでも重量

の大きい前カバー，後カバーを対象部位として，８０年

代後半，９０年代前半，９０年代後半の３つの製造年代別

に全臭素，全アンチモン，�����，テトラブロモビス

フェノール�（�����），臭素化ダイオキシン類

（���������）を分析したデータ，ならびにテレビの出

荷台数，ワイブル分布に近似した寿命曲線を用いて，使

用済みテレビの廃棄台数およびそれに含有される臭素系

難燃剤の廃棄量をモデルによって推計した。なお，テレ

ビの平均使用年数を９．８年とし，テレビのサイズの違い

を反映させるために計算は５つのサイズ区分ごとに行っ

た。また，メーカーヒアリングの結果に基づいて，①非

代替シナリオ（９０年代後半維持），②非�����代替シ

ナリオ（２００１年度までに代替完了），③非臭素系難燃剤

シナリオ（２００３～２００６年度のうちに代替）の３つのシ

ナリオについて予測を行った。

　７ヵ所の廃棄物埋立処分場（一般廃棄物処分場６ヵ

所，産業廃棄物処分場１ヵ所，いずれも管理型埋立地）

を調査対象として選定し，浸出水処理施設の前後で試料

を採取した。採取試料水中に存在する臭素系難燃剤につ

いては，�����の同族体および異性体などの測定を

行った。その他，����，��，��，��，��，���，��，

���，���，�２６０（紫外部２６０��吸光度で溶存性フ

ミン物質（���）の指標）を測定した。

　有機臭素化合物の挙動を把握するには，それらの水溶

解度などの物性データが必要となる。しかし，それらの

データの測定例は非常に少なく，入手が困難である。そ

こで，ジェネレータカラム法をベースとした水への溶解

度の測定装置を作成し，図５３のような�����やポリブ

ロモベンゼン等の有機臭素化合物の水への溶解度を測定

した。

　熱分解ガスクロマトグラフ質量分析計（�������）

を用い，臭素化合物を含むプラスチックを各条件によ

り，熱抽出・熱分解測定することで，その生成物につい

て検討を行った。熱分解装置には，フロンティアラボ社

製オートショットサンプラー（���１０２０�）を用い，１８

種のプラスチック試料について�����スキャン測定を

行った。

（３）結果および考察

　臭素系化合物の含有量分析結果および文献情報等か

ら，後カバーには１９８７～１９９０年，前カバーには１９９３～

１９９６年に臭素系難燃剤が利用され始めたと推測された。

また，９０年代前半までは，�����の一種であるデガブ

ロモジフェニルエーテル（����）が主流であったが，

その毒性・環境蓄積性が懸念されて９０年代後半には

�����などのその他臭素系難燃剤が主流となっていた。

　上記のテレビの寿命とサイズを踏まえた廃棄モデルに

よる予測・推算の結果，２０００年度に廃棄されるテレビ

のうちの８１％が臭素系難燃剤を含んでいることが分

かった。既に，臭素系難燃剤を含む廃プラスチックのリ

サイクル・適正処理への対応が求められていることが分

かる。シナリオ①（非代替シナリオ）では，近年のテレ

ビの出荷台数はほぼ一定であるにもかかわらず，テレビ

カバーに含まれて使用済みとなる��量は２０２０年度まで

増加し続け，２０００年度比で３．７倍となった（図５４）。こ

の原因はテレビの大型化であり，２０２０年度においては

３０インチ以上の大型テレビの寄与が３８％と大きかっ

た。現状では，後カバーについて一部マテリアルリサイ

クルが試みられているのみで，臭素系難燃剤を含む廃プ

ラスチックの多くは埋立・焼却処分されている状況にあ

るため，早急にリサイクル・処理技術を確立することが

望まれる。なお，今回の予測値は環境進入量のベースと

なる量であり，このうちの一部が実際に環境へ進入する

ことに注意が必要である。

　次に，代替シナリオについて，国内の主要テレビメー

カーは②非�����代替シナリオ対策を既に終了させて

いる。したがって，このシナリオが現時点の基本のシナ

リオであり，①との差がメーカーのこれまでの対策成果

である。この場合，�����の廃棄ピークは２００５年度と

予測され，その後減少し，２０１５年度には寄与が小さく

なる。ただし，�����の減少分だけ，�����が増加す

るので，カバー中の全��量はシナリオ①と変わらない

結果となった。シナリオ③（非臭素系難燃剤シナリオ）

は，最短期間で非臭素系難燃剤に代替が進む場合を想定
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したものである。この場合は，全��量のピークが２０１０

年度頃になると予測され，２０００年度比で２．６倍の全��

量であった（図５４）。したがって，仮に迅速に代替が進

んだとしても，２０００年度の２．６倍の量を適正にリサイク

ル・処理することが必要になる。なお，経済産業省の試

算によれば４００万台を超える中古テレビが輸出されてい

ると推算されている（今回の予測量の４８％に相当）た

め，今回の予測量が国内と国外における合計環境進入量

のベース量を示している。

　７ヵ所の埋立浸出水の実測調査の結果，検出された

�����の主要異性体は�����４７，�９９および�１００であ

り，それらの３異性体の合算濃度は浸出水原水����～�

４����（平均０．５６����）で，処理水で����であった。原

水については米国の調査結果より低いレベルであった。

�����は原水で����～６２０����（平均１１０����），処理水

で����～１１����（平均３．１����）であった。施設間で比

較すると，埋立後の経過年数が短く，粗大ごみの破砕物

が埋め立てられている処分場で比較的濃度が高い傾向に

あった。処理水の濃度は極めて低く，十分除去されてい

た。

　埋立浸出水で一定の検出が見られたため，難燃加工プ

ラスチックの溶出試験を行った。①��用耐熱タイプの

����（黒色のペレット状，�������），②��用���

����（灰色のペレット状，�������），③実際の廃��

ケーシング材の粗破砕物，④実際の廃��ケーシング材

の細破砕物を難燃加工プラスチックの試料とした。溶出

試験は，溶媒として蒸留水，メタノール溶液（２０％），

�������フミン酸溶液（���換算で１，０００����）の３種

類を使い，３０℃ の恒温室で液固比を１００：１，接触時間

を５日間とし，２回�日の頻度で軽く振とうさせながら

かくはんした。メタノールは埋立層内での易分解性有機

物の共存を想定し，またフミン酸は実際の埋立地で

�����の浸出を高める影響が認められた難分解性の

���成分を想定して用いた。�����の同族体の合算含

有量は，�������では１μ����と低かったが，その他は

２４，０００～２５，０００μ����であった。これらの試料を用いた

溶出試験の結果として，定量できた同族体の合算濃度を

図５５に示す。メタノールを溶媒として使った場合の溶

出濃度が最も高いが，蒸留水を用いた場合にも検出され

た。また，試料間で比較すると��ケーシング材の細破

砕物からの溶出濃度が高かった（蒸留水２２０����）。フミ

ン酸を溶媒として使った場合にも高い溶出濃度がみられ

た。いずれの溶媒でも，��ケーシング材では粗破砕物

より細破砕物の溶出濃度が若干高かった。

　�����の溶出試験の結果（テレビケーシング材破砕

物）を埋立地での実測調査結果と比較した。埋立地浸出

水の中で最も濃度が高かった１施設（下水汚泥の搬入が

あり，浸出水は暗褐色を帯びている）とフミン酸添加に

より���換算１０００����の溶媒を用いた溶出試験結果は

表１０のとおりである。なお，�����は同族体濃度で比

較した。���や�２６０を比較すると，フミン酸を添加し

図５４　廃テレビに含有される臭素量の予測
　　　　　　　　　　　　　　　（臭素系難燃剤の非代替シナリオ（左図）と代替シナリオ（右図））

図�５５　難燃加工プラスチックの溶出試験結果
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た溶出試験の試料が高く，９，１０臭素化は極端に溶出試

験結果のほうが高いのに対して，３臭素化から７臭素化

までの同族体濃度はむしろ浸出水のほうが高い点が注目

される。要因として，液固比（埋立地のほうが低い），

あるいは接触時間（埋立地のほうが長い），埋立層内で

の生物反応等の関与による脱臭素化反応，難燃プラス

チック材料の相異などの影響が考えられる。

　溶解度の測定結果を表１１に示す。表中の３物質を測

定対象とした理由は，初めての測定として取り組み易い

ということと，物性データの評価や応用において高臭素

化物だけでなく低臭素化物のデータも必要となるためで

ある。さらに，示差走査熱量計を用いてこれら物質の融

点（��）と融解エンタルピー（Δ��������）を測定し，水へ

の溶解度（��）データと共に熱力学関係式へ代入して，

水中の活量係数（γ）も決定した。水への溶解度の値が

低い場合には，溶解度データから求めた活量係数は無限

希釈活量係数とみなせるので，活量係数に蒸気圧をかけ

ることでヘンリー定数（��）を求めることが可能とな

る（表１１）。得られた��と��を���������の値と比較

すると，��は���������の１０�～１０�倍であり，��は�

１～１０倍のオーダーである。この物性値の差は，

�����．�����に比べて測定物質の水に対する移動性はか

なり高いが，水�大気環境間の分配性についてはあまり

大きな差はないことを示唆している。以上のように，有

機臭素化合物に対して，熱物性を含めて多くの物性デー

タを提供できた。とくに，本研究で得られた２５℃ 以外

の温度の��，Δ����������，Δ��������などは，本研究によって

初めて明らかにされた物性値である。今後は，高臭素化

物の溶解度を測定すると共にオクタノール�水分配係数

の測定を行う予定である。

　加熱温度を２００℃，３００℃，５００℃，８００℃に変え，ヘ

リウム雰囲気および空気（窒素：酸素＝４：１）雰囲気

下で熱分解測定を行ったところ，５００℃までは加熱温度

に伴い，生成物ピークが増加することが確認できた。し

かし，８００℃では，５００℃の時よりもピーク数が減少す

る傾向にあった。これは，ほとんどの試料で見られる現

象であった。とくに５００℃以上の場合，検出されたピー

ク数は，ヘリウムよりも空気の場合の方が少なく，酸素

により分解が促進されていることが示唆された。

　測定に供した試料には，３～１２％（���）の臭素が含

まれていることが分かっているが，ほとんどの試料にお

いて，検出された主なピークは，基材由来の熱抽出物か

熱分解生成物で，臭素化合物はマイナーな検出物であっ

た。しかし，��スキャン測定によって得られたデータ

を３�クロマトグラムとして視覚化し，逐次検索したと

ころ，さまざまな臭素化合物が確認できた。３００℃，ヘ

リウム雰囲気における測定では，多くの試料から，ブロ

モフェノール類とブロモベンゼン類が同定された。一部

の試料からは，臭素系難燃剤であるブロモジフェニル

エーテル類やブロモビスフェノール類が同定されたが，

一部では検出率（ブロモジフェニルエーテル類：�

５�１８，ブロモビスフェノール類：１�１８）は低かった。

また，ブロモジベンゾフランも検出された（検出率：�

表�１１　溶解度（��）、融点（��），融解エンタルピー（△��������），溶解エンタルピー（△����������）���ヘン
リー定数（��）の計算値

表�１０　テレビケーシング破砕物の溶出試験結果と埋立浸
出水の比較

埋立地浸出水溶出試験項　目
０．９７０．１�３����

�����

３．２０．１８�４����
１．８０．１７�５����
１．２０．７６�６����
１１１．５��７����
＜２１１�８����
＜５１０００�９����
＜５０２１０�１０���
８７．１��

＋７６＋１３０�������

１５２��

９．３７０�２６０
５４０１，３００���������

０．００１６０．１��������
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５�１８）。多くの試料から，ブロモフェノール類が検出

されたにも関わらず，それを前駆体として生成する可能

性のあるブロモジベンゾ���ジオキシンは検出されな

かった。

（４）まとめ

　廃テレビの年代別の有機臭素系難燃剤の含有実態を把

握し，廃テレビの寿命曲線から時系列的な廃棄予測モデ

ルを作成した。７ヵ所の埋立処分場浸出水から，ポリ臭

素化ジフェニルエーテルが検出された。その主要異性体

は�����４７，�９９および�１００であり，それらの３異性

体の合算濃度は最大４����（平均０．５６����）であり，テ

レビケーシング材の細破砕物からの溶出も確認された。

２臭素化の����に対する水溶解度を実験的に求めたと

ころ，塩素化ダイオキシン類と比較して１０�～１０�倍であ

り，水に対する移動性はかなり高いことが確認された。

２�３�３　循環資源・廃棄物中有機成分の包括的分析シス

テム構築

（１）目的

　循環資源や廃棄物を取り扱う際に，有害化学物質の有

無を調べることは，環境影響や生態影響を事前に予測・

防止する観点から極めて重要である。現在汎用されてい

る有害化学物質の分析法は多くがガスクロマトグラ

フィー質量分析法（�����）を利用したものであるが，

この方法は基本的に，熱的に安定で，かつ３００℃位まで

の温度域においてある程度以上の蒸気圧を持つ物質に限

定されてしまう。一方，循環資源や廃棄物で対象とする

化学物質には，不揮発性物質や熱的に不安定な物質も多

く含まれており，これらを分析するためには新たな手法

の開発が必要である。そこで，本研究では液体クロマト

グラフィー質量分析法（�����）を中心とした有機成

分の包括的分析システムの構築を目指す。また従来の定

量を中心とした分析法だけでなく，未知物質の同定にも

対応できるシステムを考えていく。この手法を最終処分

場浸出水などの液状試料に応用して分析システムの有効

性を検証する。

　具体的には最終処分場浸出水を試料として，（�）系

統的試料処理法の開発，（�）改良�����の開発，（�）

有機成分のキャラクタリゼーション法の開発，を柱に研

究を実施していく。

（２）方法

　１）系統的試料処理法の開発

　様々な性質の化学種に対応する方法とするため，水�

オクタノール分配係数（����），分子量および官能基を

考慮して選択したモデル化合物４７種（表１２参照）を実

際の浸出水に添加して調製した模擬浸出水を使用して，

多段固相吸着・分画溶出法と液々抽出・ゲルろ過クロマ

トグラフィー（���）分画法を比較検討した。

　疎水性吸着剤（���������１８����������	���
������

��������２の１種）とグラファイトカーボン（��������

��２または���������）を抽出剤とする方法で，以下の

３種類の組み合わせを検討した。

①����������������２�����������抽出�酸性・中性・塩

基性の溶媒脱離

②���������１８������������２中性・酸性・塩基性抽�

出�溶媒脱離

③����������	��
��������２中性・酸性・塩基性抽�

出�溶媒脱離

　①～③の方法は，抽出剤の性能，組み合わせは大差な

いが，①ではすべて��調整を行わない水溶液を抽出，

②，③は中性水溶液を抽出後，酸性，塩基性に順次変え

て抽出する。いずれの方法も残った水溶液中の成分は

�����で分析した。

　液々抽出・���分画法では，ヘキサン�ジエチルエー

テル�ジクロロメタンによる逐次抽出と水系���を組み

合わせた。モデル化合物を添加した浸出水の水系���

分画は，ヘキサン，エーテル，ジクロロメタンの順に各

３分画ずつ行った。

　２）改良�����の開発

　多くの化学物質について現在広く使われている

�����のイオン化法による検出感度を測定し，化合物

の構造と感度の相関を調べた。さらに感度の低い化学物

質を測定するための新しいイオン化法の開発を行った。

　３）有機成分のキャラクタリゼーション法の開発

　薄層クロマトグラフィー（���）で有機塩素化合物あ

るいは有機リン系農薬の有無を包括的かつ迅速に検知す

る手法の開発を行った。また，���で浸出水中に含有

されている有機物の分子量分布を測定する方法や����

水素炎イオン化検出法（���）で極性分布を調べる方法

の開発も行った。一方，質量スペクトルを解析して未知

物質を同定する研究では，特定官能基（カルボニル基）

を誘導体化して，それらの�����スペクトルを解析す
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ることにより，分子構造とスペクトルパターンの関係を

調べた。

（３）結果および考察

　１）系統的試料処理法の開発

　多段固相吸着・分画溶出法および液々抽出によるモデ

ル化合物の回収率をいくつか表１３に示した。

　４７モデル化合物の大部分はこれらの方法で抽出された

が，�������（　�������２．５４　）���������	�
�����
�
�（������

��１．３　）����������������������（　������０．０９　）������������	
��

����（　������２　）の４物質は固相に抽出されなかった。

�����������	
�	��は新たな抽出剤の検討により，

�����������	
�	��を除く３物質は誘導体化などと組み合

わせた抽出法の検討により，捕集あるいは検出できると

考える。①～③の方法で回収率の差が大きい物質は

������（　�������４．６　），����（　�������３．８６　），������

���������	�
（　������１．３　），�����������（　�������０．１９　），

��������	�����１５（　������０．�７１　），��������	���
�
��

（　������２．２５　），�������������	（　�����　�４．０２　　），�����

���������（　������６　）で，他は比較的同レベルの回収率

であった。これらの差違は，化合物の存在形態に因ると

ころが大きいと思われる。一方，液々抽出・���分画

法については，����が�０．８より大きい化合物は，

��６，ジクロロメタン（���）で効率よく回収できた。

液々抽出は固相抽出に比べ，溶液中におけるクラスター

形成の影響を受けにくいため，化合物による抽出率の差

が小さかった。

　モデル化合物を添加した浸出水の水系���分画では，

ヘキサン画分に全体の半数以上の物質が溶出し，エーテ

ル画分，ジクロロメタン画分には数物質が溶出したのみ

であった。また，ジクロロメタン画分には，�������

の小さい物質が溶出した。これは���分画の一例であ

るが，�����の試料分画に有益な結果を得た。

　２）改良�����の開発

　廃棄物関連化学物質の現在の�����による感度を明

らかにするため，５５物質を選び，����（��������	
��

������������	
��
����
���
��：大気圧化学イオン化），

���（��������	
����
���������：エレクトロスプレーイ

オン化）の感度を評価した。また，それらを化合物群別

に分類し，生成イオンの質量電荷比（���：実質は�＝

１）と相対感度（最も感度の低い臭素化合物を基準に計

算した値）を図５６に示した。有機臭素化合物の感度は

他の化合物より２，３桁低く，ニトロ化物の一部は１，２

桁低い。これらの物質は一般にイオン化エネルギーや酸

度が高く，かつプロトン親和力や電子親和力が低い。溶

媒イオンを介してイオン化が進む����，���ではイオ

ン化はほとんど起こらない。

　低感度の化合物を高感度で測定するための新たなイオ

ン化法として����法（インスプレーグロー放電イオン

化法）を開発した（特願２００２�１８４６２２（平成１４年６月

表�１２　オクタノール／水分配係数（����）などの特性から選び出したモデル化合物
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２５日））。����法のイオン化装置の概要を図５７に示し

た。このイオン化装置は，市販の�����の����イオン

化装置に，グロー放電電極，放電電源を付加して製作

し，スプレーガスにアルゴンを用いたものである。従来

のイオン化装置と簡単に切り替えられるため，相互補完

的な使用ができ，製作費も安価である。

　����におけるイオン化の原理は，液体クロマトグラ

フ（��）から溶媒とともに溶出する化学種をアルゴン

ガスで霧化し，これをグロー放電させて励起アルゴン

（���），アルゴンイオン（����）を生成させ，これらを

介して化学種をイオン化させるものである。���，����

の内部エネルギー（それぞれ１０．５５��，１５．７６��）は，

����，���で作用する溶媒和イオン����，����（�は

溶媒分子，例えば�が�����では����＝��・������，�

�������では��������
�・��������）の内部エネルギー�

より大きく，プロトン親和力が低くてイオン化エネル

ギーの高い化合物もイオン化できる。なお，����　は

正イオンを生成する反応であるが，電子親和力が低く酸

度の高い物質の一部も正イオンにできる。

　従来の���法と違って����法では，イオン化時の余

表�１３　各抽出法によるモデル化合物の回収率

図�５６　�����における分子イオンの質量電荷比と相対感度の散布図
　　　　　　　　　（縦軸は最も感度の低い臭素化合物を基準に計算した相対感度）
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剰のエネルギーによって分子イオンは開裂し，多くのフ

ラグメントイオンを生成する。一般にフラグメントは分

子構造を反映すると考えられるため，これらの情報の解

析について，解析アルゴリズムの検討，スペクトルデー

タベースの物質の整備等を進めることにより，構造情報

が得られることが期待される。したがって，����を用

いることによって，廃棄物中に存在すると考えられる難

分解性化学物質を検出できる可能性が大幅に向上すると

ともに，生成するフラグメントイオンからそれらの物質

の構造情報を得られる利点がある。

　����と����によるニトロナフタレンの感度を比較

したところ，����によるイオン強度，���比は����に

くらべ，それぞれ約３０倍，約５０倍大きかった。そこで

����，���では低感度の化学物質について，����と

����，���の感度を比較した。その結果を表１４に示す。

　����は��������������（�����）などの有機ハロ

ゲン化合物のイオン化には適さないが，芳香族ニトロ化

合物など表１４に示すほとんどの物質で，従来の�����

のイオン化法に比べ数倍から数百倍の感度が得られ，こ

れまで�����で測定できなかった物質の範囲を大幅に

縮小できるものと考える。

　����でイオン化が困難であった有機ハロゲン化合物

のうち，臭素化炭化水素の検出を容易にする技術

（��������	
�法と名付けた）の基礎的開発に成功した。

����が正イオンを作るイオン化法であるのに対し，こ

のイオン化法は負イオンを生成する方法である。負イオ

ン生成に寄与が大きいのは，物質の電子親和力および酸

度である。電子親和力が低く，酸度の高い物質は，通常

の�����のイオン化ではイオン化し難く，その典型の

ひとつが有機ハロゲン化合物である。本法は，有機臭素

化合物より電子親和力が低く，酸度の高い溶媒を

������として，有機臭素化合物のイオン化効率を高め

るものである。��������	
�と����による有機臭素

（ヘキサブロモシクロドデカン（����）とヘキサブロ

モベンゼン（���））の感度を比較したところ，����，

���とも����法でのピークはノイズに近い状態である

が，��������	
�法では明瞭なクロマトグラムが得られ

た。本法によって，従来イオン化が困難であった臭素化

炭化水素を１桁程度以上高感度で検出することができ

図�５７　����法（インスプレーグロー放電イオン化法）
のイオン化装置概念図

表�１４　����法と従来法の�����感度比較

希
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た。今後，さらに多くの物質で有効性を検証し，マト

リックスの影響や反応機構を解明する予定である。

　３）有機成分のキャラクタリゼーション法の開発

　有機塩素化合物を���上で検出するには芳香族アミ

ン系（特に�������������と３，３�，５，５������������	
����

������）の発色剤が有効であった。発色剤を噴霧後，紫

外線を照射することで白地に緑ないし青色の比較的鮮や

かな発色を示した。検出感度は化合物により異なり，ク

ロルデンで０．１μ��，塩素化パラフィンで１０μ��，���で

２μ��，クロルピリフォスで１μ��程度になる。また，

それぞれの化合物は���で分離検出される。実際の家

屋に使用されている柱材試料片をジクロルメタンに浸

し，溶媒を蒸発させて２０倍に濃縮した後，���を行っ

たところ，クロルデンが検出された。発色度から木材中

の濃度を推定すると０．６���程度であり，本法の実試料

への適用可能性が確認された。

　リン系農薬としてはモノクロトフォス，エチルチオメ

トン，���（フェニトロチオン），クロルピリフォスを

選び，可塑剤等で廃棄物試料でよく検出されるリン酸ト

リクレジル（���），リン酸トリオクチルも用いた。発

色剤として４��（４���������	
�）��������（���）試薬を

用いた場合，���，���以外は青い発色スポットを与

えた。逆に����������	�
�	�����
����を用いると

���，���以外は発色しなかった。これらの結果から，

����������	�
�	�����
����は感度が低く，リン系農

薬の検出には���試薬が適していた。���試薬による

発色の感度は化合物によって異なり，モノクロトフォ

ス，���で０．１μ��，クロルピリフォスで０．５μ��，エチ

ルチオメトンで１μ�程度であった。展開挙動も化合物

によって異なり，アミノ基を含むモノクロトフォスはジ

クロルメタンで展開されなかった。また塩化パラジウム

を噴霧した場合は，硫黄を含まない���，���および

モノクロトフォスは発色せず，これら以外の硫黄を含む

リン系農薬は黄褐色を示した。こうした展開挙動と塩化

パラジウムによる発色の有無を組み合わせることでリン

系農薬の包括的スクリーニングを行うことができる。

　浸出水のキャラクタリゼーションに関しては，���

による分子量分布の測定は予想した結果を得るまでには

いたっていないが，�������による極性分布の測定で

興味ある結果が得られた。浸出水６種類を分析した結

果，浸出水の主な有機成分は強極性であることが分かっ

た。これに対し，有機成分の抽出に汎用される液々抽

出，固液抽出で得られる成分は，比較的極性が強いがも

との浸出水の主成分よりは極性が弱い。また浸出水中有

機化合物の９９％以上は，����２に保持されないことが

分かった。さらにイオン交換系の固液抽出を行った結

果，浸出水中の有機化合物は大部分がイオン性である可

能性が高いと考えられた。このように浸出水中の有機成

分が大部分親水性・イオン性であることが分かった。親

水性成分中の有害成分の分離が包括的な分析システムと

しては重要である。

　�����スペクトルを解析して物質を同定する研究で

は，３８種類のカルボニル化合物を２，４�ジニトロフェニ

ルヒドラジンと反応させてヒドラゾンとし，���負イオ

ン質量スペクトルを測定した。誘導体の特異性のため

に，フラグメントピークが観察され，フラグメンテー

ション解析を行った。いずれの化合物でも，分子からプ

ロトンが脱離した擬似分子イオンが強く観察された。ジ

ニトロフェニルヒドラジン骨格に由来するピークと分子

全体に由来するピークに大別できたが，詳細な分子構造

は質量スペクトルに反映されていなかった。

（４）まとめ

　試料抽出・分画では，ポーラスポリマー�グラファイ

トカーボンの組み合わせで様々な性質の化学種を幅広く

抽出できることが明らかになった。また，�������が

�０．８以上の物質はジクロロメタンの液々抽出で十分抽

出された。分画には，ポーラスポリマー�グラファイト

カーボンの各吸着剤から別々に溶媒抽出して分画する方

法，����を用いて���モードで分画する方法とも有

効であるが，さらに分画を検討する必要がある。分画さ

れた試料を�����で高感度検出する基本的な方向は今

回の研究で定められたので，今後は実試料を使った実験

を重ねることにより，その有効性を高めていく。一方，

未知物質を含めた有機成分の全体像を把握するために

は，個々の化合物を定量する方法とは別のマニュアルが

必要である。そのためには，有機成分のキャラクタリ

ゼーション法の研究に力を注ぐ必要がある。今回の研究

では，���で有機塩素化合物や有機リン系農薬などを

包括的に簡易検出する道を開いたが，実試料への適用を

考えた改善が求められる。未知スペクトルを解析して物

質を同定する手法の開発はまだ緒についたばかりであ

り，基礎的な検討をしばらく続けねばならないと考える。

　今回開発した手法は浸出水などの水溶液を想定したも
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のだが，固形廃棄物に適用するのは比較的容易と考えら

れる。包括的分析手法開発の今後の課題として，

�����分析法の改良，抽出分画法の統合と改善，

�����による未知物質検索ツールの開発，廃棄物主要

成分の定性分析法における定性手段の開発などを考えて

いる。

２�３�４　循環資源・廃棄物中ダイオキシン類やPCB等の

分解技術開発

（１）目的

　有機塩素化合物などの有害化学物質を含んでいる廃棄

物は環境汚染防止のために，これらの有害化学物質を除

去あるいは分解してから処理されねばならない。本研究

では有機塩素化合物に着目して，これらの高効率抽出手

法や無害化手法を開発すると共に，将来的には開発され

た技術における物質フロー解析を行い，システムとして

の制御方策を提言する。

　中期計画の前半においては，１）既存の���分解技術

における分解機構の解明，２）電解還元などによる有機

塩素化合物の分解技術開発，３）微生物による有機塩素

化合物の分解技術開発，の内容で研究を行った。１）で

は，���処理においては���消失の確認をしただけで

は，安全性の担保は完全とは言い難く，分解機構の解明

や���以外の有害物質有無の確認が重要である。ここ

ではパラジウム・カーボン（����）触媒分解法と紫外

線分解法における���の分解機構を解明することによ

り，���の安全で，安定的な分解処理手法を確立する

ことを目的とした。２）では，難分解性の芳香族塩素化

合物の脱塩素化には還元的手法が有効と考えられ，新技

術開発として，ここでは電気化学的に還元を行う方法や

熱水で抽出分解する方法など，迅速・安全で制御容易な

脱塩素化技術の開発を目的とした。３）では，微生物を

使って有機塩素化合物の脱塩素化分解を行う研究は既に

いくつも行われているが，高塩素化物質では脱塩素化さ

れにくい点や反応速度が遅いことなど，実用的な分解技

術にはいたっていない。そこで，反応速度が速いと考え

られる高温域（６０℃ 以上）でも活動する好熱菌を利用

して，有機塩素化合物を分解する技術開発を目的とした。

（２）方法

　１）廃���化学処理における分解機構の解明

　９種類の���異性体（２���（��������，�１），

３���（�２），４���（�３），２，３，４��� ��（�２１），

２，２�，５，５�������（�５２），２，３�，４，４�，５������（�１１８），�

３，３�，４，４�，５���� ��（�１２６），２，２�，４，４�，５，５��������

��（�１５３），�����（�２０９））を出発物質として光分

解およびパラジウム・カーボン（����）触媒分解を行

い，経時的に採取した試料から分解過程における中間体

を特定，分解経路を明確にする。また，塩素置換位によ

る反応速度の違いを比較することにより，光反応と

����触媒反応との分解経路や塩素置換位置における反

応性の違いを比較する。光反応では，５０��のイソプロ

パノール，水酸化ナトリウム（塩素モル数の１００倍量），

２��の���各異性体を混合し，窒素雰囲気下２５℃で，

紫外線照射（低圧水銀ランプ，５�，２５４��）　により

反応を開始した。触媒反応では，ヘキサデカン１２００�

と���各異性体（１００����程度）を混合後，����触媒

０．６�を投入，窒素雰囲気下２６０℃ で，水素ガスの注入

により反応を開始した。

　２）電解還元法による有機塩素化合物の脱塩素化技術

開発

　還元電位の高い難分解性有機塩素化合物である１�

����������	���
�
を基質として，分解の諸条件を検討

した。２，２�，４，４�，５，５����������	�
����
��と４������

��������	
を使って反応機構の解析を行い，実用化に向

けてカネクロール４００での脱塩素化実験を行った。代表

的な電解系としては，ジメチルホルムアミドに��������

���������	
����
��������
を０．１�����濃度に溶解した

電解液を使用した。電解セルは隔膜（ガラスフィル

ター）で仕切られた２室型で，容量は各３０��である。

陰極にはグラッシーカーボン，陽極には白金のともに

１７��四方の平板を使用し，参照極には銀�銀イオン電

極を使用した。速度論的検討では，室温（２０℃ ±

２ ℃），一定かくはん下で所定量のメディエータと基質

を添加して電位を印加し，電流（反応速度）と濃度の時

間変化を追跡した。電解は主に定電位分解を行い，電

流・電気量をモニターするとともに，適宜サンプリング

を行って����により基質，生成物の分析を行った。反

応で生成する中間生成物，副生成物の同定は�����等

で行った。

　３）微生物による有機塩素化合物の脱塩素化技術開発

　沖縄県内の土壌から発見された好熱菌を利用して，高

濃度の���を含有する魚肉を高温分解し，���がどの

ように分解されたかを調べた。実験装置は断熱密閉陽圧
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型発酵機（高温型生ゴミ処理装置）を使用した。容器内

の圧力は圧力計で，温度はデジタル温度計で連続計測し

た。���を含有する試料として，サメの切り身を購入

して，家庭用ミキサーでミンチ状にしたもの２５��に，

オガクズ２５��，種菌２５��，水２５��を混合したものを

上記装置に入れ，密閉してかくはんした。ジュール熱と

発酵熱で温度は１４０℃まで上昇し，１４０℃で３時間放置

した。室温まで冷却後，内容物を取り出し分析を行った。

（３）結果および考察

　１）廃���化学処理における分解機構の解明

　①モノクロロビフェニル（���）の分解反応

　３種類の���（等量混合物）でオルト位，メタ位，

パラ位での反応速度（表１５参照）を調べた。

　光反応ではほとんど２���のみ分解が進んでいるのに

対し，触媒反応では２���の分解速度は遅い。メタ位や

パラ位の塩素に比べてオルト位に結合する塩素の反応性

が，光反応では極めて大きく，逆に触媒反応では低いも

のと考えられる。

　②２，３，４�トリクロロビフェニル（�２１）の分解反応

　連続してオルト，メタ，パラへ塩素が置換している

�２１からの主な一脱塩素化体は光反応ではオルト位が

脱離した３，４������（�１２）で，触媒反応ではパラ位が

脱離した２，３������（�５）であった（図５８）。次に光

反応，触媒反応ともメタ位脱離が起きていた。また光反

応では塩素が転位した反応生成物（２�，３，４������）も見

られたが主要な経路ではなかった。

　③デカクロロビフェニル（�２０９）の分解反応

　光反応，触媒反応とも反応開始後，�２０７，�２０８が

同程度出現しており，オルト位から脱塩素した�２０６は

検出されなかった。脱塩素化はオルト位では起こりにく

く，メタ位またはパラ位からの脱塩素が主反応と考えら

れた。その後も，オルト位の塩素が脱離しない形で反応

が進み，オルト位にのみ塩素が置換されている�５４と

なる。光反応では�５４以降は転位反応による経路が主

となっており，不安定なオルト位から容易に安定な位置

へ転位した後脱塩素が起きると考えられた。

　④分解速度への影響

　各異性体での反応速度式を液中濃度の１次式（�

�����＝��，�：分解速度定数）として表し，分解速度

図�５８　光反応及び����触媒反応における分解経路の比較

表�１５　光反応及び����触媒反応によるモノクロロビフェニルの濃度変化（濃度単位：μ������）
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定数を求め，表１６に示した。塩素置換位置（オルト，

メタ，パラ），塩素原子数および置換塩素に隣接した原

子の分解速度への影響について考察した。

　�．塩素置換位置

・オルト位塩素：触媒反応ではオルト位塩素の脱離が遅

く，オルト塩素数が多いほど反応は遅くなる。一方，光

反応ではオルト位に置換する塩素数によって異なる。オ

ルト位の塩素原子が１つの場合（�２１，�１１８）はオル

ト位脱離が起きやすい。これはオルト位塩素脱離により

フェニル基のねじれが大きく緩和するため，立体効果か

ら反応性が決定されると考えられる。オルト位塩素が２

つ以上ある場合は，�２０９はメタ位とパラ位脱塩素，

�１５３はパラ位脱塩素が多く起きるなど，オルト位以外

の脱塩素が起きやすい。オルト位塩素脱離によって生じ

るねじれの緩和は，６位塩素など他のオルト位塩素の存

在のため小さくなり，反応性は立体効果よりも電子効果

により決定されていると考えられた。

・メタ位塩素およびパラ位塩素：メタ位とパラ位の反応

性の違いは普通あまり大きくないが，個々の異性体では

いずれかに偏っていることがよくあり，どのようなとき

に差が出るかは他の塩素置換位置と数によって決定され

ているようである。

　�．塩素原子数

・総塩素数：光反応では総塩素数が多いものは分解速度

定数がわずかに大きい傾向を示している。また，隣接す

る塩素数が多いほど解しやすい傾向もみられ，塩素密度

が高いほど塩素が脱離しやすいと考えられる。触媒反応

では�２０９の分解速度定数が著しく小さいため，総塩素

数が多いと分解しにくい。また，オルト位塩素がない

フェニル基では塩素数が多いほど分解速度定数が大き

く，分解しやすい傾向が見られた。しかし，全体として

両フェニル基に置換している総塩素数の違いによる反応

性の差は明確でなく，オルト位塩素の有無等，他の要因

の方が大きく影響していると考えられた。

・両フェニル基の塩素数が異なる場合：光反応では塩素

数の多い方から脱離して両フェニル基の塩素数が同じに

なるように反応が進んでいた。塩素数が少ないほど安定

で反応性が弱いので，各フェニル基を単独に考えれば塩

素数の多いフェニル基の反応性が高いためであろう。触

媒反応では塩素の多い方からではなく，むしろ塩素数の

少ないフェニル基の方が反応しやすい傾向にあり，これ

は立体障害の小さい方が����に接近しやすいためと考

えられた。

　�．連続した３塩素置換の場合

　光反応では，オルト位塩素または連続３塩素のうち真

ん中の塩素から脱離していた。これはフェニル基のねじ

れまたは塩素密度の高さが原因で，反応性が上がると考

えられた。触媒反応では塩素原子に隣接した原子が両端

とも塩素原子の場合（��������）に，片方に水素原子が

隣接　（�������）している場合よりも脱塩素しにくい

傾向を示した。隣接した３つの炭素に結合した原子の影

響により，反応性は������＞�������＞��������の順

となり，これは塩素原子の誘起効果によると考えられた。

　２）電解還元法による有機塩素化合物の脱塩素化技術

開発

　①１�����������	���
�
（��）の脱塩素化

　��の電解還元はその還元電位（�２６５０��）では十

分な電流密度が得られず，電位を�����������の還元電

位（�３０００��）に設定することで，反応完結まで十分

な電流密度が得られた。反応完結時までの消費電気量は

表�１６　各異性体の分解速度定数
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電流効率で１０６％で，脱塩素生成物である�����������

の生成量は��の濃度に対して９７％であった。��が消

滅した後に陰極内の反応液は濃緑色になり，電位印加を

停止すると透明になること，また着色溶液に��を添加

すると速やかに脱色することから��の脱塩素で生成し

た�����������がその還元電位で還元され，ラジカルア

ニオンになり，これが還元剤として働いていると推定さ

れた。�����������の還元は可逆反応であり，過電圧下

で生成したラジカルアニオンは��を速やかに還元して

�����������に戻る。そこで�����������を最初から過

剰に添加しておくと，反応が安定に進行することが分

かった。この方法は��濃度が低い場合や水分等の妨害

不純物が存在する場合に特に有効であった。反応機構を

解析した結果，ラジカルアニオンの溶液中への拡散が重

要な要素であり，反応速度はメディエータである

�����������の濃度に１次，基質濃度である��に１�２

次で比例することを確認した。

　②���の脱塩素化

　���などの多塩素化物の場合は予想した電位では十

分な脱塩素化が起こらなかったが，最初からメディエー

タ前駆体（��������，�����������など）を添加してお

くと，非常に迅速な脱塩素化が起こり，中間の低塩素化

物を一時的に生成するだけで，ほぼ理論量の��������

が生成した。また，カネクロール４００の場合は，反応中

異性体分布はほとんど変化しなかったが，これは個々の

脱塩素化反応が非常に速いため，中間体が残留できない

ためと考えられた。還元力の弱いメディエータを用いた

場合には反応中間体が確認できたので，反応機構を解明

することができた。塩素の脱離されやすさは�＞�＞�

の順であるが，この順位はメディエータとの反応性でな

く，生成した���のラジカルアニオンから脱離しやす

い塩素の位置を反映したものである。このように強力な

ラジカルアニオンをメディエータとして用いた場合，

���異性体間で反応性に差はないと考えられる。���

を脱塩素化する場合，塩素数に応じた電気量が必要であ

る。反応速度に関しては図５９に示すように塩素数が異

なる���でも，濃度に塩素当量を用いるとほぼ同じ速

度になることが分かった。塩素当量は対象の平均塩素数

と濃度から求まるので共通速度式が適用可能となり，分

解速度が推算可能となる。ただし，反応初期に電極表面

活性が低下する場合があり，その原因解明が必要である。

�

　３）微生物による有機塩素化合物の脱塩素化技術開発

　実験装置は断熱密閉型であるため，発酵分解における

ガスなどの散逸がなく，本実験における平均質量損失は

４．６５％であった。したがって，発酵中に���などが漏

洩した可能性はない。摩擦によるジュール熱と微生物の

発酵熱により室温（３０℃）から１４０℃ まで１．２２℃�分

の速度で温度上昇した。���の分解率は���が９７％，

���が９８％，���が９８％，���が６９％，���が６５％，

���が６１％，���が５４％，���が４８％，���が４９％，

����が５８％，全���平均が７６％であった。塩素が３個

以下の���は９０％以上が分解されているが，塩素が増

えると分解されにくくなり，塩素が８個の���が一番

分解されにくい結果となった。全体としての分解率は

７０％程度であり，期待したほどには分解されなかった。

（４）まとめ

　本研究では���などの有機塩素化合物を共通対象物

質として既存技術の高度化ならびに新技術開発を目指し

て研究を行ってきた。以下にまとめと今後の課題を示す。

　廃���をパラジウム・カーボン触媒および光照射で

分解する場合，触媒法ではオルト位が脱離しにくく光分

解ではオルト位が脱離しやすい等，両分解法による反応

機構の違いについて解明できた。今後は，���異性体

混合時の反応性の違い等未解決の点を明らかにするとと

もに，���等他の物質で技術の有効性を検証する。新

たに金属ナトリウムによる分解機構を解明し，前２法と

比較する。また，���処理施設における解体現場など

室内環境中���を迅速かつ容易に測定するための簡易

モニタリング法の開発を行う。

図�５９　ヘキサクロロビフェニルおよびモノクロロビフェ
ニルの電解還元反応（縦軸はミリモル塩素当量��）
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　電解還元で生成させたラジカルアニオンをメディエー

タとする脱塩素化法によって１�クロロナフタリンおよ

び���の迅速かつ完全な脱塩素化を実現した。反応速

度はメディエータ濃度に比例するので，メディエータ前

駆体（�����������や��������等）の濃度調整によって

反応速度を制御することが可能となる。���の脱塩素

反応も迅速に進むが，置換位置によって塩素の脱離しや

すさが異なることも明らかとなった。また，反応時間は

塩素数に応じた当量数で計算でき，���の平均塩素数

を用いれば算定可能である。今後の課題としては初期の

電極表面の不活性化の原因究明とより簡便な電解質の開

発である。

　微生物（好熱菌）による魚肉中���の分解実験では，

塩素数３個以下の���は９０％以上で分解できたが，高

塩素化���は約５０％程度しか分解できなかった。今回

の実験では沖縄の研究者が所有している好熱菌を使用し

たため，十分なデータを採取できなかったが，今後は独

自で好熱菌の探査を行い，有害化学物質の分解に利用で

きるか否かを調べていく。

２�４　液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技

術システムの開発に関する研究

２�４�１　窒素，リン除去・回収型高度処理浄化槽，消毒

等維持管理技術システムの開発

（１）目的

　し尿や生活雑排水等の液状廃棄物処理において，窒

素，リンなどの栄養塩類を高度に除去し，かつ，派生す

る汚泥の適正な処理を行うことは，湖沼などの閉鎖性水

域における有毒アオコの発生に繋がる富栄養化を防止す

る上で極めて重要な課題である。一方で，栄養塩類のう

ちのリンは枯渇する資源であり，我が国においては将来

的に輸入が困難になることが十分に予想される。我が国

では，リンは１００％を輸入に頼っているのが現状であ

り，肥料原料としてのリン鉱石の入手が困難となること

は，食料安全保障の観点からも深刻な問題である。これ

らの理由から，とくに，リンについては液状廃棄物およ

び派生汚泥からの回収を念頭においた高度処理技術の開

発が不可欠となる。すなわち，リン除去・回収ならびに

窒素除去も効果的に行える既存浄化槽の改造も含めた分

散型の液状廃棄物および派生汚泥の高度処理技術の開発

とともに，このような高度処理技術の効果的普及のため

の衛生学的配慮としての消毒等の維持管理技術システム

を含めた開発を図６０に示すフローで推進し，我が国に

おけるリンの動態調査，分散型のリン資源循環が可能な

液状廃棄物処理技術の基盤的開発を行った。

（２）内容および成果

　１）リン資源の国内におけるフロー解析

　平成１０年度における我が国のリンのフローを代表例

として図６１に示す。リンの輸入総量は，この年度で

６７．９万トンに及んだ。輸入されたリンのうち，そのほ

とんどが食料・飼料，化学肥料およびリン鉱石としてで

あり，これらは輸入総量の約８７％を占めていた。国内

におけるリンの動態をみると１３．８万トンが水域へ排出

され，５０．２万トンが国土へ蓄積されていることが分か

る。水域へのリン排出量のうち４３．５％に該当する６．０

図�６０　窒素、リン除去回収型高度合併処理浄化槽，消毒等維持管理技術システム
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万トンがし尿，雑排水等の生活系液状廃棄物として排出

された現状が伺える。この排出量のおよそ１�４にあた

る約１．５万トンは浄化槽で処理されることとなる。この

リンの総量は，我が国で排出される畜産系からの液状廃

棄物中に含まれるリンの総量（１．８万トン）にも相当す

る。さらに，閉鎖性水域の富栄養化防止のための第五次

水質総量規制においては，技術開発と普及が立ち後れて

いる浄化槽に対し，窒素，リン除去能の強化が打ち出さ

れている。水域の富栄養化の累進的な加速とリン資源が

世界的に枯渇化していく現状を考えると，リンを高度に

除去する技術とリンを資源として利用しやすい形で回収

できる再資源化技術を開発し，リンのリサイクルライン

を構築することが今後の技術課題として極めて重要な位

置づけとなる。このように生活系液状廃棄物を対象とし

た分散型のリン資源循環が可能な液状廃棄物処理技術の

開発を行う意義が明らかとなった。

　２）吸着脱リンシステム導入浄化槽における水質評価

　浄化槽からのリン排出低減化とリン資源回収の両立可

能な高度処理技術を確立することを目的として，リンに

対する吸着選択性が極めて高いジルコニウムフェライト

を液状廃棄物処理で利用しやすい球状に成形したリン吸

着担体を合成し，リン吸脱着特性などの基盤データを取

得するとともに，この担体を既存の分散型の液状廃棄物

処理プロセスとしての浄化槽とベストミックスさせ実用

プロセスとして適用可能とするために設計された円筒型

カラムシステムに充填し，これらを実験モデル地区とし

て土浦市に設置された１６基の浄化槽（５～７人槽）の

後段に設置してリン除去能およびリン吸着の持続性，リ

ン脱離方法について実証化研究を実施した。

　本実証研究に際して，浄化槽への流入水質は実使用人

員，生活様式により大きく異なることが予想され，例え

ば５人槽の浄化槽でも実使用人員が１人（人槽比０．２ま

たは人員比０．２）や２人（人槽比０．４）などのケースが

ある。本実証試験における１６基の浄化槽の人槽比，使

用状況は表１７に示したとおりであるが，まず，本実証

研究においては，基本データを得ることを目的として，

浄化槽の設計人員に基づき，リン負荷濃度を原単位で�

５��・���，カラムへのリン吸着担体充填量を５人槽で

約５０��，７人槽では約７０��として，流入通水��は５

～７程度，通水速度は���３程度，通水方向は降下流と

して設計し設置した。また，浄化槽が高度処理化された

場合の性能目標を���１０��・���，���１０��・���，

���１��・���に設定した。なお，吸着担体の再生サイ

クルは���の破過点を１��・���としたとき，おおむね

３ヵ月となるようにカラムへのリン吸着担体充填量を設

定してある。実証試験における処理水中の���濃度の結

果を図６２に示す。本実証試験では，各家庭の家族構成，

生活様式などにより浄化槽に流入する水量負荷が大きく

異なることが示唆されたが，各人槽比において処理水質

図�６１　我が国のリンのフロー
図�６２　吸着脱リンシステムの処理水の全リン濃度の経日

変化

表�１７　実証試験に使用した浄化槽の計画と実使用との人
槽比
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として���１��・���を約４ヵ月間にわたって達成可能

なことが実証された。このように，リン吸着担体充填カ

ラムを付設することにより，リンの排出削減が極めて効

果的に達成できることが分かった。また，リン吸着坦体

を充填したカラム内における各部位のリン破過状況を知

るためにコアサンプル試験によって，カラムの下層，中

層，上層の各部位におけるリン吸着量を算出した結果，

いずれの部位においても均一にリン吸着が達成されてお

り，実験期間中は設計どおり適正に運転されていること

が分かった。ここで，吸着破過点に達した担体のリン吸

着量を調べたところ８．７���・���担体��が得られ，室

内実験で同様にして行ったモデル実験の結果とほぼ一致

する吸着量となり，実証試験においても設計どおりの吸

着能が得られることが分かった。また，吸着脱リン法

は，窒素，リン除去能を有さない既存の合併処理浄化槽

に対しても導入可能で，循環脱窒法との組み合わせ改造

を行うことで窒素，リンの除去性能を向上させ��

�１０��・���以下，���１��・���以下の処理水質の維

持可能なことが実証試験により明らかとなった。

　３）吸着脱リンシステムにおけるリン回収のための脱

離能評価

　ジルコニウムフェライト系リン吸着担体の脱着原理

は，可逆的なイオン交換，すなわち，アルカリ領域で吸

着しているオルトリン酸イオンが水酸イオンと交換し脱

離することにある。この原理を用いて，��７付近で液

状廃棄物中のリン酸イオンを吸着し，後に水酸化ナトリ

ウム溶液を用いてバッチでリン酸を脱離させ，その脱離

液からリン酸をリン酸ナトリウム塩として晶析させ，そ

の結晶を回収するというリン回収工程を考えた。室内実

験の結果から，リンの吸着保持量として約９���・���

担体��に調整した吸着担体を用いて脱離実験を行った。

その結果，脱離液として７％水酸化ナトリウム溶液が適

正な濃度であり，吸着坦体量（嵩として）に対して１０

倍量の容積（１０���）以上の水酸化ナトリウム溶液が必

要であることが明らかとなった。この結果を踏まえ，実

際の浄化槽から回収した破過後のリン吸着担体からリン

を脱離によって回収し，脱離したリンをリン酸塩として

晶析させ，脱離後の担体を硫酸で活性化させる実証試験

を行うためのパイロットプラントのリン回収再生ステー

ション（図６３）の適正運転を図るための検討を行った。

　本パイロットプラントの運転条件の適正化を図るため

担体からのリンの脱離率と脱離に用いる７％水酸化ナト

リウム溶液（以降脱離液と称す）の繰り返し使用量を検

討した。すなわち，脱離液を１０，２０，３０���用いて担

体からリンを脱離させた場合のリン脱離率と，それぞれ

の���量において一度使用した脱離液のリンを晶析させ

ずに再び脱離に用いる場合の繰り返し使用回数と脱離率

の関係を調べた。その結果，表１８に示したように

１０���における脱離率は２０，３０���の脱離率に比べて低

く，また，１０���においては繰り返し使用回数が増すご

とに２０，３０���に比べ脱離率の低下が顕著であること

が分かった。以上の結果から，脱離率は最大で８９．３％

であることが示され，脱離率の目標値を８５％程度に設

定した場合，脱離液の使用���量は２０以上で３回は繰

り返し使用可能なことが分かった。

　４）生活排水対策における吸着脱リンシステム導入に

よるリン回収量の評価

　リン濃度が畜産系液状廃棄物のように数百��・���以

上の高濃度であればその状態で晶析法により���（マ

グネシウムアンモニウムフォスフェイト）や���（ヒ

図�６３　リン回収再生ステーションのフロー

表�１８　リン脱離率に対する脱離液���量と繰り返し使用
回数の影響
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ドロキシアパタイト）として効率的な回収が可能であ

る。しかしながら，生活系液状廃棄物中のリン濃度は高

くても５��・���程度であり，しかも，処理水のリン濃

度を１��・���以下に安定させ，かつ，リン回収までを

も行う上では，吸着法を導入し，リンを吸着担体から脱

離させた後に晶析法により回収する方法が有効と考えら

れる。ここで，本吸着脱リン法を国内全ての浄化槽に導

入した場合のリン回収量を試算することとした。リン負

荷原単位を１．３���・人��・���とすると生活系液状廃棄

物としての１人あたりの年間のリン負荷量は４７４．５��

�・人��・���となる。また，浄化槽使用人口は約３，０００

万人（人口の約１�４）であるので，浄化槽にかかる年

間のリン負荷量は１４，２３５�・���となる。ここで，本実

証試験の結果に基づき，リンの除去率を８０％，リンの

脱離率を８５％とすると，浄化槽から年間約９，７００�・����

のリンが回収できることになる。図６１に示したように，

我が国の水域へのリン負荷量は１３８，３００�・���（平成１０

年度）であり，このうち生活系液状廃棄物は６０，０００�

（水域へのリン負荷量の約４３％）である。

　本吸着脱リン法を分散型の浄化槽に適用した場合，生

活系液状廃棄物として排出されるリン総量の約１６％，

水域へのリン負荷量の約７％ものリンを資源回収という

形で負荷削減可能なことが見込まれる。

（３）まとめおよび展望

　１）浄化槽で処理されるリンの総量は，畜産系から排

出される量に相当する量であることが調査結果から明ら

かとなり，分散型のリンの高度除去技術とリン回収再資

源化技術を開発し普及させることは資源循環型社会を形

成し，推進していく上で極めて重要な位置づけとなるこ

とが分かった。

　２）浄化槽からのリン排出低減化とリン資源回収の両

立可能な高度処理技術として吸着脱リン法適用の可能性

が実証試験において示された。

　３）吸着脱リン法を浄化槽に適用した場合，生活系液

状廃棄物として排出されるリン総量の約１６％（９，７００�・���：�

平成１０年度の実績をベースとした場合）の資源回収と

負荷削減が可能であることが見積もられた。

　生活系液状廃棄物に由来するリンは，水域に排出され

たうちの４３．５％もの高い割合を占めている。しかしな

がら，畜産系や一部の産業系の液状廃棄物と比べて排出

濃度が５��・���程度と濃度が低いことから比較的高濃

度に適用しやすい従来技術の���法や���法を生活系

液状廃棄物の処理プロセスに導入しても維持管理，設備

の簡素化などを考慮すると，長期間安定したリン除去能

およびリン高回収率は望めない。本開発研究で実施して

いる吸着脱リン法は検討すべき課題は残されているもの

の，窒素，リン除去能を有さない既存の合併処理浄化槽

への改造導入においても，循環脱窒システムと組み合わ

せることによって長期間にわたり処理水の���１０��・

���，���１０��・���，���１��・���が達成可能で，

５��・���程度の低濃度から高い割合でリン回収が見込

めることが分かった。このように，生活系液状廃棄物の

分散型の高度処理およびリン資源回収を両立させる手法

として極めて有望であると考えられ今後の展開に期待が

もてる。

　今後，既存浄化槽の改造も含め高度処理技術，資源回

収技術の実用化を図るためには，技術開発のみを先行さ

せるだけではなく，なによりも地域社会の協力，住民の

環境保全，資源循環に対する意識の高揚が重要であり，

地域単位での協力体制，施策確立が不可欠である。した

がって，残された基盤技術の開発を推進していくととも

に，本システムを導入したモデル地域を確立し，地域社

会をフィールドとして，リン回収拠点としてのリン回収

再生ステーションにおける回収実証試験を行い，リン資

源回収を行う上で重要な浄化槽の各種操作条件の適正化

を検討し，イニシャルコスト，ランニングコストのミニ

マム化，さらには，衛生面としての殺菌消毒法も考慮し

た新たな維持管理手法について検討していく必要があ

る。

２�４�２　浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発

（１）目的

　地域におけるエネルギー消費の低減および物質循環の

効率化を図る上では，窒素除去，リン除去回収型の高度

処理浄化槽や汚水処理施設などにおいて浄化機能を安定

化・高効率化させる上でのシステム管理技術は必要不可

欠である。とくに，浄化性能の適正管理を支援する技術

としての有用微生物の検出方法および定着促進方法，窒

素，リンの簡易試験方法などを開発するとともに，それ

らを活用した管理技術の確立に対しては，我が国のみな

らず開発途上国を含めた環境行政や管理現場サイドから

も強く要望されている。そこで，浄化槽や汚水処理施設

などの生物処理システムにおいて有用生物としての窒素
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除去の中核を担う硝化細菌に着目し，生物膜や生物付着

担体などにおける硝化細菌群の時間的，空間的分布，さ

らには，作用や機能についても検出，測定できる免疫学

的手法，分子生物学的手法を開発し，これらの手法と試

験紙などの管理現場において迅速に窒素，リンの測定が

可能な手法と併用しつつ相補的解析を行い，適正管理手

法の開発につながる知見を得ること，有用微生物の定着

促進手法などにより浄化槽や生物膜の機能性微生物を活

用することで浄化槽などの分散型液状廃棄物処理システ

ムにおいて常時安定な浄化性能を維持し，処理水質の向

上を図るための基礎および応用技術を確立することを目

的として，図６４に示したフローで硝化細菌の個体群お

よび機能の検出，測定のための免疫学的手法，分子生物

学的手法，処理水の清澄度の向上に有用な微小動物の高

密度定着手法の開発に向けて実験的検討を行った。

（２）内容および成果

　１）硝化細菌の免疫学的手法を活用した簡易的検出，

測定方法の開発

　浄化槽や汚水処理施設において，窒素除去を担う有用

硝化細菌群の時間，空間動態を分子生物学的手法として

の競合�����法を用いることで，迅速かつ容易に硝化

細菌群を検出する基礎技術を確立し，現場における硝化

活性の迅速かつ的確な診断ツールとしての適用を検討し

た。硝化細菌に対する競合�����法の開発においては，

まず，目的とする硝化菌の表面抗原を認識するモノク

ローナル抗体を得る必要がある。そこで，硝化細菌群と

してアンモニア酸化細菌である����������	�
����
	�	

と亜硝酸酸化細菌である���������	�
����
�������のそれ

ぞれについて微生物大量培養装置（大型）を用いて大量

培養し，菌体を濃縮，回収した後に各菌体の破砕物を抗

原としてマウスに投与した後，ハイブリドーマ作成およ

びスクリニーング過程を経て各硝化細菌の検出可能なモ

ノクローナル抗体を得ることに成功した。さらに，得ら

れた抗体の精製度を確認するために，実際の生物処理で

活用される活性汚泥を用い，そこに生息する他の細菌群

とのクロスリアクションを検討した結果，得られたモノ

クローナル抗体は��������	�	および��������	
��
��の

それぞれを検出できる特異性を持っていることが判明

し，実際の浄化槽や汚水処理施設においても硝化細菌を

検出する手法として適用可能であると考えられた。ま

た，モノクローナル抗体を硝化細菌の定量化に適用させ

るために，得られた抗体を競合�����法にて活用し，

公定法としての���法による硝化細菌の定量化手法と

測定精度を比較した結果，図６５に示すように，高い正

の相関が得られ，実際の生物膜や浄化槽，活性汚泥など

の生物処理において硝化細菌の時間動態を定量化する有

効な測定手法を開発することができた。

　モノクローナル抗体にマーカーを付与すれば，硝化細

菌の安定な定着手法の検討や適正操作条件を評価解析す

るための硝化細菌群の空間分布測定を行うことが原理的

には可能である。とくに，処理性能の現場管理や有用微

図�６４　浄化システム管理技術の簡易容易化手法の開発フロー



―　５９　―

生物を優占的に定着させるための新たな微生物担体の開

発においては処理水質と特定微生物の空間分布構造を解

析することが適正な管理体制創りや材料の選定，構造の

設計を行う上で有用な知見を与える。そこで，分子生物

学的手法として，抗体に蛍光マーカーを付与した二抗体

サンドイッチ�����法で，坦体や生物膜における硝化

細菌群の可視化による分布構造を認識可能であることを

実証するために，まず，汚水処理施設から採取した坦体

を固定後にミクロトームで薄くスライスし，そこに，先

に得られた��������	�	および��������	
��
��に対する

２種の一次抗体を反応させた。つぎに，それぞれの一次

抗体に特異的に反応する異なった蛍光色素でラベルした

二次抗体を反応させた結果，それぞれの硝化細菌が異

なった蛍光色でラベルされ，坦体中や表面近傍の���

��������および��������	
��
��の空間分布を観察する

ことに成功した。さらに，��������	�	および���

��������	
��を包括固定化した坦体を汚水処理プロセス

に導入するモデル実験を行い，処理過程において，硝化

速度の上昇とこれらの硝化菌群の空間分布の変化につい

ての相関を得ることに成功し，容易な操作で多検体の同

時測定が可能であることが分かり，管理現場で硝化機能

を迅速に把握する上での一手法に目途をつけることがで

きた。

　２）硝化細菌の機能に基づいた検出，測定のための分

子生物学的手法の開発

　モノクローナル抗体法は，特定細菌群の個体群や分布

特性を包括的かつ簡易的に測定し解析する上では有効な

手法となるが，この抗体で検出されない硝化細菌が存在

したり，また，検出された個体数そのものが活性や機能

を必ずしも反映しない。例えば，個体数は多く分布して

いても活性が極端に低下し，硝化が十分に進行しない

ケースやその逆のケースもある。したがって，硝化機能

を正確に診断するためには，個体群や分布特性および硝

化細菌の有するアンモニア酸化機能，亜硝酸酸化機能を

把握し，処理水質との関係を総合的に解析する必要があ

る。これまで，モノクローナル抗体法のような免疫学的

手法によりも極めて高い精度で微生物群集構造の解析が

可能な遺伝子学的手法としての����法や����法を検

討してきたが，これらの手法は����をターゲットとし

ているため活性の高い硝化細菌（����を十分に保持し

ている）の検出は可能であるが，活性の低下した硝化細

菌（����含有量は少ない）を把握することはできな

かった。そこで，硝化細菌の活性には左右されないと考

えられる機能遺伝子をターゲットとした�����������法

と１６������をターゲットとした����法により，まず

は活性度の大きく異なるアンモニア酸化細菌の検出を試

みた。�����������法では機能遺伝子としてアンモニア

をヒドロキシルアミンに酸化する酵素をコードする

����遺伝子をターゲットとした。検出試験は，アンモ

ニア態窒素を十分に与えアンモニア酸化細菌の活性度が

十分に保持されたグラニュール状の生物膜およびアンモ

ニア態窒素を制限しアンモニア酸化細菌の活性度を低下

させたグラニュール状の生物膜を対象とした。その結

果，����法においては，活性度が十分に保持された生

物膜中のみからアンモニア酸化細菌が検出されたが，

�����������法では活性度の有無に関係なくアンモニア

酸化細菌を検出することができた。このように，活性が

低下し����の含有量が減少したアンモニア酸化細菌の

検出法として機能遺伝子をターゲットとした��������

���法の有効性が示された。以上の検討により，����

法と�����������法によりアンモニア酸化細菌を検出し

相対差を解析することによって窒素除去における微生物

反応の一過程であるアンモニア酸化反応の活性度を適正

に評価できる可能性が示唆された。

　３）混合微生物生態系における有用微小動物の高密度

定着手法の開発

　分散型の高度処理浄化槽などの液状廃棄物処理プロセ

スにおいて処理水の透明度向上，余剰汚泥の発生低減を

図るための有用高機能微生物を用いた技術開発を目指し

たものである。対象とした有用微生物は，懸濁状のバク図�６５　���法と�����法との相関関係
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テリアを効率よく捕食する機能を有するろ過摂食性の輪

虫類���������	
��
�����
�����で，これを活用した処理

の高度化のための技術開発を行った。すなわち，この高

機能微小動物を合併処理浄化槽の好気槽で高密度化を図

る方法，現場に供給する上での微小動物の大量培養方法

と長期保存方法について検討した。

　多孔質担体流動式小型合併処理浄化槽を用いて���

������������	
�の高密度定着化の実証試験を行った結

果，浄化槽の運転開始時に���������	
�����
�を増殖促

進成分（米糠抽出物）とともに添加することで，その個

体を２週間程度で１０��・����に担体内へ高密度定着化

できることが分かった（図６６）。また，個体数が低下時

に成分の添加により，再び高密度定着化が図れることが

分かった。なお，���������	
�����
�は，米糠抽出物に多

く含まれているビタミンの一種であるγ�オリザノール

により増殖活性が高まることが室内実験により確認され

ている。

　実証試験期間における処理水の透明度と���

������������	
�の個体数との相関関係（図６７）から���

������������	
�の高密度化されたことにより処理水の透

明度は飛躍的に向上することが明らかとなり，混合微生

物生態系の生物膜方式の液状廃棄物処理プロセスにおけ

る高度化を有用微小動物を活用して行えることが分かっ

た。

　���������	
�����
�を現場に供給する上では，量産と

シーディング剤化を検討する必要があるが，���

������������	
�を微生物大量培養装置（大型）により，

増殖促進成分２．５�・���を主要基質として温度２５℃，水

中散気（１００�・�����）の培養条件において，２週間程

度で１．７×１０��・����まで高密度大量培養できること

を明らかにした。また，培養後の培養液中の懸濁物

（���������	
�����
�を含む）を濃縮・回収し，回収物に

６％グリセロールを添加することで�８０℃において約１

年間���������	
�����
�の保存が可能であることが分か

り，浄化槽等の液状廃棄物処理の管理現場で容易に活用

可能とするためのシーディング剤化に向けての手法を見

出すことができた。

（３）まとめおよび展望

　①液状廃棄物処理において窒素除去過程の律速因子と

なる硝化細菌の検出可能なモノクローナル抗体を得るこ

とに成功し，�������蛍光抗体法により坦体や生物膜にお

ける硝化細菌群の可視化による分布構造が認識可能であ

ることを実証した。

　②機能遺伝子をターゲットとした�����������法と

１６������をターゲットとした����法により，活性度

の大きく異なる硝化細菌（アンモニア酸化細菌）の検出

が可能であることを実証し，硝化細菌の機能解析にかか

る分子生物学的手法を開発した。

　③微小動物輪虫類���������	
�����
�を液状廃棄物処

理プロセスで高密度定着化させ処理機能を向上させると

ともに，この輪虫類を管理現場で容易に活用可能なシー

ディング剤化に向けての大量培養，保存方法を見いだす

ことができた。

　本研究で得られた各種分子生物学的手法によって，こ

れまで極めて困難とされていた混合微生物生態系におけ

る窒素除去の律速因子となる硝化細菌の個体群解析，機

能解析が迅速かつ明瞭に行える可能性が明らかとなり，

図�６６　���������	
�����
�の個体数密度の変化
図�６７　���������	
�����
�の個体数と透視度の添加系にお

ける関係
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液状廃棄物処理プロセスにおける硝化細菌群の機構解明

につながることのみならず，処理プロセス設計や適正維

持管理の指針創りに反映させる基盤データを得る上で大

きな期待がもてる。一方，液状廃棄物処理プロセスにお

いて特定の有用微生物を高密度化させ処理機能を向上さ

せること，さらに，有用微生物を管理現場で容易に活用

可能とするための一つの手法を提案することができた。

これらの知見を踏まえ，今後は，し尿・生活雑排水等の

液状廃棄物処理性能の向上化に貢献する有用微小動物の

バイオリアクターへの高密度定着簡易化手法および窒素

除去に関わる有用細菌類の新たな分子生物学的検出手法

を水質簡易測定手法と併用して開発し，正確で汎用化可

能な浄化システム管理技術としての熟成を図るべく，生

物膜を構成する微生物群集の構造解析および微生物群集

構造と浄化機能との関係を解明するための解析手法の開

発研究を推進することとする。

２�４�３　開発途上国の国情に適した省エネ・省コスト・

省維持管理システム技術の開発

（１）目的

　し尿や生活雑排水等の液状廃棄物に対して，エネル

ギー消費の低減および省コスト，省維持管理システムを

アジア太平洋地域の開発途上国も視野に入れた各国，各

地域に移転可能な技術として開発することは，国際的な

自然環境保全と生活環境の改善に責務を負う我が国の最

も重要な課題であると考えられる。そのなかで自然生態

系の持つ浄化能力を有効に活用し，また，自然の持つ物

質サイクルとも協調が可能な土壌・湿地等の生態系に工

学を組み込んだ生態工学は，最も有望な技術として着目

されている。とくに，生態工学のなかでも食料生産を兼

ね備え，窒素・リンの資源リサイクルも可能とした浄化

システムの構築は，開発途上国の環境改善に貢献する上

で極めて重要である。そこで，図６８に示したように開

発途上国の国情を考慮し，低コスト化を図ることが可能

な生活排水等の液状廃棄物の処理と，さらには，再資源

化による資源リサイクルの理念を開発途上国にも普及さ

せる目的で資源化と浄化の両立を目指すことが可能な食

料生産を兼ねた水耕栽培，水生植物による浄化方法，ま

た，東南アジアを中心とした開発途上国で非常に有効な

浄化システムであるラグーンを用いた手法について，養

魚による窒素やリンなどの資源サイクルを確立すること

を目的とし研究を行った。

（２）内容および成果

　１）水耕栽培植物を活用した資源循環型植栽浄化シス

テムの水質浄化能

　実際に藻類が発生した湖沼水の水生植物を用いた植栽

浄化実験として，タイ王国における一般的な食用野菜の

図�６８　開発途上国の国情に適した省エネ・省コスト・省維持管理システム技術の開発に関するフロー
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クウシンサイ（別名：��������，パックブン）とクレ

ソン（�����������）を用い，タイ王国における汚濁池

の浄化能力，刈り取り量，収穫した野菜の含有重金属類

について，タイ王国の������������	�
����

��������

（���）内に設置された傾斜１�１００，縦１０�，横２�の

水路５本のうち２本を用いて実験を実施した。流入水

（供試水）は大学構内にある汚濁した池水を用いた。４

月より植栽を行った後，実験は５月８日より開始し１２

月１８日に終了した。水量負荷はパックブン，クレソン

ともに１．５���・���・�����で行い，水のサンプリング

は約２週間に１回行った。また，５月２４日と８月２９日

に刈り取りを行った。流入水の平均濃度は，���約

２７��・���，��約２２��・���，���約０．１１��・���，������

�約０．２６１��・���であった。測定項目は流入水と流出

水の��，���，���，������，��，��および気温と

した。

　このタイ王国における植栽浄化実験において，得られ

た���，��，��の平均除去率の結果を図６９に示した。

いずれも１．５���・���・�����の高流入条件ではあった

が，クウシンサイの���，��，���除去率はそれぞれ

２６，２３，３８％，クレソンでは，それぞれ１７，１０，２９％

となった。また，これらのデータから除去速度を算出す

ると，クウシンサイの���，��，���の除去速度は，

それぞれ１０，１４，０．０３４�・���・������，クレソンでは，

それぞれ８．３，１０．８，０．０２２�・����・������となった。こ

のように各水質項目は，ともに良好な平均除去速度を示

した。とくに���については，１０�・���・�����以上の

高い浄化能力の得られることが明らかとなった。また，

クウシンサイとクレソンの浄化能力を平均除去率および

除去速度で比較するとクウシンサイの方が高いことが明

らかとなった。日本においても夏季の３０℃ 以上になる

状態では，クレソンは生育能力が低下するとともに浄化

能力も低下し，一方，クウシンサイは，夏季の浄化能力

が高かったという結果が得られている。このことから，

タイ王国においても日本の夏季と同様の状態が浄化結果

に反映していると考えられた。ここで，タイ王国と夏季

の日本における３ヵ月間の単位面積あたりのクウシンサ

イの刈り取り量を比較すると，それぞれ５，０６０，�

４，９７８�・����であり大きな差は見られなかった。この

ことは，日本において８月，９月の平均気温が高い時期

に多量に収穫しこと，一方，タイ王国では害虫の発生が

収穫量に影響したことが考えられる。

　２）植栽浄化システム生態系における生息生物

　水生植物の根茎部には，実際に浄化効果が期待できる

ほどの数多くの微小動物類が生息していることが観察さ

れた。また，水量が安定して十分量水路に供給されてい

る場合には，シジミなどの二枚貝の他，水生昆虫類，カ

エル，小型魚類の生息も確認されており，この植栽浄化

システムのなかで高次の食物連鎖が形成されている可能

性が示唆された。とくに，これらの中でも二枚貝は極め

て濾過水量が多く，藻類などを摂食し除去する効果が高

いことから浄化能力の向上に貢献していると考えられ

た。このように，水生植物を用いた浄化法は，多自然型

の浄化法であり多様な生物種が生息しているので，浄化

機能のみならず，湖沼周辺の景観の改善や周辺住民への

環境教育の場としての役割も大いに期待できる。

　３）植栽浄化システムにおける収穫植物の安全性と経

済性評価

　収穫した植物（乾燥植物体として）中の��，��，��

を測定した結果，クウシンサイの��，��，��は，それ

ぞれ０．０６４，０．００５，０．０５４��・����，クレソンでは，

それぞれ０．０９６，０．００４��・����，��となった。これ

は，日本における一般の野菜中の含有量とほぼ同等であ

ることから，重金属類に関しては食用として安全である

と考えられた。衛生面をはじめ他の安全面が確保できれ

ば途上国の自国において市場出荷が可能であると考えら

れる。そこで，タイ王国における野菜の市場価格を比較

した結果を図７０に示した。この価格と実験で得られた

単位面積当たりの生産力から推算すると１，０００���当た

りの収穫売上高は，約８２万バーツとなり，植栽浄化シ

ステム施設１，０００���当たりの初期建設費用である６２万

５千バーツをクウシンサイの市場売り上げにより賄うこ図�６９　植栽浄化システムの平均除去率
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とが可能である。また，価格としてはクレソンがクウシ

ンサイの約５倍高値となっていることから，クレソンの

植栽も同時に行うことで，大規模な浄化システムの建設

と維持運用は，コスト的にも十分に可能であると考えら

れる。

　４）タイ王国におけるラグーンシステムによる生活排

水の浄化実験

　東南アジアを中心とした開発途上国で非常に有効な浄

化システムであるラグーンを用いた手法について，養魚

による窒素やリンなどの資源サイクル確立のための実証

化研究を行うこととした。本年度は，タイ王国ロイヤル

プロジェクト内で管理されているラグーン施設の現地調

査を行うとともに，ラグーンの高度化を図るための高次

捕食者として魚類を導入した室内モデルを用い，魚類の

導入によるラグーン内での汚泥減量化や養魚による再資

源化のための基礎的研究を行った。その結果を表１９に

まとめた。

　このタイ王国で稼働しているラグーンシステムは

���除去率９０％，���除去率７２％，���除去率８６％

で，いずれも高い処理能を示した。

　５）ラグーンシステムの室内モデル実験

　ラグーン内では通常の湖沼生態系などと同様に一次生

産者である藻類が窒素，リンを吸収して増殖し動物プラ

ンクトン，さらに水生昆虫などを含めた高次捕食者へと

繋がる生食連鎖，および，藻類が代謝した有機物を起点

とし細菌が増殖することで動物プランクトンへと繋がっ

て行く微生物ループから構成されているが，窒素，リン

除去の多くの部分は，この細菌を始めとした食物連鎖中

の微生物による汚泥転換によっている。そこで，食物連

鎖をより高次にまで延長し，高次捕食者としての魚類へ

のストックを増やすことにより汚泥生成の割合を減ずる

ことを試みるために，ラグーンシステムの室内モデル実

験を行った（図７１）。魚類としてはグッピーを用いた。

その結果，このラグーンシステムでは懸濁物の除去効率

が高く約９０％となっており，また，魚類の導入による

汚泥減量率が４３％と，魚類の導入が汚泥減量化に非常

に有効であることが明らかとなり，高次捕食者による高

度効率化やコンパクト化の可能性が示唆された。さら

に，魚類への変換率は１５％に達しており，増殖した魚

類を回収することにより，窒素，リン除去と同時に食料

資源としてのリサイクルとしても成立する可能性が示唆

された。

（３）まとめおよび展望

　①タイ王国における植栽浄化実験においてクウシンサ

イの���，��，���除去率はそれぞれ２６，２３，３８％，

ク レ ソ ン の���，��，���除 去 率 は そ れ ぞ れ

１７，１０，２９％であった。

　②収穫した植物中の重金属は国内の野菜と同程度であ

り，重金属の面からは安全であることが判明した。

図�７０　タイ王国における野菜の価格比較

表�１９　タイ王国ロイヤルプロジェクトラグーンシステム
の浄化特性

図�７１　高次捕食者として魚類を導入した室内モデル実験
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　③本研究から得られた実験データを用いた試算から，

水耕栽培浄化システムにおいては浄化能と市場的な価値

がバランスした植物種の栽培により資源化と浄化の両立

化が可能であることが明らかとなった。

　④タイ王国におけるラグーンシステムにおいて生活排

水処理が可能であることが明らかとなった。

　⑤ラグーンシステムにおいては魚類生産と汚泥減量化

の両立化が可能なことを示すことができた。

　以上の成果から，エコエンジニアリングシステムとし

ての水耕栽培浄化システムやラグーンを用いた浄化シス

テムは水路建設など，一定の初期コストが必要ではある

ものの，その後の維持管理はきわめて省コスト，省エネ

であり，また食料生産などの経済的な付加価値も期待で

きることから，これまで高コストのために導入が困難で

あった開発途上国への窒素，リン負荷対策技術導入策と

して極めて有望であると考えられる。今後は，これまで

の研究成果を踏まえ，水耕栽培の植栽密度や収穫頻度，

また害虫管理などの諸管理条件適正化と浄化機能や，ラ

グーンの生態システムにおいて，魚類などの高次捕食者

の窒素，リンなどの物質フローへの影響と汚泥減量化に

対する検討，さらに，食料生産を考慮した場合の安全性

評価などを重点課題として研究の進展を図るものとす

る。

２�４�４　バイオ・エコと物理化学処理の組合せを含めた

技術による環境改善システムの開発に関する研究

（１）目的

　バイオ・エコエンジニアリングによる処理の限界を考

慮した場合，物理化学的処理との最適な組み合わせを含

めて窒素，リンの除去高度処理と資源化プロセスの要素

技術を開発し，負荷削減および資源循環の両立を図るた

めの経済的評価も含めたベストミックス化システムを立

案することは，今後の環境低負荷・資源循環型社会を構

築する上で必須の課題である。このようななか，バイ

オ・エコエンジニアリングの���，���，窒素，リン

除去の限界を踏まえた物理化学処理技術に加え，生ゴ

ミ，植物残渣，汚泥の高温好気発酵・コンポスト化法等

による資源化技術やこれらの組み合わせによるハイブ

リッド化処理技術の開発は極めて重要な研究開発課題と

して位置づけられる。また，このような物理化学処理，

ハイブリッド化処理技術とともに，窒素，リン除去・回

収型高度処理浄化槽などのバイオエンジニアリングによ

るし尿や生活雑排水等の液状廃棄物の処理技術や，水生

植物・水耕栽培植物などを活用したエコエンジニアリン

グによる湖沼などの浄化対策などの環境改善システムを

国内や開発途上国各地において最適整備を行うために，

各処理・対策技術の負荷削減効果の評価手法を有毒アオ

コ発生機構などの生態学的知見をもとに開発し，負荷削

減と対費用効果との解析・評価に基づく地域特性に応じ

たベストミックス化システムを提案すること，さらに整

備にかかわる行政制度のあり方を含めて提案することも

極めて重要な研究開発課題である（図７２参照）。

　本研究では，物理化学的処理の要素技術としてラジカ

ル反応を利用した電気化学的処理パイロットプラントを

開発して実証試験を行い，効率的な有機物，窒素，リン

除去のための電極の選定，運転操作パラメーターの検討

を行い基盤的知見の収集を図るとともに，確立されるバ

イオ・エコエンジニアリングシステムとしての高度合併

処理浄化槽，食物残渣破砕物に対応可能な処理プロセ

ス，植裁・土壌浄化プロセス等および物理・化学的処理

等についての性能評価としての藻類生産能力（���），

湖沼シミュレータによるアオコ発生抑制効果の解析評価

技術を開発するとともに，地域の物質循環等を考慮に入

れた地域特性に応じた最適整備手法を確立することを目

的とし研究を実施した。

（２）内容および成果

　１）電気化学的処理による実排水処理試験

　物理化学処理装置として，２つの反応槽（反応槽１，

反応槽２）と，沈殿槽を組み合わせた処理水量７．２��・

���の電気化学的処理パイロットプラントを開発した

（図７３）。反応槽１と２に酸化金属�����電極を設置し，

反応槽１の電極に低電圧を与えることで・���ラジカル

が発生し，反応槽２の電極に高電圧パルスを与えること

で，主に・��ラジカルが発生していると考えられた。

これらのラジカルは，非常に反応性が高く，次々と酸化

力が強い多くの分子種をカスケード的に生成し，排水中

の有機物質と速やかに反応してゆくものと考えられる。

特に生物処理では分解が難しいフミン等の難分解性物質

も酸化処理が可能であると考えられる。実排水を用いた

実験では，良好な処理条件下では，１５���程の処理時間

で排水中の���や���は８０～９０％の処理が可能であ

ることが判明し，有機物の処理が可能なことが実証でき

た（図７４）。また，リンに関しても安定した処理が可能
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であり，全リンの除去率として６０～８０％の高い処理効

率を得ることができたが，リンに関しては物質収支を考

慮すると汚泥に移行することで除去されていると考えら

れた。一方，窒素に関しては処理能の安定性に問題が残

り，全窒素の除去率で１０％以下から５０％の間を変動し

ていた。この窒素に関して，本電気化学的処理システム

では，脱窒的な反応が生じているかどうかは明確ではな

いものの，多くは，懸濁態が凝集沈殿して汚泥へ移行す

ることで懸濁態の窒素成分が減少した結果であると考え

られ，���や���に関しても懸濁態の部分については

凝沈により除去されていると考えられた。一方，リンの

除去能力が高いのは，電極反応によりリンが金属と化合

し除去されていることが原因として考えられた。

　２）有害ラン藻類ミクロキスティスとオシラトリアの

温度特性解析

　アオコ発生抑制効果の解析評価技術の基盤的研究とし

て，近年の有毒アオコであるミクロキスティス

（�����������）属からオシラトリア（���������	��）属など

の糸状性ラン藻類への遷移，特に冬季における糸状性ラ

ン藻類の優占化にかかわる因子としてラン藻類の増殖と

図�７３　電気化学処理パイロットプラントのフロー

図�７４　電気化学処理パイロットプラントによる生活排水
処理結果

図�７２　バイオ・エコと物理化学処理の組合わせを含めた技術による環境改善システムの開発に関する研
究フロー



―　６６　―

競争に関しての温度の影響について検討した。供試ラ�

ン藻類としては�����������	
���
����
と���������	��


���������を用い，単独培養実験において各藻類の増殖

に及ぼす温度影響について冬季の１０℃から夏季の３０℃

の範囲で検討した。その結果，��������	
���は夏場に

おいて優占化することから，高温での増殖率で高くなる

と予想され，実際に３０℃ で増殖速度が最も高くなる結

果が得られたが，１５℃ では増殖可能なものの増殖速度

の低下は大きく，１０℃ の低温下ではほとんど増殖でき

なかった。一方，���������	

は２０℃～２５℃で増殖速

度は最大となり，３０℃ ではむしろ低下したが，低温環

境には強く１５℃ においても増殖速度の低下は比較的少

なく，また１０℃においても増殖可能であった。

　３）湖沼シミュレータを用いたミクロキスティス属と

オシラトリア属の競争への温度影響解析

　湖沼シミュレータを用い，つぎに，このような温度特

性を持つ，�．��������	
�と�．���������の両種につい

て栄養塩（窒素，リン）の獲得競争への温度影響につい

て，��������	
���と���������	

の混合培養により実験

的検討を実施した。図７５に結果を示した。３０℃の環境

下では，窒素，リンが十分にある培養開始から約１５日

目までは両種ともに増殖可能であった。一方，窒素，リ

ン濃度が低下した１５日以降では，３０℃の高温環境下で

は��������	
���の増殖が有利となり���������	

の増

殖が抑制された。しかしながら，１５℃ の低温環境下で

の��������	
���の増殖速度は極めて低く，低温である

ことと同時に，���������	

により抑制されていること

が示唆された。一方，���������	

は１５℃でも良好に増

殖可能であった。近年，冬季においても霞ヶ浦ではオシ

ラトリア属が優占化しているが，これは，オシラトリア

属の持つ低温環境下における増殖能の高さが原因の一つ

であると考えられる。一方，夏場においても，窒素，リ

ンなど栄養塩の供給が十分である場合にはミクロキス

ティスとオシラトリアは共存可能であり，夏場において

もオシラトリアが繁茂する要因となっていると考えられ

る。

　４）ミクロキスティス属の増殖に及ぼす鉄，キレー

ト，およびリン酸の影響解析

　藻類の増殖には窒素，リンのみならず，多種類の金属

イオンが必要である。中でも，鉄，マンガンなどは比較

的多量に必要とされる。しかしこれらの金属イオンは通

常は湖水環境中では溶存有機物と化合しキレート態で可

溶化しており，ラン藻類もキレート態の金属を利用する

ものと考えられている。そこで，キレート能を持つ容存

有機物としての����と��������	
���を用いその増殖

と鉄，キレート化合物，およびリン酸との関係について

の実験を行った。その結果，一定濃度以下の����で

は，多くの鉄はリン酸の存在下ではリン酸鉄となり沈殿

してしまうので，��������	
���は全く増殖できなかっ

たが，０．０５４��以上の����濃度では，極めて良好に

増殖することができた。これらの結果から，���

��������	�の増殖には金属イオンとキレートを形成する

ことで可溶化し，金属イオンの取り込みを促進する溶存

有機物が一定濃度存在することが必要不可欠であること

が判明した。

（３）まとめおよび展望

　①ラジカル生成作用に基づく電気化学処理は生活排水

などを高速で処理可能であることが明らかとなったが，

窒素除去などに関しては処理の安定性の向上を図る必要

のあることが判明した。

図�７５　ミクロキスティス属とオシラトリア属の競争に及
ぼす水温の影響

　　　湖沼シミュレータ（約深さ４�，直径約１�）を用いた
霞ヶ浦で発生する糸状性藍藻オシラトリア属と有毒藍

藻ミクロキスティス属の混合培養実験による種間競争

実験
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　②冬季におけるオシラトリア属の優占化はオシラトリ

ア属の低温で増殖可能であることが大きな要因の一つで

あることが明らかとなった。夏季においても窒素，リン

濃度が高ければオシラトリア属とミクロキスティス属は

共存できることが明らかとなった。

　③ミクロキスティス属の増殖にはキレート（溶存有機

物）が必要であることが明らかとなった。

　以上の成果から，オシラトリア属の増殖抑制には年間

を通しての窒素，リン除去方式の高度処理システムによ

る負荷削減対策が必要であり，特に冬季に能力が低下す

るエコエンジニアリングにおいては，低温に強い植物種

の導入などが極めて重要であることが提言される。一

方，有毒アオコのミクロキスティスの発生抑制には，生

物学的処理と電気化学的処理の適正な組み合わせによ

り，ミクロキスティス属の増殖に必要な鉄やマンガンと

キレート形成をする溶存有機物の負荷削減が効果的であ

ると期待できる。しかしながら，電気化学的処理法は安

定性の向上が必要であり，そのためには，ラジカル反応

過程等の詳細についての研究が極めて重要な位置づけに

あると考えられる。さらに，ハロゲンが共存すると有害

副生成物が発生することが知られており，処理水の藻類

増殖能（���）試験等とともに安全性試験を実施し，

各処理システムの面的整備について，負荷削減効果とと

もに安全性の側面からも評価することは不可欠である。
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　　　　森口祐一・後藤純雄・貴田晶子・大迫政浩・山田正人・橋本征二・加河茂美・中島大介・田崎智宏・�

森　保文・寺園　淳・稲葉陸太・江副優香・川畑隆常・渡辺洋一�・吉澤秀二�・辻　清美�

　（２）廃棄物の循環資源化技術・適正処理・処分技術及びシステムに関する研究

　　　　井上雄三・川本克也・山田正人・西村和之・大河内由美子・秋山　茂�・今岡　務�・岡田光正�・�

西尾　治�・西嶋　渉�・土手　裕�・藤原　拓�・吉川雄規�・角田俊司�・���������	�
・石垣智基・�

遠藤和人・大迫政浩・金　容珍・毛利紫乃・長森正尚�・小野雄策�・長谷隆仁�・八戸昭一�・�

貫上佳則�・吉野秀吉�・原　　雄�・香村一夫�・及川　智�

　（３）資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制御手法の開発に関する研究

　　　　酒井伸一・安原昭夫・貴田晶子・大迫政浩・鈴木　茂・野馬幸生・山本貴士・滝上英孝・高橋　真・�

橋本俊次・金　容珍・松井康弘・松永充史・中野益男�・�岡本　拓�・形見武男�・田辺顕子�・�

川田邦明�・上堀美知子�・長谷川敦子�・山本　敦�

　（４）液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技術システムの開発に関する研究

　　　　稲森悠平・水落元之・板山朋聡・岩見徳雄・礒田博子・桂　　萍・藤本尚志�・西村　浩�・林　紀男�・�

戎野棟一�・川端善一朗�・木持　謙�・杉浦則夫�・東　照雄�・平田　彰�・松村正利�・村上和仁�・�

石崎勝義�・増永二之�・田中修三�・栗原　康�・清水康利�・須藤隆一��
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Ⅱ　研究成果発表一覧

１　誌上発表

（１）循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発と基盤システム整備に関する研究

（査読付き）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年�
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田崎智宏，大迫政浩，酒井伸一：一般環境中で利用される再生製品に含まれる有害物質の環境安全性管理制度の
比較，廃棄物学会論文誌，１４（１），１�９，２００３
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（査読なし）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年�

寺内清修，川畑隆常，大迫政浩，河邊安男：関東圏域における建設系産業廃棄物の市区町村別排出量及び移動状
況に関する調査と解析，日本環境衛生センター所報，２９，４６�５４，２００２

後藤純雄，中島大介，江副優香：環境汚染の遺伝毒性（変異原性）計測法としての��������バイオアッセイ，全
国環境研会誌，２７（４），２２７�２３２，

田崎智宏，大迫政浩，酒井伸一：再生製品の環境安全性管理に係る諸制度，生活と環境，４７（３），２４�３４，２００２

寺園　淳：自動車リサイクルにおけるドイツの状況，廃棄物学会誌，１３（４），２１０�２２０，２００２

寺園　淳：日本のマテリアルフローとアジアの資源循環，都市清掃，５６（２５２），７�１４，２００３

橋本征二，森口祐一：物質フローから見た循環型社会，化学工学，６７（５），２５６�２５８，２００３

森口祐一：環境負荷を定量化するということ：インベントリ作成から影響評価まで，電気学会誌，１２３（１），１１�
１４，２００３
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――�
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（２）廃棄物の循環資源化技術，適正処理，処分技術及びシステムに関する研究

（査読付き）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年�

井上雄三，大河内由美子，松井康弘：有機性廃棄物の地域循環システムの設計と評価，農業経営研究，３９（４），
７�１６，２００２
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大迫政浩，山田正人，井上雄三，金　容珍，朴　政九，李　東勲，吉田悳男，野村稔郎：日韓の都市ごみ焼却主
灰からの重金属類溶出特性に関する比較考察，廃棄物学会論文誌，１２（６），２５６�２６５，２００１
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大迫政浩：有機性廃棄物の微生物過程におけるアンモニアおよびメチルメルカプタンの発生特性，廃棄物学会論
文誌，１３，４１０�４１８，２００２
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金　容珍，大迫政浩：疎水性有機汚染物質の溶出試験の現状と展望，廃棄物学会誌（展望論文），１３（６），３４１�
３５０，２００２
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松井康弘，山田正人，井上雄三，河村清史，田中　勝：し尿・浄化槽汚泥等の液状廃棄物処理施設のライフサイ
クルインベントリー分析，土木学会論文集，７０６ / Ⅶ�２３，１９�２９，２００２
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（査読なし）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年�

井上雄三：有機性廃棄物の資源化処理システム構築に関する官民共同研究，かんきょう，２６（４），４０�４１，２００１

大河内由美子，井上雄三：有機性循環資源の排出構造特性と循環技術，環境技術，３９（６），７�１６，２００２

松井康弘，山田正人：し尿・浄化槽汚泥等の処理に伴うエネルギー消費・温室効果ガス発生に関する分析，用水
と廃水，４５（４），２６�３３，２００３

大迫政浩，金　容珍：最終処分場における難分解性有機汚染物質の挙動�―�ダイオキシン類を中心にして�―，安
全工学，４０（６），４２８�４３４，２００１
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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（３）循環資源・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制御手法の開発に関する研究

（査読付き）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年�
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鈴木　茂，安原昭夫：液体クロマトグラフィー／質量分析法による環境化学物質の分析，環境化学，１２（１），４５�
６２，２００２

行谷義治，鈴木　茂，安原昭夫，毛利紫乃，山田正人，井上雄三：廃棄物埋立地浸出水中の無機成分，ジオキサ
ン，フェノール類およびフタル酸エステル類の濃度，環境化学，１２，８１７�８２７，２００２
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平井康宏，加藤利崇，高月　紘，酒井伸一：���処理促進によるリスク削減効果の検討，環境化学，１３（２），
１０３�１１５，２００３

松永充史，安原昭夫：���の還元的脱塩素化反応，環境化学，１２（１），３３�４３，２００２
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（査読なし）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年�

酒井伸一，滝上英孝，細江和典，ピーター・ベーニッシュ：ダイオキシン様物質の培養細胞によるバイオアッセ
イ，廃棄物学会誌，１４（１），３４�５０，２００３

滝上英孝，酒井伸一：バイオアッセイを用いたダイオキシン類の簡易分析法，環境浄化技術，２（２），１�５，２００２

野馬幸生，安原昭夫，酒井伸一：���の処理技術と分析方法，安全工学，４０（６），３５３�３６１，２００１

安原昭夫，鈴木　茂：液体クロマトグラフィー質量分析法による廃棄物関連試料の分析，化学と教育，５０（１１），
７６３�７６４，２００２
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――�
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（４）液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技術システムの開発に関する研究

（査読付き）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年�
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稲森悠平，冨永和樹，木持　謙，水落元之，戎野棟一，松村正利：生物学的排水処理における硝化活性および
���生成速度に及ぼす水温および窒素負荷の影響，水環境学会誌，２４（２），９７�１０２，２００１

林　紀男，稲森悠平，水落元之，須藤隆一：食物連鎖を活用した生物処理における魚類の収率，浄化槽研究，１３
（１），３�１２，２００１

野田尚宏，蛯江美孝，生田　創，常田　聡，平田　彰，松村正利，角野立夫，稲森悠平：包括型および付着型
���担体で固定した硝化細菌の抗原抗体法による挙動解析，日本水処理生物学会誌，３７，７７�８６，２００１

杉浦則夫，岩見徳雄，板山朋聡，稲森悠平：微小動物定着型リアクターによる�����������増加抑制能の評価，日
本水処理生物学会誌，３７，５５�６１，２００１

竹崎義則，清水康利，稲森悠平，山海敏弘：ディスポーザ排水の負荷原単位設定，廃棄物学会，１２，３１２�
３２１，２００１
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山本泰弘，三浦勇二，井上　充，藤本尚志，稲森悠平，松村正利：嫌気ろ床・生物ろ過法における物理化学的リ
ン除去法導入による処理性能の評価，日本水処理生物学会誌，３８，４７�５５，２００２
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丁　国際，須藤隆一，長坂實上，佐藤義典，稲森悠平：理容美容薬剤を含有する生活排水の処理に及ぼす微小動
物相の影響，浄化槽研究，１４（１），３�１３，２００２

長坂實上，荒又健夫，佐藤義典，丁　国際，稲森悠平：ヒモ状担体を使用した高度処理型合併処理浄化槽の処理
特性と微生物活性助剤（キラヤサポニン）の添加の効果，浄化槽研究，１４（１），２５�３５，２００２

木村賢史，市村　康，坂巻隆史，西村　修，稲森悠平，木幡邦男，須藤隆一：人工干潟における水質浄化機能に
関する解析，海岸工学論文集，４９，１３０６�１３１０，２００２
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林　紀男，大内山高広，水落元之，稲森悠平：環形動物貧毛類���������	
の増殖に及ぼす環境因子の影響，千
葉中央博自然誌研究報告，７（１），２９�３６，２００２
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（査読なし）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年�

稲森悠平，小沼和博：食品製造業に係わる第５次水質総量規制，月刊食品工場長，（４５），３０�３１，２００１

稲森悠平，小沼和博：生ごみディスポーザによるリサイクル処理システム，月刊食品工場長，（４６），２２�２３，�
２００１

稲森悠平，小沼和博：水圏生態系の保全のためのリスク管理，月刊食品工場長，（４７），５６�５７，２００１

稲森悠平：食品製造などの小規模事業場排水対策の方向（その１），月刊食品工場長，（５２），３８�３９，２００１

稲森悠平：食品製造などの小規模事業場排水対策の方向（その２），月刊食品工場長，（５３），１６�１７，２００１

稲森悠平：食品系排水をはじめとする窒素，リン負荷削減・循環システムによる新世紀型水環境の修復，月刊食
品工場長，（５４），２６�２７，２００１

稲森悠平：排水処理技術動向循環型社会におけるディスポーザ対応排水処理システムの役割，月刊食品工場長，
（５５），３４�３５，２００１

稲森悠平：食品廃棄物に由来する消化ガスの燃料電池化，月刊食品工場長，（５６），３２�３３，２００１

―　７８　―

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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稲森悠平：窒素，リンの小規模事業場における排水対策の現状と技術的課題，資源環境対策，３７，１０２０�１０２６，�
２００１

稲森悠平，水落元之：高度新技術および既存改善型浄化槽による水環境修復，資源環境対策，３７，１０６１�１０６９，�
２００１

稲森悠平，岩見徳雄，板山朋聡：霞ヶ浦水質浄化プロジェクト，ベース設計資料，（１１０），５３�５７，２００１

稲森悠平，稲森隆平：バイオ・エコテクを活用した水処理の高度化，エンバイオ，（１），３１�３９，２００１

稲森悠平，ディスポーザ生ごみリサイクル研究会：循環型社会におけるディスポーザ対応排水処理システムのあ
り方，用水と廃水，４３，８８９�８９３，２００１

稲森悠平，丁　国際，岩見徳雄，藤井邦彦：有用微生物の機能強化・製剤化と輪虫類活用高度水処理技術の開
発，月刊エコインダストリー，６（８），３３�４２，２００１

稲森悠平，稲森隆平，孔　海南：食品産業に位置づく家畜排せつ物の対策，月刊食品工場長，（５７），２６�２７，�
２００２

稲森悠平，稲森隆平，孔　海南：有機性廃棄物生ごみからのプラスチック化，月刊食品工場長，（５８），４０�４１，�
２００２

稲森悠平，稲森隆平，孔　海南：食品産業にかかわる流域圏における有機物・窒素・リンの物質循環システム，
月刊食品工場長，（５９），３８�３９，２００２

稲森悠平，稲森隆平，孔　海南：食品産業における地球温暖化防止対策の必要性と���７（１），月刊食品工場長，
（６０），２４�２５，２００２

稲森悠平，稲森隆平，孔　海南：食品産業における地球温暖化防止対策の必要性と���７（２），月刊食品工場長，
（６１），２６�２７，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：食品産業排水・廃棄物対策を視野に入れた窒素・リンの循環，月刊食品工場
長，（６２），２６�２７，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：食品廃棄物等を包含した水素エネルギーの活用方策，月刊食品工場長，（６３），
３６�３７，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：食品廃棄物対策への活用も視野に入れた風力発電クリーンエネルギーシステ
ム，月刊食品工場長，（６４），５８�５９，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：食品産業排水対策における油分の分解，バルキング防止および汚泥の減容化，
月刊食品工場長，（６５），２８�２９，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：国際的水環境対策における食品産業にもかかわる下水道サービスの���化，月
刊食品工場長，（６６），２４�２５，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：食品系廃棄物等のバイオマスを活用したエタノール化技術，月刊食品工場長，
（６７），６０�６１，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：２１世紀の初頭における日本の海洋政策，月刊食品工場長，（６８），６２�６３，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：食品排水等の浄化に貢献する有用微生物①，月刊食品工場長，（６９），７４�７５，�
２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：食品排水等の浄化に貢献する有用微生物②，月刊食品工場長，（７０），６４�６５，�
２００２

稲森悠平，山海敏弘，松村正利：クロスメディアを踏まえた環境低負荷資源循環型の排水処理技術の高度化，資
源環境対策，３８，７７０�７８２，２００２

稲森悠平，清水康利，大島綾子，孔　海南：膜を利用した排水の高度化処理技術の最新動向，資源環境対策，
３８，８１９�８２７，２００２

稲森悠平：生活系生ごみ・汚水・汚泥の資源化リサイクル，新政策，Ⅳ，５０�５３，２００２

稲森悠平：窒素・リン除去システム技術開発・普及整備への変換の必要不可欠性，月刊地球環境，３３，８６�８７，�
２００２

―　７９　―
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稲森悠平：序　高度処理浄化槽の普及と展開に向けて　本プロジェクト研究の推進経緯　本プロジェクト研究の
体制　第１章　水環境修復・保全を目指した高度処理型合併処理浄化槽の普及整備の必要性　第Ⅷ章　２１世紀の
環境低負荷資源循環技術の構築において重要となる技術と政策，生活排水対策のための高度処理浄化槽の普及と
展開に向けて，ぎょうせい，��３８，２４５�２５９，２００２

稲森悠平，孔　海南，稲森隆平：食品排水等に由来する硝酸・亜硝酸性窒素の対策，月刊食品工場長，（７１），
３４�３５，２００３
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――�
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発表者・題目・掲載誌・巻（号）・頁・刊年



２　口頭発表

（１）循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発と基盤システム整備に関する研究

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・学会等名称・開催都市名・年月�

石垣智基，山田正人，川畑隆常，藤谷典秀，小野雄策，渡辺洋一，藤井　崇，玉井伸明，立尾浩一：埼玉県にお
ける建材および建設解体廃棄物の物流解析，第２４回全国都市清掃研究発表会，東京，２００３．２

稲葉陸太，荒巻俊也，及川　智，山田芳幸，菊池尚仁，小関光二，田中真紀，中新田直生，劉　庭秀：リサイク
ルに関する���研究の整理，理想のリサイクルシステム・技術のあり方を考える，第１３回廃棄物学会研究発表
会，京都，２００２．１１，リサイクルシステム・技術研究部会�―�各��による中間報告発表�―（小集会資料），９１�
１０５
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上矢恭子，柴野一則，吉澤秀治，江副優香，後藤純雄：メタノール溶媒を用いた����発生量の簡易・安全測定
法，平成１４年度室内環境学会研究発表会，東京，２００２．１２，１７６�１７７

江副優香，深井文雄，中島晴信，中島大介，小野寺祐夫，後藤純雄：有機スズ化合物の免疫毒性についての基礎
的検討，第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６，５３０�５３１

大迫政浩，貴田晶子，酒井伸一，志村利夫，若松秀樹：溶融スラグの品質管理に係る施設運転と試験分析の現
況，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演要旨集，５７９�５８１

大迫政浩，貴田晶子，酒井伸一，志村利夫，若松秀樹：溶融スラグの有効利用状況と課題，第１３回廃棄物学会
研究発表会，京都，２００２．１１，同講演要旨集，５８５�５８７

大迫政浩，貴田晶子，酒井伸一，若松秀樹，志村利夫：溶融スラグの有効利用状況と品質管理に係る施設運転の
現況，第２４回全国都市清掃研究・事例発表会，東京，２００３．２，同講演論文集，２３４�２３６

大迫政浩，貴田晶子，田崎智宏，酒井伸一，水谷　聡，肴倉宏史：ごみ溶融スラグの有効利用における環境安全
性評価の考え方，第２４回全国都市清掃研究・事例発表会，東京，２００３．２，同講演論文集，２３７�２３９

加河茂美，森口祐一，稲村　肇，森川貴史：廃棄物分析用の需要主導型・供給主導型結合生産モデルの基本的な
枠組み，第１２回廃棄物学会研究発表会，横浜，２００１．１０

加河茂美，森口祐一，稲村　肇：物量的結合生産を持つ動的産業連関モデルとその特性，第２４回土木計画学研
究発表会，高知，２００１．１１

森川貴史，加河茂美，森口祐一，稲村　肇：廃棄物の最終処分活動に内包化される雇用と産出の前方・後方誘発
効果，第２４回土木計画学研究発表会，高知，２００１．１１

加河茂美，稲村　肇，森口祐一：廃棄物分析用の地域間産業連関勘定体系の提案，第２５回土木計画学研究発表
会，名古屋，２００２．６

加河茂美：資本蓄積と廃棄物蓄積の関係，環境経済・政策学会２００２年大会，札幌，２００２．９，同報告要旨集，
２３６�２３７
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川畑隆常，田崎智宏，松井康弘，大迫政浩，立尾浩一：関東圏域における建設系廃棄物のフロー解析，第１３回
廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，４２�４４

後藤純雄，中島大介，江副優香，前田恒昭，遠藤　治，渡辺征夫，吉澤秀二：高分子材料中のモノマー類の簡易
測定法の検討，第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６，５７０�５７１

上矢恭子，柴野一則，吉澤秀治，小川　游，後藤純雄：炭素化物ボードによる室内空気中のホルムアルデヒドの

―　８１　―
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低減効果，第２９回炭素材料学会年会，大阪，２００２．１２，２６６�２６７

辻　清美，長谷川一夫，伏脇裕一，森　康明，後藤純雄，小野寺祐夫：パッシブサンプラーによる室内空気中の
���の測定，平成１４年度室内環境学会研究発表会，東京，２００２．１２，１０６�１０７

水谷　聡，肴倉宏史，貴田晶子，大迫政浩，酒井伸一：多変量解析による溶融スラグ中の元素と溶融形式の関係
について，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演要旨集，８２６�８２８

水谷　聡，竹内和樹，高月　紘，貴田晶子，大迫政浩，酒井伸一：廃棄物溶融スラグのアベイラビリティと酸中
和容量（���），第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演要旨集，８２３�８２５

田崎智宏，大迫政浩，酒井伸一：一般環境中で利用される再生品に含まれる有害物質の環境安全性管理制度，第
３４回安全工学研究発表会，京都，２００１．１１，同講演予稿集，６９�７２

田崎智宏，寺園　淳，森口祐一：家電製品・パソコンの保有状況と廃棄行為に関するアンケート調査，第２４回
全国都市清掃研究・事例発表会，東京，２００３．２，同講演論文集，９１�９３

肴倉宏史，水谷　聡，田崎智宏，貴田晶子，大迫政浩，酒井伸一：拡散溶出試験による廃棄物溶融スラグの長期
溶出量評価法，第２４回全国都市清掃研究・事例発表会，東京，２００３．２，同講演論文集，１１２�１１４

寺園　淳，橋本征二，森口祐一，酒井伸一：建設廃棄物の発生実態に関する日欧比較の試み，第１２回廃棄物学
会研究発表会，横浜，２００１．１０，同講演論文集，４４５�４４７

寺園　淳，田崎智宏，森口祐一：自動車の保有・廃棄にかかる意識の分析，第２４回全国都市清掃研究・事例発
表会，東京，２００３．２，同講演論文集，９４�９６

寺園　淳：ごみ処理計画策定時の評価項目について，第１８回全国環境研究所交流シンポジウム予稿集，つくば，
２００３．２，���１�４

高木敬彦，中島大介，白石不二雄，江副優香，西村和之，深井文雄，小野寺祐夫，後藤純雄：発光���細菌を
用いる変異原性試験法の高感度化における留意点，第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６，５２６�５２７

中島大介，山口貴史，内山真由美，江副優香，前田恒昭，奥田泰資，後藤純雄：パッシブサンプラーおよびポー
タブル�������を用いた室内空気中の���検索について，平成１４年度室内環境学会研究発表会，東京，
２００２．１２，６６�６７
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橋本征二，森口祐一，齊藤　聡，小野隆史：マテリアルフローの把握にもとづく木材資源の循環度の分析，第
３０回環境システム研究論文発表会，甲府，２００２．１０，同講演集，２３５�２４０

橋本征二，森口祐一：循環型社会に向けた物質循環の６つの指標の提案～マテリアルフロー分析の視点から，第
１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，４８�５０
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橋本征二，広池秀人，山中勇司，貫上佳則，角田邦夫，今村祐嗣，小松幸平，川井秀一：防腐処理木材を用いた
木橋のライフサイクルアセスメント，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，９９�１０１
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森口祐一，松井重和：循環資源のマテリアルフロー分析のための物量投入産出表の設計，第１３回廃棄物学会研
究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，５４�５６
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森口祐一，松井重和，南齋規介，寺園　淳，加河茂美，橋本征二：環境・資源効率指標のための物量投入産出表
の試作，環境経済・政策学会２００２年大会，札幌，２００２．９，同報告要旨集，１９４�１９５
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� 発表者・題目・学会等名称・開催都市名・年月
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立尾浩一，藤田武美，山田正人：廃棄物処理計画の策定に向けた戦略アセスメント等に関する一考察，第１３回
廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，１８８�１９０

山田正人，石垣智基，川畑隆常，藤谷典秀，小野雄策，渡辺洋一，藤井　崇，玉井伸明，立尾浩一：埼玉県にお
ける建材および建設解体廃棄物の物流解析，第２４回全国都市清掃研究・事例発表会，東京，２００３．２，同講演論
文集，４０�４２
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（２）廃棄物の循環資源化技術，適正処理，処分技術及びシステムに関する研究

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・学会等名称・開催都市名・年月�

���������	
���
������	
�����
�����
�������������	�
����
��������������������������	
����
��������������

����������	���
�����
�����

�������������������	�
���	�
������	�������	�����������	
����

�
����������������������

２００２．１���������	
����
１���４４７�４５１

石垣智基，山田正人，石渡尚美：廃棄物最終処分場におけるメタン放出の数値解析，第２３回全国都市清掃研究・
事例発表会，京都，２００２．２
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石垣智基，小坂井崇，澤村啓美，山田正人，井上雄三：廃棄物処分場表層のメタン酸化細菌群集の解析，日本生
物工学会平成十四年度大会，大阪，２００２．１０

李　泰鎬，石垣智基，鎌形洋一，山田正人：廃棄物最終処分場浸出水中の細菌群集構造の比較，日本生物工学会
平成十四年度大会，大阪，２００２．１０

石垣智基，澤村啓美，山田正人，井上雄三，小坂井崇，長森正尚，小野雄策：最終処分場覆土におけるメタン酸
化細菌群の生態学的評価，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１

立田真文，中西亜加音，池　道彦，藤田正憲，石垣智基：焼却灰からの重金属類回収に有効な微生物の検討，第
１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１

石垣智基，李　泰鎬，山田正人，鎌形洋一：廃棄物埋立地浸出水における微生物群集構造とその機能的役割，日
本水処理生物学会第３９回大会，大宮，２００２．１１
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石垣智基，李　泰鎬，山田正人，鎌形洋一：廃棄物最終処分場浸出水中の細菌群集構造解析，日本微生物生態学
会第１８回大会，津，２００３．３

����������	�
���������
����������������������	
��	������
�	�����������������������	�
�����
�����������
�����������

���������	
��
���
�
��������２００２��２�����������	
�������

�����
������
��２００２．９��８２２�８２７

����������	�
���������
����������������������	
��	������
�	�����������������������	�
�����
���������
��

����������	
������
�������������������２���������	��
�����
�������
�����
�������������	
�
�
��２００２．１０��９４�９６

�������．，井上雄三，山田正人，井上雄三，遠藤和人：���������	
���
���
�����������
���
���������������	，第２４
回全国都市清掃研究・事例発表会，東京，２００３．２，同講演論文集，３７３�３７５

井上雄三，吉川雄規，河村清史：高濃度リン含有排水からのリン除去・回収プロセスの開発，１２回廃棄物学会
研究発表会，横浜，２００１．１０，同講演論文集，２８９�２９１

井上雄三，大迫政浩，小野雄策：安定型処分場搬入廃棄物の硫化水素発生ポテンシャルに関する研究，第１２回
廃棄物学会研究発表会，横浜，２００１．１０，同講演論文集，１０３１�１０３３，２００１

井上雄三，山田正人，廣崎　淳，中西雅時，伴野　茂：海面および陸上最終処分場比較の���分析およびコスト
評価，第１２回廃棄物学会研究発表会，横浜，２００１．１０，同講演論文集，１０４２�１０４４

井上雄三，山田正人，山辺功二，三木昭夫，岩田義康：海面および陸上最終処分場のリスクに関するアンケート
調査，第１２回廃棄物学会研究発表会，横浜，２００１．１０，同講演論文集，１０４５�１０４７

井上雄三：有機性廃棄物の地域循環システムの設計と評価，平成１３年度日本農業経営学会研究大会，京都，
２００１．１０，同報告要旨（シンポジウム課題�―�循環型経済社会の構築に向けた農業ビジョン），１１�２５

井上雄三，大迫政浩，河村清史，内田真由，越田亮三，田中　勝，西村和之：断熱型生ごみ発酵試験機の発酵特
性と殖種菌床管理に関する２，３の考察，第１２回廃棄物学会研究発表会，横浜，２００１．１０，同講演論文集，２９９�
３０１

井上雄三，下河原（古島）理江子，吉光寺徳子，菊池伸江，大河内由美子：生ごみ等有機性廃棄物からの乳酸回
収システム化を目指した�����������	
菌の異なる糖基質による発酵動態の把握，第７４回日本生化学会大会，京

―　８４　―
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都，２００１．１０，同発表抄録集，７３（８），８３２
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井上雄三，山田正人，�������．，石垣智基，小野雄策，今田俊彦，中村　浩，町田直美，種市尚人，和田千広：
最終処分場台帳の電子化および周辺環境情報の���による活用事例，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，
２００２．１１，９９７�９９９

井上雄三，大河内由美子，山田正人，町田直美，藤谷典秀，小野雄策：食品および飲料製造業から排出される食
品系廃棄物の推計，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，４�６

土手　裕，井上雄三，大河内由美子：宮崎県における家畜ふんの再資源化状況に関する調査，第１３回廃棄物学
会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，５９２�５９４

井上雄三，大河内由美子，山田正人，中村　浩，町田直美，小野雄策：食品系廃棄物量の市町村別推計事例，第
２４回全国都市清掃研究・事例発表会，東京，２００３．２，同講演論文集，１６�１８

遠藤和人，井上雄三，嘉門雅史：海面埋立処分場の遮水材料と遮水の考え方，第２４回全国都市清掃研究・事例
発表会，東京，２００３．２，同講演論文集，２３８�２４０

井上雄三，西村和之，大河内由美子：未活用バイオマスの再資源化技術，第２回つくばテクノロジー・ショー
ケースプログラム＆アブストラクト，つくば，２００３．３，７０�７０

大河内由美子，山田正人，小野雄策，井上雄三：有機性廃棄物の循環利用システム構築の課題，京都大学環境衛
生工学研究会第２４回シンポジウム，京都，２００２．８，同講演論文集，４７�５０

大河内由美子，三浦知美，下河原（古島）理江子，井上雄三：有機性廃棄物からの乳酸回収プロセスにおける運
転制御因子に関する研究，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，５９８�５９９

大河内由美子，山田正人，小野雄策，井上雄三：埼玉県を例とした有機性廃棄物の発生に関する調査研究，第
２４回全国都市清掃研究・事例発表会，東京，２００３．２，同講演論文集，１３�１５

大河内由美子，西村和之，井上雄三：高濃度窒素含有液状廃棄物からの無機化学的な窒素除去・回収，第３７回
日本水環境学会，熊本，２００３．３，５２３

原　弘之，大田美咲，小林美佐子，白井勝久，大河内由美子，西村和之，井上雄三：分子生物学的手法を用いた
コンポストからのクリプトスポリジウムの活性オーシストの検出，第３７回日本水環境学会，熊本，２００３．３，４２７

鄭　承美，大迫政浩，金　容珍：データベースを用いた都市ごみ焼却主灰から鉛（��）の溶出特性解析（韓国
語），２００１年度韓国廃棄物学会春季学術研究発表会，ソウル，２００１．５，７３�７６
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北村光太郎，大迫政浩，金　容珍：データベースを用いた主灰の元素組成に関する影響因子解析，第１３回廃棄
物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，８８７�８８９

川本克也，今泉孝志，宮田治男，安田宣夫，小吉省吾：ダイオキシン類簡易分析法を用いた運転管理の可能性，
日本機械学会第１２回環境工学総合シンポジウム２００２講演論文集，川崎，２００２．７，２５１�２５４
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川本克也，今泉隆志，藤吉秀昭，田中　勝：排ガス中有機ハロゲン化合物濃度の総括的測定にもとづいたダイオ
キシン類の推定と管理，学会誌����，���．７，２５１�２５４，２００２．１０

川本克也，今泉隆志，宮田治男，安田宣夫，小吉省吾：ダイオキシン類簡易測定法を用いた焼却施設運転管理，
第１０回衛生工学シンポジウム，札幌，２００２．１０，同論文集，１４９�１５２

川本克也，今泉隆志，藤吉秀昭，田中　勝：有機ハロゲン濃度の総括的測定による焼却排ガス中ダイオキシン類
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� 発表者・題目・学会等名称・開催都市名・年月



の低減管理，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，６８７�６８９

金　容珍，大迫政浩：疎水性有機汚染物質の溶出試験における誤差誘発因子に関する検討（１），第１２回廃棄物
学会研究発表会，横浜，２００１．１０，同講演論文集，１１２４�１１２６
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金　容珍，大迫政浩，山田正人，野馬幸生，八木美雄，松藤康司：焼却残渣からの有機・無機汚染物質の溶出挙
動�―�疎水性有機汚染物質を中心にして，第２３回全国都市清掃研究発表会，京都，２００２．２，同講演論文集，３７３�
３７５

金　容珍，大迫政浩，島岡隆行，宮脇健太郎：焼却残渣の土壌化に関する基礎的研究（韓国語），２００２年度韓国
廃棄物学会春季学術研究発表会，ソウル，２００２．５
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金　容珍，大迫政浩：疎水性有機汚染物質の溶出試験における誤差誘発因子に関する検討（２）―�固液分離方法
を中心に�―，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，１１７３�１１７５

倉持秀敏，大迫政浩，酒井伸一，川本克也：�����������の物性定数の推算法としての������モデルの評価，
第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６，同講演要旨集，３７８�３７９

長浜邦雄，倉持秀敏：環境技術で必要な物性は何か，第１５回「化学工学物性定数の最近の動向」講演会，東京，
２００２．１１，同講演要旨集，１９�２２

倉持秀敏，大迫政浩，貴田晶子，川本克也，前田光治：廃棄物からの無機塩の資源回収および溶出挙動予測のた
めの活量係数式の提案と応用，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，５２５�５２７

倉持秀敏，前田光治，川本克也：有機臭素化合物の水への溶解度の測定と活量係数の計算，化学工学会第６８回
年会，東京，２００３．３
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西村和之，大河内由美子，井上雄三，川本克也：有機性廃棄物のコンポスト化過程における重金属類の挙動，第
３７回日本水環境学会，熊本，２００３．３，４２１

山田正人，石垣智基，小坂井崇，立尾浩一：産業廃棄物処理過程におけるメタン放出量の推定，第２３回全国都
市清掃研究発表会，京都，２００２．１，同講演論文集，３７０�３７２

山田正人，小野雄策，長森正尚，高橋伴幸：埋立地表面における地温とメタンフラックスの関係，第１２回廃棄
物学会研究発表会，横浜，２００１．１０，同講演論文集，１０２６�１０２７
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山田正人，ブレント・イナンチ，石垣智基，井上雄三：最終処分場の安定化とは何か～適正な跡地利用に向け�
て～，第１０回衛生工学シンポジウム，札幌，２００２．１０，同論文集，１７７�１８０

山田正人，石垣智基，井上雄三，長森正尚，小野雄策：埋立地におけるメタンガスのモニタリング，環境科学会
化学物質管理戦略研究会２００２年研究会，東京，２００２．２
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山田正人，大迫政浩：浸出水処理技術に関する最近の開発・研究動向，平成１４年度廃棄物学会研究シンポジウ
ム，東京，２００２．５，同講演論文集，１４８�１５２
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山田正人：廃棄物埋立地からのメタンの放出量の評価と対策，土木学会平成１４年全国大会研究討論会「地球温
暖化に関わる��������事業の展開における土木の役割と可能性」，札幌，２００２．９，講演資料集，３１�３３

山田正人，石垣智基，倉持秀敏，渡辺洋一，小野雄策，柴田昌彦：廃棄物・循環資源に対する選別・抽出技術の
動向について，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，１４９�１５０

山田正人，石垣智基，井上雄三，小坂井崇，小野雄策，長森正尚：埋立地表面における地温とメタンフラックス
の関係（２），第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，９４９�９５０

長森正尚，渡辺洋一，木持　謙，小野雄策，河村清史，山田正人，石垣智基，井上雄三：管理型最終処分場の廃
止基準に関する考察（１），第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，９７２�９７４

山田正人，石垣智基，井上雄三，小野雄策，谷川俊治，草加速太，橘　敏雄：廃棄物最終処分場における植物・
土壌動物の特性について，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，１０１１�１０１２
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――�
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� 発表者・題目・学会等名称・開催都市名・年月



（３）循環資源・廃棄物管理システムに対応した総合リスク制御手法の開発に関する研究

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
� 発表者・題目・学会等名称・開催都市名・年月�

大迫政浩，金　容珍，酒井伸一：埋立処分場における臭素系難燃剤の浸出および処理特性，第１３回廃棄物学会
研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，１０３１�１０３３

倉持秀敏，大迫政浩，酒井伸一，川本克也：�����������の物性定数の推算法としての������モデルの評価，
第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６

倉持秀敏，前田光治，川本克也：有機臭素化合物の水への溶解度の測定と活量係数の計算，化学工学会第６８回
年会，東京，２００３．３
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酒井伸一，野馬幸生：���の処理技術について，第３４，３５回日本環境化学講演会，東京，２００１．１０，同予稿集，１０�１８
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酒井伸一，滝上英孝，���������	
�
，細江和典，汐崎　憲，尾崎弘憲，中村一夫：ダイオキシン類の脱塩素化処
理におけるバイオアッセイモニタリング，第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６，同講演要旨集，４３０�４３１

酒井伸一，滝上英孝，中村一夫，細江和典，汐崎　憲，尾崎弘憲，小島　健：ごみ焼却飛灰の脱塩素化処理にお
けるバイオアッセイ，第２４回全国都市清掃会議研究発表会，東京，２００３．２

鈴木　茂，安原昭夫：�������による環境微量分析，第４回日本水環境学会シンポジウム，北九州，２００１．９

鈴木　茂，安原昭夫：大気中の化学物質と質量分析法�―��������から�������まで�―，第４２回大気環境学会年
会，北九州，２００１．１０

鈴木　茂，安原昭夫，酒井伸一：廃棄物を起源とする化学物質の�������分析法の検討（１），浸出水中の化学物
質に関する基礎的検討，第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６
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�
，細江和典，汐崎　憲，尾崎弘憲，水上春樹，大野正之，酒井伸一：廃���の分解処
理におけるバイオアッセイモニタリング，第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６，同講演要旨集，５２４�５２５

滝上英孝，細江和典，���������	
�
，酒井伸一：��������を用いた残留性有機汚染物質（����）の�������
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評価，日本内分泌撹乱化学物質学会第５回研究発表会，広島，２００２．１１，同要旨集，２１９
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野馬幸生，酒井伸一，岡本　拓，大野正之：パラジウム・カーボン触媒によるデカクロロビフェニルの分解経路
に関する研究，第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６，同講演要旨集，５８２�５８３
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野馬幸生，酒井伸一，大野正之，西澤克志，村松武彦：���分解における光反応及びパラジウム・カーボン触
媒反応の違いについて，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，１０７９�１０８１

大野正之，八木富士夫，辻　隆博，池田　勝，�光繁和，西澤克志，村松武彦，野馬幸生，酒井伸一：触媒水素
化脱塩素化法での���分解機構，第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，１０６４�１０６６

村松武彦，西澤克志，大野正之，野馬幸生，酒井伸一：廃���の光分解メカニズムに関する検討，第１３回廃棄
物学会研究発表会，京都，２００２．１１，同講演論文集，１０７６�１０７８

橋本俊次，大迫政浩，酒井伸一：���������による臭素系難燃剤の熱分解特性に関する検討，第１１回環境化学討
論会，箱根，２００２．６，同講演要旨集，５８６�５８７，２００２

橋本俊次，大迫政浩，酒井伸一：熱処理過程における難燃性プラスチック類からの生成物に関する研究，第１１
回環境化学討論会，箱根，２００２．６，同講演要旨集，５９２�５８３，２００２

毛利紫乃，山田正人，井上雄三：最終処分場浸出水のリスク早期警戒システムの構築�―�生物試験の可能性�―，
第１３回廃棄物学会研究発表会，京都，２００２．１１

毛利紫乃，山田正人，井上雄三，中村匡聡，岡村秀雄：最終処分場浸出水の水生生物試験による生態毒性評価，
第３７回水環境学会年年会，熊本，２００３．３

安原昭夫，鈴木　茂：２１世紀の環境問題と分離分析�―�循環型社会の構築を目指して�―，第８回クロマトグラ
フィーシンポジウム，東京，２００１．５

安原昭夫：廃棄物研究と��，第５０回質量分析総合討論会，京都，２００２．５

中宮邦近，安原昭夫，酒井伸一，森田昌敏，上田裕一：高温型生ゴミ処理装置における魚肉中���の分解挙動，
第１１回環境化学討論会，箱根，２００２．６

安原昭夫，鈴木　茂，山本貴士，毛利紫乃，山田正人，井上雄三，行谷義治：廃棄物埋立地浸出水および処理水
中の無機成分，ジオキサン，フェノール類およびフタル酸エステル類の濃度，第１３回廃棄物学会研究発表会，
京都，２００２．１１

永瀬　誠，土田大輔，高橋浩司，鳥羽峰樹，宇都宮彬，近藤紘之，安原昭夫，長谷部清：プラスチック廃棄物中
の有害化学物質の定量，第１８回全国環境研究所交流シンポジウム，つくば，２００３．２
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山本貴士，安原昭夫：有機ハロゲン化合物の簡易分析のための分画法の検討，第１１回環境化学討論会，箱根，
２００２．６
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� 発表者・題目・学会等名称・開催都市名・年月



（４）液状廃棄物の環境低負荷・資源循環型環境改善技術システムの開発に関する研究
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斎藤　猛，杉浦則夫，板山朋聡，稲森悠平，松村正利：有毒アオコ産生����������	の生分解に及ぼす��の影響，
日本水処理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水処理生物学会誌，（２１），１０５

桑原健太郎，杉浦則夫，岩見徳雄，板山朋聡，稲森悠平：湖沼シミュレーターを用いた藍藻類�����������属と
���������	��属の競争関係に及ぼす温度影響，第９回世界湖沼会議，大津，２００１．１１，同発表文集第４分科会，１２６�
１２９

斉藤　猛，松村正利，杉浦則夫，板山朋聡，稲森悠平：霞ヶ浦から単離した����������	
属からの����������	
分解酵素遺伝子の検出，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），１１５

��������	
����
�������
���������
�������������	�
	��
�	�����	�������	�����������	���������
�������
������
��

��������	�
���

����

��������
�
�����������２１���������	
����
���
�２００１．６��������	��
��１８７�２０１

�����������	
���
���������������	������������	�
�������
���	���������������������	��
���
�	��	��	�������
�	��

�����������	
����
����
���
��
���������������	�３����������	�
��
	�����	���
������������������	
���
���������
�����������	�
���２００１．６�������

���������	�
���
������������	���
�
����������	
�������
�����������	����������������	
����
������	�	���	
��
��

����������	�
	���
	��	�����������	�������������	�
��
��
�����３����������	�
��
	�����	���
����������������
���������	
��
�
�������������
���２００１．６���������２１０�２１７

���������	
����
��	
�������
��	
���������������	
���
�����������������
�������������������	
������
���������

������������	�
����
����９����������	
����
������
������	���������２００１．８����������３８４

���������	�
���
������������	���
�
����������	
�������
�����������	��������������	
	�	
������
��
����������

����������	��	
�������
��	
�����
�������������	
������
�	����
�
�������������������	
�	���
�
��９����������	
��
��������	��
����
������
��２００１．８����������３８４

稲森悠平：窒素，リン除去技術と生物膜法，第４回日本水環境学会シンポジウム，北九州，２００１．９，同講演要旨
集，１２７
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三浦英智，蛯江美孝，野田尚宏，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：アンモニア酸化活性に関わる機能遺伝子とそ
の発現特性に基づいた微生物群集構造の評価・解析，日本水処理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水
処理生物学会誌，（２１），１４

蛯江美孝，稲森悠平，野田尚宏，常田　聡，平田　彰，松村正利：メタノール添加による有機物負荷の増大下に
おける浄化槽内硝化細菌の個体群動態の解析，日本水処理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水処理生
物学会誌，（２１），１５

小松央子，小沼和博，稲森悠平，萩谷昭三，須藤隆一：高度化のための既設合併処理浄化槽の改造効果の�，�，
���からの評価，日本水処理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水処理生物学会誌，（２１），１９

稲森悠平，中川和哉，小松央子，高井智丈，水落元之，野田尚宏，常田　聡，平田　彰：吸着法を用いたリンの
除去と回収条件の評価・解析，日本水処理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水処理生物学会誌，
（２１），２１

生田　創，松村正利，稲森悠平：アンモニア酸化細菌と亜硝酸酸化細菌の混合培養における動態解析，日本水処
理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水処理生物学会誌，（２１），２２

―　９０　―

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――



小松央子，小沼和博，稲森悠平，萩谷昭三，須藤隆一：窒素，リン高度処理システムの付加による既存合併処理
浄化槽の水質改善効果，第９回世界湖沼会議同会議，大津，２００１．１１，発表文集第３分科会，１６１�１６４

岩見徳雄，藤井邦彦，杉浦則夫，稲森悠平：浄化槽の処理機能向上のための輪虫の高密度化手法の開発，第９回
世界湖沼会議，大津，２００１．１１，同発表文集第３分科会，１６５�１６８

稲森悠平，島谷幸宏，庄田丈夫，小川雄比古，斉藤啓吾，孔　海南：太湖水環境修復モデルプロジェクト，第９
回世界湖沼会議第３分科会，大津，２００１．１１，同発表文集，２３７�２４０

稲森隆平，井上武雄，岩見徳雄，水落元之，稲森悠平：アシ・マコモ系植栽浄化法における有機物�・�除去特
性と温室効果ガス発生特性，日本水処理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水処理生物学会誌，（２１），
５２

桑原享史，松村正利，藤本尚志，林　紀男，稲森悠平，水落元之：高次捕食者として魚類を導入したラグーン法
の評価・解析，日本水処理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水処理生物学会誌，（２１），５３

稲石高雄，中里広幸，李　先寧，稲森悠平，水落元之，松村正利：ビオパーク浄化法のクレソン水路における浄
化能力と隔離水界による解析，第３６回日本水環境学会年会，岡山，２００２．３，同講演集，１２９

小松央子，小沼和博，藤井邦彦，稲森悠平，板山朋聡，萩谷昭三，戒野棟一，須藤隆一：生活排水対策としての
既存���型合併処理浄化槽の窒素・リン除去型への改造における改善効果の���等による評価，第３６回日本水
環境学会年会，岡山，２００２．３，同講演集，１４９

稲森悠平，水落元之，中川和哉，野田尚宏，常田　聡，平田　彰，小松央子，小沼和博，高井智丈：吸着脱リン
法による生活排水の高度処理およびリン再生ステーションの構築，第３６回日本水環境学会年会，岡山，２００２．３，
同講演集，１７０

生田　創，稲森悠平，松村正利：���法，�����法および����法による活性汚泥中におけるアンモニア酸化細
菌の定量特性の比較検討，第３６回日本水環境学会年会，岡山，２００２．３，同講演集，１９５

稲森悠平，国安祐子，中川　剛，村上和仁，瀧　和夫：マイクロコズムとしての捕食者���������	���
���．およ
び被食者���������	��属を導入したシステムの構築，第３６回日本水環境学会年会，岡山，２００２．３，同講演集，２３３

星野辰彦，永野達生，野田尚宏，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：�����������法による生物膜内アンモニア酸
化細菌の機能遺伝子の検出，第３６回日本水環境学会年会，岡山，２００２．３，同講演集，２９９

蛯江美孝，松村正利，野田尚宏，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：高濃度有機物流入時における浄化槽内硝化細
菌の分子生物学的評価解析，第３６回日本水環境学会年会，岡山，２００２．３，同講演集，３７２

楊　瑜芳，稲森悠平：生ゴミディスポーザ破砕物の高温好気反応による操作条件の適正化，第３６回日本水環境
学会年会，岡山，２００２．３，同講演集，４０９
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稲森悠平：窒素，リン対応を踏まえた生ごみディスポーザ処理システム等の技術開発動向と課題，第５回日本水
環境学会シンポジウム，府中，２００２．９，１０９�１１０

稲森悠平，大阪利文，吉江幸子，常田　聡，平田　彰：分子生物学的手法を用いた排水処理プロセスにおける脱
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窒細菌の解析，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），２０

近藤貴志，星野辰彦，吉江幸子，蛯江美孝，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：分子生物学的手法を用いた生物学
的リン除去プロセスにおける有用微生物の評価・解析，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，
（２２），２１

三浦英智，蛯江美孝，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：アンモニア酸化細菌の群集構造と活性発現の排水処理プ
ロセスにおけるモニタリング解析，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），２３

稲森悠平，寺原　猛，星野辰彦，常田　聡，平田　彰：������法による排水処理微生物叢の解析評価，日本水
処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），４３

岩見徳雄，稲森悠平，金　正淑，藤井邦彦：高度合併処理浄化槽への有用輪虫類の高密度化およびシーディング
剤化手法の開発，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），６８

中川和哉，高井智丈，小松央子，小沼和博，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：生活排水対策としての浄化槽への
吸着脱リン法導入による高度化・資源循環システムの構築，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，
２００２．１１，（２２），６９

小松央子，小沼和博，稲森悠平，水落元之，萩谷昭三：�・�対応型への既存合併処理浄化槽の改造による評価
解析，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），７１

板山朋聡，稲石高雄，稲森悠平：生態工学技法としての植栽浄化システムのモデル解析，日本水処理生物学会第
３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），８５

桑原享史，松村正利，藤本尚志，林　紀男，稲森悠平，水落元之：ラグーン法における高次捕食者導入の浄化能
におよぼす効果，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），８６，２００２

稲石高雄，稲森悠平，水落元之，中里広幸，������������	�
：タイ王国における水耕植物を活用したビオパー
ク浄化法の処理能力の解析，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），８７

稲森悠平，牧野　博，三浦英智，野田尚宏，常田　聡，平田　彰：環境中における有毒藍藻類の分子生物学的評
価手法による解析，日本水処理生物学会第３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），１１９

楊　瑜芳，稲森悠平：高温好気反応による生ゴミディスポーザ破砕物の処理効果の解析，日本水処理生物学会第
３９回大会，さいたま，２００２．１１，（２２），１３６

稲森悠平，牧野　博，三浦英智，常田　聡，平田　彰，野田尚宏：分子生物学的手法を用いた湖沼の有毒藍藻類
の評価・解析，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，（２２），１７

桑原享史，松村正利，藤本尚志，林　紀男，稲森悠平，水落元之：フィッシュポンドを導入したラグーン法にお
ける高次捕食者の効果解析，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，７０

稲石高雄，稲森悠平，水落元之，中里広幸：水耕生物ろ過法であるビオパーク浄化法のタイ王国における除去能
力と収穫物の解析，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，１３１

中川　剛，蛯江美孝，松村正利，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：高度合併処理浄化槽におけるアンモニア酸化
特性と硝化細菌の個体群動態解析，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，１８６

岩見徳雄，藤井邦彦，稲森悠平：高度合併処理浄化槽における有用輪虫類の高密度定着による汚水処理特性，第
３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，１８７

中川和哉，常田　聡，平田　彰，高井智丈，稲森悠平：オゾン活用���法における汚泥減容化および窒素・リン
高度除去システムの開発，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，２９７

蛯江美孝，松村正利，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：窒素濃度および温度がアンモニア酸化酵素遺伝子の発現
に及ぼす影響，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，４２８

稲森悠平，大阪利文，吉江幸子，常田　聡，平田　彰：分子生物学的手法を導入した脱窒細菌の基質資化特性に
基づいた群集構造解析，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，４３１

稲森悠平，寺原　猛，星野辰彦，常田　聡，平田　彰：������法による排水処理微生物叢の簡易・迅速モニタ
リング技術の開発，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，４３４

吉江幸子，野田尚宏，常田　聡，平田　彰，稲森悠平：混合状態の異なる脱窒リアクターに存在する亜硝酸還元
酵素遺伝子群の比較解析，第３７回日本水環境学会年会，熊本，２００３．３，４３６
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楊　瑜芳，稲森悠平：生ごみディスポーザ破砕物の高温好気反応による有機物分解特性の解析，第３７回日本水
環境学会年会，熊本，２００３．３，５２０

岩見徳雄，藤井邦彦，相馬修正，水落元之，稲森悠平：高度合併処理多孔質担体充填浄化槽における輪虫類の個
体数制御と浄化特性の解析，日本水処理生物学会第３８回大会，神戸，２００１．１１，日本水処理生物学会誌，（２１），
７４
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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